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 平成24年に改定された道路橋示方書Ⅳ（以下、道示）の中では、高強度な鉄筋が標準的に使

用可能になった。高強度な鉄筋の使用は、所要の耐震性能を確保するために必要な鉄筋量が普

通強度鉄筋を用いた場合よりも削減可能となり、PHC杭の製造の省力化などをもたらすことが

期待できる。また、次期道示の改定では、信頼性設計、限界状態設計の考えに基づく部分係数
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１．まえがき 

 

 近年、道路橋基礎に用いる既製コンクリート杭は、耐震性の向上が要求されており、断面力が大き

くなる区間では従前より多くのスパイラル鉄筋を配筋するようになっている。一方で、平成 24 年に改

定された道路橋示方書Ⅳ下部構造編・同解説（以下、道示Ⅳ）の中では、新たに SD390、SD490 まで

の高強度鉄筋が標準的に使用可能になった。高強度鉄筋の使用は、所要の耐震性能を確保するために

必要な鉄筋量が普通強度鉄筋を用いた場合よりも削減可能となり、既製コンクリート杭の製造の省力

化などをもたらすことが期待できる。また、次期道示の改定では、信頼性設計、限界状態設計の考え

に基づく部分係数設計法の導入が予定されている。これに伴い、現行設計において用いられている経

験的に確立されてきた安全率に代わり、様々な不確実な要因をデータと信頼性に基づき確率的に評価

した結果に基づいて設定する部分係数を用いた照査法の検討が進められている。既製杭についても例

外ではなく、その新たな設計体系を見据えた性能評価法を確立するとともに、部分係数設計法につい

て検討していく必要がある。 

そこで、国立研究開発法人土木研究所、学校法人早稲田大学、および一般社団法人コンクリートパ

イル建設技術協会は、既製コンクリート杭の性能評価手法の高度化を図ることを目的とした共同研究

を実施している。 

本報告書は、主として平成 27 年度及び平成 28 年度に実施した共同研究の内容についてまとめたも

のである。各章の内容について以下に示す。 

2 章では、十分なせん断耐力及び変形能を確保するため道示Ⅳに規定されている PHC 杭（以下、JIS

強化杭という）について、スパイラル鉄筋に丸鋼の高強度鉄筋（降伏強度 490N/mm2、785N/mm2）を

用いた杭のせん断載荷試験を行い、丸鋼の高強度鉄筋を用いた場合にも従来の異形鋼棒（SD345）と同

様のせん断耐力が得られるのかを確認する。また、杭材の変形能の詳細を調べるために、片持梁方式

の正負交番曲げ載荷試験を行い、スパイラル鉄筋に SD490 を用いた場合にもせん断補強鉄筋及び横拘

束鉄筋の機能を発揮するとともに同等の変形能が得られるのかを確認する。 

3 章では、実際のせん断耐力を精度よく評価できる手法を検討するため、各種せん断耐力推定式の分

析を行い、分析結果を基に精度よく評価できる手法の提案を行う。 

4 章では、既製コンクリート杭の耐久性の検討として、橋梁の撤去の際の地中に埋設された既設コン

クリート杭を収集し、ひび割れと鋼材の腐食状況、コンクリートの中性化状況の調査結果を示す。 

5 章では、杭列数の違いを考慮した部分係数設定のための基礎的な検討として、リダンダンシーに着

目し、橋梁杭基礎を対象として、倒壊につながる限界状態に対する余裕度の違いを考慮した耐震設計

法についての基礎検討を行った結果を示す。  

6 章では、本報告書のまとめについて示す。 
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２． せん断補強鉄筋に高強度鉄筋を用いた既製コンクリート杭の載荷試験 

 

２．１ 目的 

道示Ⅳ1)に規定されている高強度鉄筋としては、SD390 および SD490 が標準的に使用可能になった。

高強度鉄筋の使用は、所要の耐震性能を確保するために必要な鉄筋量が普通強度鉄筋（SD345）を用い

る場合より削減可能となり、既製コンクリート杭の製造の省力化などをもたらすことが期待できる。既

製コンクリート杭の性能評価手法の高度化に関する共同研究報告書〔その 1（載荷試験結果）〕2)では

SD490を用いた杭と従来からのスパイラル鉄筋SD345を用いた杭のせん断載荷試験および正負交番載荷

曲げ試験を行った。 

今回は、せん断耐力の確認ではスパイラル鉄筋に異形鋼棒ではなく、丸鋼の高強度鉄筋（降伏強度

490N/mm2、785N/mm2）を用いた試験を実施して同様のせん断耐力が得られるかを確認する。使用する

丸鋼は建築分野で CPRC 杭、PRC 杭として通常使用されているもので、建築基準法第 37 条に基づく品

質を大臣が指定する JIS 又は JAS に適合するものである。ここでは、高強度鉄筋の丸鋼で降伏強度が

490N/mm2のものを丸鋼 490、785N/mm2のものを丸鋼 785 と称す。 

杭材の変形能の詳細を調べるために片持梁方式の曲げ試験を実施した。スパイラル鉄筋に SD490 を用

いた場合にもせん断補強鉄筋および横拘束鉄筋の機能を発揮するとともに同等の耐力や変形能が得られ

るかを確認する。 

 

２．２ せん断補強鉄筋に高強度鉄筋の丸鋼を用いたせん断載荷試験 

２．２．１ 試験概要 

参考文献 2）での試験結果を「その 1」とし、今回追加した試験結果を「その 2」とする。道示Ⅳにお

いて、SD390 および SD490 をスパイラル鉄筋に用いた場合のせん断補強鉄筋としての効果が、十分に検

証されていないため、SD345 と同一の許容応力度を用いると規定されている。このため、その 1 では

SD490 と SD345 をスパイラル鉄筋として用いた JIS 強化杭のせん断載荷試験を行い、SD490 の降伏強度

の高さに応じたせん断抵抗が期待できることを確認した。 

 既製コンクリート杭のせん断補強鉄筋には、製造の省力化のために昔から丸鋼が使用されている。こ

のため、線材メーカーも既製コンクリート杭のせん断補強鉄筋に用いる高強度の異形鋼棒を常時製造し

てない。杭のロッドが少ない場合、線材が入手できず製造できない場合がある。建築分野では高強度鉄

筋の丸鋼を常時使用している。スパイラル鉄筋の仕様として丸鋼が道示に記載されれば土木分野におい

て、少ない杭の製造ロッドでも製造が可能となる。その 2 では高強度鉄筋の丸鋼を用いた場合のせん断

耐力を検証すべく、丸鋼 490 および丸鋼 785 を用いた JIS 強化杭のせん断載荷試験を実施した。 

 

２．２．２ 試験項目一覧 

 主な試験項目は以下の 7 項目とし、載荷荷重とスパイラル鉄筋のひずみを連続的に計測した。 

(1) 斜めひび割れ荷重、破壊荷重とその形態 

(2) 斜めひび割れ発生状況 
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径

(mm)

本数

(本)

断面積

Ap×10
2

(mm
2
)

5

6
600 90 9.14 24 1575B 8.0

試験体

No.

呼び名
D

(mm)

壁厚
T

(mm)

種類

有効ﾌﾟﾚストレス

σce

(N/mm
2
)

PC鋼材

試験体

No.

製造
工場

呼び名 種類

長さ
L

(m)

有効
プレストレス

(N/mm
2
)

杭体内
中詰め

軸力
(kN)

備考

5 無し 丸鋼490 φ6.5＠50

6 無し 丸鋼785 φ6.0＠65

なし
三谷

セキサン
B 8.0600 5.0

(3) 貼り付けゲージのひずみ測定 

(4) 変位量測定 

(5) コンクリートの圧縮強度、引張強度、ヤング率、ポアソン比 

(6) スパイラル鉄筋の引張強度とヤング率 

(7) 杭体の壁厚測定 

 

２．２．３ 試験体および試験ケース 

 試験体諸元を表 2.2.1、試験ケースを表 2.2.2 に示す。スパイラル鉄筋は、いずれのケースも

ρｓ. ｙߪ  2.45となるように配筋した。 

 

表2.2.1 試験体諸元 

  

  

 

 

 

 

表2.2.2 試験ケース 

 

 

 

 

 

 

２．２．４ 載荷装置 

 載荷方法を図2.2.1に示し、載荷スパンを表2.2.3に示す。載荷方法は、通常杭のせん断載荷試験で

用いられる連続梁方式とした。この方式は、せん断載荷区間の中央で曲げモーメントが零になる方式で

載荷荷重に対して効率良くせん断載荷が実施できる。この方式の載荷荷重 F と杭体のせん断力Q の間に

は、式（2.2.1）の関係が成り立つ。 

 

        

 

 

 

 

図2.2.1 載荷方法 

F 
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試験体

No.

外径
D

(mm)
種類

長さ
L

(m)

せん断スパン
a

(m)

張出し載荷長
b

(m)

5 0.555 1.445

6 0.555 1.445
B600 5.0

 

 Q=F・b/(2a+b) ……………………………（2.2.1） 

 

表2.2.3 載荷スパン 

 

    

 

 

 

 

 

２．２．５ 載荷方法 

 載荷方法は、図 2.2.2 に示すように 4 サイクルとした。斜めひび割れサイクルと破壊サイクルは、

載荷時に斜めひび割れの発生、破壊で除荷して終了とした。残りの 2 サイクルは当初道路橋のL1 荷重、

L2 荷重のサイクルを考えていたが、試験時のせん断耐力が大きくなることが想定されたため、L1 相当

荷重は、杭材は実測断面積を、スパイラル鉄筋の強度は実測の降伏強度の1/√3、コンクリートのせん断

応力度は 0.85N/mm2を用いて算出した。L2 相当荷重は、杭材は実測断面積を、スパイラル鉄筋の強度は

スパイラル鉄筋の実測の降伏強度を、コンクリートせん断応力度は 1.275N/mm2 を用いて算出した。計

測は載荷時、除荷時とも 10kN 荷重差が生じたタイミングで計測した。また、各サイクルのピーク荷重

は、適宜マニュアルで計測した。杭材の破壊荷重は、杭材がせん断破壊して荷重が保持できなくなった

時点で除荷した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.2 載荷サイクルの例 
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２．２．６ 計測概要 

 図2.2.3に杭表面のロゼットゲージ位置を、また、図2.2.4にスパイラル鉄筋のひずみゲージ位置を

示す。また、図2.2.5には変位計の取り付け位置を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.3 杭表面ロゼットゲージ位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.4 スパイラル鉄筋ひずみゲージ位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.5 変位測定位置 
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線径
(mm)

ピッチ
(mm)

記号
せん断

スパン比

5 600 103.1 6.5 50 丸鋼490 1.0 無し 2015年7月1日

6 600 101.1 6 65 丸鋼785 1.0 無し 2015年7月2日

中詰 試験日

スパイラル鉄筋

試験体番号
杭径
(mm)

壁厚
(mm)

試験杭No.
供試体
製作日

試験実施日 材齢
圧縮強度

(N/mm
2
)

ヤング率

(N/mm
2
)

ポアソン比
引張強度

(N/mm
2
)

5 2015年5月26日 2015年7月2日 37 100.6 43533 0.221 5.99

6 2015年5月25日 2015年7月1日 37 104.1 44167 0.222 6.06

試験体No. スパイラル鉄筋名称 降伏点強度　（N/mm
2
) 引張強さ　　（N/mm

2
)

No.5 丸鋼490　D6.5 554 611

No.6 丸鋼785　D6.0 980 1093

２．２．７ 載荷試験結果 

 （１） 試験体寸法実測値一覧  

  表2.2.4にせん断載荷試験に使用した杭体の実測値一覧を示す。 

表2.2.4 試験体寸法実測一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 （２） コンクリート強度試験一覧 

  表2.2.5に試験体に使用したコンクリートの圧縮試験および引張強度を示す。 

表2.2.5 コンクリートの強度試験一覧 

 

 

 

 

 

 

（３） スパイラル鉄筋の仕様 

  表2.2.6にスパイラル鉄筋の仕様を示す（鉄筋のミルシート参照）。 

 

表2.2.6 スパイラル鉄筋の仕様 
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（４） 試験体のせん断耐力諸数値 

  表 2.2.7 に試験体のせん断耐力設計値および計算値を示す。それぞれ道示Ⅳに示された式(2.2.2)

を用いている。設計値は規格値を用いたもの、計算値は実測の杭径、壁厚と、スパイラル鉄筋の引張試 

験値を用いた。 

 

   ௌܲ ൌ ௌܵ  ܵ                            （2.2.2） 

   ܵ ൌ ܿ・ܿ・ܿ௧・ܿே・τୡ・b・d （ただし、ܿ・ܿ・ܿ௧・τୡ ൌ τୟ）   （2.2.3） 

 ௌܵ ൌ
ೈ・ఙ

ｓｙ
・ௗ・ሺୱ୧୬ାୡ୭ୱሻ

ଵ.ଵହ・ୱ
                 （2.2.4） 

      ܵ：コンクリートが負担するせん断耐力（kN）  

   ௌܵ：斜引張鉄筋が負担するせん断耐力（kN） 

ただし、せん断スパン	ܽ	が
ௗ

ଵ.ଵହ
 	ܽ	のとき	ܽ	を使用する。 

D：杭径（mm） 

b：部材断面幅（等積箱形断面の腹部の合計幅とする）（mm） 

    		b ൌ t・√ߨ 

t：壁厚（mm） 

d：部材断面の有効高（mm） 

    	d ൌ
1
2
・h＋

1
π
 ௌݎ・2√・2・

h：等積箱形断面の部材断面の部材高（mm） 

    	h ൌ  D・ߨ√・1/2

 ௌ：円中心から主鉄筋重心までの距離（mm）ݎ   

   ܿே：軸方向圧縮力による補正係数 

     ܿே＝1+
ெబ

ெ
 ただし、1  ܿே  2 

   M：軸方向圧縮力によりコンクリートの応力度が部材引張縁で零となる曲げモーメント（kN・m） 

     M ൌ（ߪ 
N
ｃܣ

）・
I
ｙ

 

M：作用曲げモーメント（終局曲げモーメント）（kN・m） 

N：作用軸力（死荷重作用時）（kN） 

 ｃ：杭の断面積（mm2）ܣ   

   I：杭の断面二次モーメント（mm4） 

y：杭中心から引張縁までの距離（mm）（=D/2） 

 ：有効プレストレス（N/mm2）ߪ   

張出しせん断方式では、理論上M=0 なので、c ൌ 2で固定する。 

   τୟ：許容せん断応力度（=1.5×0.85 とする）（N/mm2） 

 ௐ：斜引張鉄筋の断面積（mm2）= 斜引張鉄筋の実断面積×2ܣ   
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ひび割れ発生
(kN)

せん断耐力
(kN)

5 600 1577 339 891 せん断

6 600 1591 288 899 せん断

試験体　No.
杭径
(mm)

実測値（せん断力）

破壊形状
載荷荷重

(kN)

   s：斜引張鉄筋の間隔（mm） 

 ｓｙ：斜引張鉄筋の降伏強度（規格値 345 N/mm2）ߪ 

   θ：斜引張鉄筋が部材軸力方向となす角度（90°とする） 

 

表2.2.7 試験体のせん断耐力設計値および計算値 

  

 

 

 

 

 

※ρs：スパイラル鉄筋の体積比 

 

（５）せん断載荷試験結果 

 図2.2.6にせん断載荷試験の載荷荷重と図2.2.5の変位 2 の荷重変位関係を示す。図中の道示Ⅳの計

算値は、表2.2.7に示した計算値から式（2.2.2）により載荷荷重に換算したものである。また、斜めひ

び割れ発生は、目視で斜めひび割れの発生を確認した際の荷重である。表2.2.8にせん断載荷試験の試

験結果を示す。 

表2.2.8 せん断載荷試験結果 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

線径
(mm)

ピッチ
(mm)

降伏強度σy

(N/mm
2
)

Sc　(kN) Sｓ　(kN) Pｓ　(kN)

設計値 600 90 6.5 38.5 345 2.45 202 255 456

計算値 600 103.1 6.5 50 554 2.79 234 322 556

設計値 600 90 6 33.4 345 2.45 202 254 456

計算値 600 101.1 6 65 980 3.32 230 373 603

せん断耐力（式(2.2.1))

ρSσy
壁厚
(mm)

試験体　No.

スパイラル鉄筋
杭径
(mm)

5

6

(N/mm2) 
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図2.2.6 荷重変位関係 
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No.5　φ600-HS490　中詰なし ひび割れ　600kN せん断破壊　1577kN

0
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1000
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1400

1600

0 100 200 300 400 500

荷
重

(k
N

)

ひずみ (μ)

2A 1サイクル 2A 2サイクル
2A 3サイクル 2A 4サイクル
1A 1サイクル 1A 2サイクル
1A 3サイクル 1A 4サイクル
斜めひびわれ発生

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

0 100 200 300 400 500

荷
重

(k
N

)

ひずみ (μ)

2C 1サイクル 2C 2サイクル

2C 3サイクル 2C 4サイクル

1C 1サイクル 1C 2サイクル

1C ３サイクル 1C 4サイクル

斜めひびわれ発生

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

-2000 -1000 0 1000 2000 3000 4000

荷
重

(k
N

)

ひずみ (μ)

2C

1C

降伏ひずみ

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

-2000 -1000 0 1000 2000 3000 4000

荷
重

(k
N

)

ひずみ (μ)

2A

1A

降伏ひずみ

(a)

(b)

(d)

(c)

1）No.5 φ600-丸鋼 490 中詰なし、せん断スパン比 1.0 せん断破壊 せん断耐力 891ｋN 

No.5 のスパイラル鉄筋はφ6.5mm の丸鋼、ピッチ 50mm である。図2.2.7にスパイラル鉄筋のひずみ

と荷重の関係を示す。（a）および（c）の図は、杭体の斜めひび割れとスパイラル鉄筋のひずみの増加

傾向の詳細を確認するために、横軸のひずみを 0～500μ に拡大したものである。杭体に斜めひび割れが

発生すると同時にスパイラル鉄筋のひずみが増加しており、せん断耐力にスパイラル鉄筋が寄与してい

ることが確認できる。斜めひび割れ発生後のスパイラル鉄筋のひずみは、荷重の増加とともに大きくな

り、破壊荷重に近づくまで、ひずみは増加する傾向である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.7 No.5 スパイラル鉄筋のひずみと荷重の関係 
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No.6　φ600-HS785　中詰なし ひび割れ　510kN せん断破壊　1591kN
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2）No.6 φ600-丸鋼 785 中詰なし、せん断スパン比 1.0 せん断破壊 せん断耐力 899ｋN 

 No.6 のスパイラル鉄筋は、丸鋼φ6mm、ピッチ 65mm としている。図2.2.8にスパイラル鉄筋のひず

みと荷重の関係を示す。（a）および（c）の図は、杭体の斜めひび割れとスパイラル鉄筋のひずみの増

加傾向の詳細を確認するために、横軸のひずみを 0～500μ に拡大したものである。No.5 の丸鋼 490 と同

様に、杭体に斜めひび割れが発生すると同時にスパイラル鉄筋のひずみが増加しており、せん断耐力に

スパイラル鉄筋が寄与していることが確認できる。斜めひび割れ発生後のスパイラル鉄筋のひずみは、

荷重の増加とともに大きくなり、破壊荷重に近づくまで、ひずみは増加する傾向である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.8 No.6 スパイラル鉄筋のひずみと荷重の関係 
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3）図2.2.9にNo.5 における斜めひび割れ状況およびスパイラル鉄筋の配置と斜めひび割れ位置の関係

を示す。No.5 は、1：2 の大きな斜めひび割れが発生した。また、その大きな斜めひび割れの周りには

スパイラル鉄筋に対して、直角方向に斜めひび割れが発生した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ）No.5 C 側の破壊時の斜めひび割れ状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）No.5 スパイラル鉄筋の配置と斜めひび割れ位置 

 

図2.2.9 No.5における斜めひびわれ割れ状況およびスパイラル鉄筋の配置と斜めひび割れ位置の関係  
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4）図2.2.10にNo.6 における斜めひび割れ状況およびスパイラル鉄筋の配置と斜めひび割れ位置の関係

を示す。No.6 は、1：2 の大きな斜めひび割れが発生した。写真に示すように中央付近に集中する傾向

があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ）No.6 C 側の破壊時の斜めひび割れ状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）No.6 スパイラル鉄筋の配置と斜めひび割れ位置 

 

図2.2.10 No.6における斜めひび割れ状況およびスパイラル鉄筋の配置と斜めひび割れ位置の関係 
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２．２．８ 試験結果の考察 

表2.2.7に杭の外径とせん断補強鉄筋の配置仕様を示す。試験体のスパイラル鉄筋は、ρs・σy≧2.45 を

満足するように配置した。鉄筋径が同じであれば線材の強度が上がれば配置ピッチを大きくなる。今回

の試験体の ρs・σyは 2.79N/mm2（No.5）、3.32 N/mm2（No.6）である。表2.2.9に表2.2.7に示した計算

値と試験値の比較を示す。道示のせん断耐力式の数値は丸鋼の実測値を用いた計算値である。せん断耐

力の実測値は 891kN（No.5）、899kN（No.6）となり、道示のせん断耐力式を上回り、高強度鉄筋の丸

鋼でも異形鋼棒同様に十分なせん断耐力が得られることを確認した。 

 

表2.2.9 せん断耐力式の計算値と実測値の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Sc　(kN) Sｓ　(kN) Pｓ　(kN)
ひび割れ発生

(kN)
せん断耐力

(kN)

5 600 234 322 556 339 891 せん断

6 600 230 373 603 288 899 せん断

破壊形状

実測値（せん断力）

試験体　No.
杭径
(mm)

せん断耐力(式（2.2.1））2.2.2 
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２．３ せん断載荷試験結果のまとめ 

その 1 およびその 2 での実験ケースおよび試験体の諸元は、表2.3.1に示すとおりである。試験体の

パラメータは、スパイラル鉄筋の種類のほか、杭のせん断耐力に影響すると考えられる中詰めコンクリ

ートの有無、杭径、せん断スパン比をパラメータとした 7 ケースである。なお、試験体の有効プレスト

レス量は 7 ケース全て 8N/mm2とした。 

スパイラル鉄筋の種類は、従来から使用されている SD345（No.1）、高強度鉄筋の SD490（No.2～4、

No.7）、丸鋼 490（No.5）および丸鋼 785（No.6）の 4 種類とした。なお、ρs・σyが 2.45N/mm2以上、か

つ各ケースで概ね同等となるように設定した。また、杭径は道路橋基礎として使用される実績から、

600mm（No.1～6）と 1000mm（No.7）の二種類とした。せん断スパン比は、0.5（No.2）と 1.0（No.1、

3～7）とした。中詰めコンクリートの有無の影響は、杭径 600mm、スパイラル鉄筋 SD490 の杭を用い

て検討する。なお、中詰めコンクリートの打設範囲は、杭の全長である。 

 

表2.3.1 実験ケースおよび試験体の諸元 

No 

杭長 杭径 壁厚 せん断 
スパン 
比 

中 
詰 
め 

PC 鋼棒 スパイラル鉄筋 スパイラ 
ル鉄筋の 
体積比* 
ρs 

=4Ah/sd  

ρs･σy 

 
 
 

N/mm2 

L D t 径-本 
断面積 

Ap 
配置 
直径 

種類 
降伏強度 

σy 
径 

断面積 
Ah 

間隔 
s 

有効径 
d 

m mm mm - - mm-本 mm2 mm - N/mm2 mm mm2 mm mm 

1 5.0 600 90 1 無 9-24 1536 510 SD345 345 

10 71.33 

70 529 
0.00771 
(1.00) 

2.66 

2 5.0 600 90 0.5 有 9-24 1536 510 SD490 490 100 529 
0.00539 
(0.70) 

2.64 

3 5.0 600 90 1 有 9-24 1536 510 SD490 490 100 529 
0.00539 
(0.70) 

2.64 

4 5.0 600 90 1 無 9-24 1536 510 SD490 490 100 529 
0.00539 
(0.70) 

2.64 

5 5.0 600 90 1 無 9-24 1536 510 丸鋼 490 490 6.5 33.18 50 529 
0.00502 
(0.65) 

2.46 

6 5.0 600 90 1 無 9-24 1536 510 丸鋼 785 785 6 28.27 65 529 
0.00329 
(0.43) 

2.58 

7 7.0 1000 130 1 無 10-46 3611 890 SD490 490 10 71.33 60 900 0.00528 2.59 

*：（ ）内の数値は、SD345 を使用した場合のρsとの比 
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表2.3.2 材料試験結果および載荷試験結果 

No. 

試験体の計測結果 せん断力 

 
杭径 

 
 

(mm) 

 
壁厚 

 
 

(mm) 

コンクート

の圧縮強度 
 

σc 
(N/mm2) 

中詰めコン 
クリートの 
圧縮強度 

 
(N/mm2) 

スパイラル

鉄筋の降伏 
強度 
σsy 

(N/mm2) 

ρsσsy 

(N/mm2) 

斜めひび割

れ発生荷重 
(kN) 

最大荷重 
(kN) 

破壊 
形状 

1 602.3 107.0 92.4 － 413 3.14 271 905 せん断 

2 600.0 107.0 112.9 39.2 610 3.61 769 1883 せん断 

3 600.7 101.3 116.2 38.3 610 3.35 583 1143 以上 曲げ 

4 600.5 94.8 113.0 － 610 3.49 379 1001 せん断 

5 601.1 103.1 100.6 － 554 3.03 339 891 せん断 

6 599.7 101.1 104.1 － 980 3.57 288 899 せん断 

7 997.3 146.0 106.3 － 610 3.67 1068 2372 以上 曲げ 

 

その 1 およびその 2 で実施した材料試験結果および載荷試験結果を表2.3.2に示す。中詰めの有無に

よる違いについては、No.3、No.4 は同一仕様で中詰めの有無を比較することができる。コンクリートの

圧縮強度は No.3 が 116.2kN、No.4 が 113.0kN と近似している。中詰めありの No.3 は、曲げ破壊でせん

断耐力は確認できてないが、斜めひび割れ発生した荷重は 583kN、これに対して中詰めなしのNo.4 での

斜めひび割れ発生した荷重は 379kN と 1.54 倍あり、中詰めの効果がみられる。 

異形鋼棒と丸鋼の違いについては、写真2.3.1に異形鋼棒（No.4）と丸鋼（No.5）の試験終了時の比

較を示す。斜めひび割れの差をみるために、図 2.3.1 に写真の 100mm 間隔の線を基にして水平方向に

50mm ピッチで斜めひび割れを読み取りプロットした。黒の実線が No.4 の異形鋼棒、赤の破線が No.5

の丸鋼の結果を示す。同様に No.1 と No.6 の比較も示した。図を見ると丸鋼の斜めひび割れが杭の中心

付近に集まる傾向にあった。斜めひび割れ角度とその頻度を調べる目的で、図2.3.2に斜めひび割れの

角度の発生頻度を表したものである。横軸は水平方向を 0°として角度が 4 度ピッチで発生した斜めひ

び割れの角度を示した。縦軸は個々の斜めひび割れ角度の長さと斜めひび割れ全長の百分率である。異

形鋼棒は斜めひび割れ角度が 10 度前後と 20 度前後（No.4 のみ）に斜めひび割れが集中する傾向にあっ

た。丸鋼は 10 度から 30 度の範囲に角度が分散する傾向にあった。 
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（ⅰ）No.4 Φ600 SD490（異形鋼棒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）No.5 Φ600 丸鋼490 

 

写真2.3.1 異形鋼棒と丸鋼の破壊時の比較写真 
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（ⅰ）No.4およびNo.5での比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）No.1およびNo.6での比較 

 

図2.3.1 斜めひび割れの比較図 
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図2.3.2 ひび割れ角度の比較図 

 

図 2.3.3に杭径、中詰めなし、せん断スパン比が 1.0 でスパイラル鉄筋の異なる No.1、4、5、6 のス

パイラル鉄筋のひずみ計測結果を示す。なお、縦軸はせん断力を斜めひび割れ発生時のせん断力で除し

た値とし、実線は No.1、4 で実施した異形鋼棒、破線が No.5、6 の丸鋼を示す。それぞれの線材の強度

は異なるが ρs・σyが 2.45N/mm2以上を確保してある。図は斜めひび割れ発生サイクルと次のサイクルの

最大荷重までを示している。表2.3.2にあるように斜めひび割れ発生が 271kN（No.1）と 379kN（No.4）

と異なるが、斜めひび割れ発生直後からスパイラル鉄筋のひずみが増加する傾向を確認できる。No.4、5

は線材強度が同じで異形鋼棒と丸鋼の違いである。それぞれの ρs・σyが 3.49 N/mm2、3.03 N/mm2、斜め

ひび割れ発生荷重が 379kN（No.4）と 339kN（No.5）で、せん断耐力が 1001kN（No.4）と 891kN（No.5）

とスパイラル鉄筋の実測の降伏強度の比率分の差（約 10％）に比例しており、異形鋼棒と丸鋼の違いは

見られなかった。 

図2.3.4にNo.1、4、5、6 での杭体の中央部の荷重－変位関係を示す。なお、測定結果には、載荷の

初期において載荷治具に使用されているゴムの変形分を含んでいるため、杭体に最初の斜めひび割れが

生じる直前の剛性を用いて、このゴムの変形分を除去した結果を図2.3.4には示している。丸鋼、異形

鋼棒ともに荷重変位関係の立ち上がり、及び除荷時の傾向は同様であった。 

以上の載荷試験結果より、杭径やせん断スパン比によらず、SD490、丸鋼 490、丸鋼 785 をせん断補

強鉄筋として用いた場合にも斜めひび割れ後に鉄筋のひずみの増加が確認され、SD345 をせん断補強鉄

筋として用いた場合と同様に、荷重に対して有効に抵抗することが分かった。これにより、高強度せん

断補強鉄筋として用いることで、鉄筋量の縮減が可能になると考えられる。ただし、本実験は ρs・σy が
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2.45N/mm2 を確保した条件で行われており、それを下回る場合に、この考察が成り立つのかは別途の検

討が必要である。 

 

 

図2.3.3 スパイラル鉄筋の荷重ひずみ関係 

       

図2.3.4 スパイラル鉄筋の荷重変位関係 
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２．４ せん断補強鉄筋に高強度鉄筋を用いた正負交番載荷曲げ試験（片持梁方式） 

２．４．１ 試験概要 

その 1 では単純梁方式での正負交番載荷曲げ試験を実施した。その際に参考にした既往の研究 3）（以

下、既往試験という）では片持梁方式での正負交番載荷曲げ試験であり、その 1 で確認された変形能を

比較すると、異なる試験結果を示した。そこで、その要因が載荷方式にあるのか確認するために、今回

は片持梁方式での正負交番載荷試験（その 2）を実施して、比較することとした。 

 

２．４．２ 試験項目一覧 

主な試験項目は以下の 7 項目とし、載荷荷重と変位および PC 鋼材のひずみを連続的に測定した。 

（１） ひび割れ荷重、破壊荷重とその形態 

（２） ひび割れ発生状況 

（３） 貼付ゲージのひずみ測定 

（４） 変位量測定 

（５） コンクリートの圧縮強度※、引張強度、ヤング率 

（６） 軸方向筋とらせん筋の引張強度とヤング率 

（７） 杭体の壁厚測定 

※JIS A 1136（遠心力締固めコンクリートの圧縮強度試験方法）による。 

 

２．４．３ 試験体および試験ケース 

試験体諸元を表 2.4.1、試験ケースを表 2.4.2 に示す。本試験では載荷試験機寸法の都合上、杭径は

500mm とした。 

 

表2.4.1 試験体諸元 

試験体 

No. 

杭径 

D 

(mm) 

壁厚 

T 

(mm) 

種 

 

類 

PC鋼材 有効 

ﾌ゚ ﾚｽﾄﾚｽ 

σce 

 

(N/mm2) 

径 

 

(mm) 

本数 

 

(本) 

断面積 

Ap 

×102 

(mm2) 

配置 

半径 

(mm) 

12 500 80 B 9 18 1152 210 8.0 
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表2.4.2 試験ケース 

試験体 

No 

製造 

工場 

杭径 

(mm) 
種類 

長さ 

L 

(m) 

有効 

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ 

(N/mm2) 

杭体内 

中詰め 

軸力 

(kN) 
備考※1 

12 
三谷 

セキサン 
500 B 3 8.0 有り なし 

SD490※2 D10  

(As =71.33mm2) 

(d’＝439mm) 

@130 

※1 スパイラル鉄筋は公称降伏強度を用いて ρs･σy ≧2.45N/mm2となるように配筋した 

※2 SD490 は材料入手の都合から FSD490 を使用した 

 

２．４．４ 載荷装置 

載荷装置を図 2.4.1 に示す。RC スタブ内に試験体のカット面を 1000mm 埋め込み、載荷点は RC ス

タブ上面から 1250mm（2.5D）の位置とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4.1 載荷装置 

 

２．４．５ 載荷方法 

荷重段階および計測荷重を図2.4.2に示す。載荷荷重は計算ひび割れ荷重・実測ひび割れ荷重を 1 回、

その後は各荷重段階で 3 回の正負交番載荷を行う。実測降伏荷重は PC 鋼材に貼り付けた引張側のゲー

ジが降伏ひずみに至った時点の正側 1 回目を 1δyとし、1δyずつ増加させながら Pmax の 8 割程度に

なるまで載荷を繰り返す。なお、載荷サイクルはその 1 の試験結果を参考に決定した。 



 24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4.2 荷重段階および計測荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

変
位

Ｐmax の８割程度に下がるまで

載荷を１δづつ増加させ繰り返す実測降伏荷重

(1δ)（１回目）

(2δ)
(3δ)

(4δ)

曲げひび割れ発生変位（実測値）

曲げひび割れ発生変位（計算値）
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２．４．６ 計測概要 

変位計・ゲージ取り付け位置を図2.4.3に示す。なお、載荷点・取付位置等は試験体と載荷試験機寸

法の位置関係より定めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4.3 荷重段階および計測荷重 
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２．４．７ 載荷試験結果 

（1）試験体寸法実測値一覧 

試験体寸法実測値一覧（試験体種類：JIS 強化杭 PHCφ500B -3m）を表2.4.3に示す。 

 

              表2.4.3 試験体寸法実測値一覧 

試験体 
番号 

杭径 
(mm) 

壁厚 
(mm) 

スパイラル 
鉄筋 

中詰の有無 軸力 試験日 

12 500.1 85 SD490 D10 有 無 7/7 

 

（2）コンクリート圧縮試験結果 

コンクリート圧縮試験結果を表2.4.4に示す。 

 

表2.4.4 コンクリート圧縮試験結果 

試験体番号 
圧縮強度(N/mm2) ヤング率(kN/mm2) 

試験日 
試験結果 規格値 試験結果 規格値 

12 遠心※1 106.1 85.0 46.3 40.0※2 7/7 

※１遠心：JIS A 1132（コンクリート強度試験用供試体の作り方）によるφ200×300 中空円筒形供試体を示す 

※２道示Ⅰ共通編 P89 より 

 

（3）PC 鋼材およびスパイラル鉄筋引張試験結果 

PC 鋼材およびスパイラル鉄筋引張試験結果（ミルシート）を表2.4.5に示す。 

 

表2.4.5 PC鋼材およびスパイラル鉄筋引張試験結果（ミルシート） 

測定項目 
PC 鋼材 SD490 D10 

試験結果 規格値 試験結果 規格値 

降伏強度(N/mm2) 1381 1275 694※ 490 

引張強さ(N/mm2) 1472 1420 737 ― 

※スパイラル鉄筋の試験結果を用いると ρs･σy =3.47N/mm2となる 

 

（4）試験体の計算曲げモーメント諸数値 

試験体の計算曲げモーメント諸数値を表2.4.6に、設計諸数値を示す。 

 

設計値：道示Ⅳに示されているコンクリートおよび PC 鋼材の許容値（JIS G 3137）を用い計

算を行った値（表2.4.7 設計値の算出用値を参照）。 

計算値：本報告書 2.4.7 載荷試験結果（１）、（２）、（３）に示す試験結果を用い計算を行っ

た値。 
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表2.4.6 試験体の計算曲げモーメント諸数値 

試験体No 

ひび割れ時 降伏時 終局時 

モーメント 

(kN･m) 

曲率 

(1/m) 

モーメント 

(kN･m) 

曲率 

(1/m) 

モーメント 

(kN･m) 

曲率 

(1/m) 

12 
設計値 123.7 0.001230 244.3 0.008567 325.6 0.03821 

計算値 135.7 0.001140 267.7 0.009317 350.0 0.04447 

 

表2.4.7 設計値の算出用値 

 

 

 

 

 

表2.4.7における各種モーメント、曲率の計算に用いた応力ひずみ関係を図2.4.4に示す（道

示 Ⅳ P439 より抜粋）。なお、計算には（一社）コンクリートパイル建設技術協会「杭のN-M 図・

M-φ 図・せん断図作成システムVer3.4」を用い求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）コンクリートの応力とひずみ関係 

 

 

 

 

 

 

 

                 

                 （2）PC鋼棒の応力とひずみ関係 

図2.4.4 計算に用いた応力とひずみ関係（道示Ⅳ P439 より抜粋） 

PC鋼材の設計用値

σcu (N/mm2) 80.0 (N/mm2) 1275

Ec (N/mm2) 40000 (N/mm2) 1420

ひび割れ計算時 σbu (N/mm2) -4.3 (N/mm2) 200000
0.002500 － 0.006375
0.003620 － 0.01500

－ 0.05000終局ひずみ
降伏ひずみ2

曲 げ 引 張

コンクリートの設計用値

降伏強度設 計 基 準 強 度

ヤ ン グ 率

εcu
終局ひずみ

引張強度

ヤング率

降伏ひずみ1
終局計算時

終局ひずみ
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（5）正負交番曲げ載荷試験結果 

正負交番曲げ載荷試験結果を以下に示す。 

1）ひび割れの進行状況 

試験体のひび割れ進行状況を、写真2.4.1～2.4.3に示す。 

破壊時サイクルは 3δyの負側 1 回目、および正側 2 回目となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2.4.1 1δy終了時 

写真2.4.2 2δy終了時 
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正側ヒンジ点 

負側ヒンジ点 

写真2.4.3 3δy終了時 



 30 

2）試験体の破壊状況 

試験体の破壊状況を、写真2.4.4～2.4.5に示す。破壊形態は PC 鋼材の引張破断であり、

破断箇所は正方向載荷時の引張側 5 本と負方向載荷時の引張側 4 本であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2.4.4 破壊状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2.4.5 PC鋼棒引張破断状況 

 

 

 

負方向載荷時：引張側 正方向載荷時：引張側 

破断部位 
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3）試験結果 

正負交番曲げ載荷試験結果を表2.4.8、図2.4.5に、試験体の PC 鋼材ゲージ測定結果

および変位測定結果より求めた曲率を図2.4.6、図2.4.7に示す。 

 

表2.4.8 試験体No.12 正負交番曲げ交番載荷試験結果 

 実測値 
設計値 

（実測値/設計値） 

計算値 

（実測値/計算値） 

Mcr(kN･m) 正側：163 
123.7 

（正側：1.32） 

135.7 

（正側：1.20） 

My(kN･m) 正側：344 
244.3 

（正側：1.41） 

267.7 

（正側：1.29） 

Mu(kN･m) 正側：358 
325.6 

（正側：1.10） 

350.0 

（正側：1.02） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4.5 モーメント－変位関係 
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図2.4.6 モーメント－曲率関係（PC鋼材ゲージ測定結果より） 

（曲率の算出には図2.4.3における PC 鋼材ゲージ 3 のひずみ差を用いた） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4.7 モーメント－曲率関係（変位測定結果より） 

（曲率の算出には図2.4.3における鉛直変位計 1 を用い、杭とスタブの相対変位計にて補正した） 
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4）鉛直変位に関して 

図2.4.8に杭頭における鉛直－水平変位関係を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4.8 鉛直－水平変位関係 

 

すべての荷重段階で試験体は抜出方向に変位した。正側と負側の鉛直変位が非対称の要

因は、フーチングの浮き上がり、初期ひび割れ位置の相違が考えられる。一方で、正側と

比較して負側の抜出長の方が小さいのは、ひび割れ本数に起因し、ヒンジ点が増えること

により、杭頭部の回転角が大きくなるためフーチング面から杭天端までの距離が小さくな

ったものと考えられる【図2.4.9および写真2.4.3参照】。 

 

 

 

 

 

 

    ：ヒンジ点 

青線：正側載荷モデル 

赤線：負側載荷モデル 

 

 

 

 

鉛直変位差 

水平変位 水平変位 

図2.4.9 正側負側載荷による鉛直変位の違いについて 
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２．４．８ 試験結果の考察 

（1）正負交番曲げ載荷試験結果のまとめ 

試験体諸元を表2.4.9に、正負交番曲げ載荷試験結果のまとめを表2.4.10に示す。 

 

表2.4.9 試験体諸元 

試験体 

No. 

杭径 

D 

壁厚 

T 

(mm) 

種 

 

類 

PC鋼材 有効 

ﾌ゚ ﾚｽﾄﾚｽ 

σce 

 

(N/mm2) 

径 

 

(mm) 

本数 

 

(本) 

断面積 

Ap 

×102 

(mm2) 

配置 

半径 

(mm) 

12 500 80 B 9 18 1152 210 8.0 

  

表2.4.10 正負交番曲げ載荷試験結果のまとめ 

 

1）破壊形態のまとめ 

・破壊時サイクルは 3δyの負側 1 回目、および正側 2 回目となった。 

・破壊形態はPC 鋼材の引張破断であった。 

・PC 鋼材の破断箇所は、正方向載荷時の引張側 5 本と負方向載荷時の引張側 4 本であっ

た。 

・かぶりコンクリートの剥落が確認されたが、コアコンクリートには目立った損傷は確認

されなかった。 

2）計算値との比較（表2.4.8参照） 

・ひび割れ曲げモーメントの実測/設計値は 1.20 であった。 

・降伏曲げモーメントの実測/設計値は 1.29 であった。 

・破壊曲げモーメントの実測/設計値は 1.02 であった。 

 

以上のことから、以下のように考察する。 

 

①  その 1 で行った試験体諸元を表 2.4.11 に、単純梁方式での正負交番載荷結果のまとめ

を表 2.4.12、表 2.4.13 に示す。 

 

 

 

試験体 

No 
中詰め 

軸力 

(kN) 

スパイラル鉄筋 

仕様 
実測Mu/計算値 破壊時サイクル 破壊形態 

12 有り なし SD490 D10@130 1.02 3δy正側 2 回目 
PC 鋼棒破断 

(かぶりｺﾝｸﾘｰﾄ剥落) 
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表2.4.11 試験体諸元（その 1）（参考） 

試験体 

No. 

呼び名 

D 

壁厚 

T 

(mm) 

種 

 

類 

PC鋼材 有効 

ﾌ゚ ﾚｽﾄﾚｽ 

σce 

 

(N/mm2) 

径 

 

(mm) 

本数 

 

(本) 

断面積 

Ap 

×102 

(mm2) 

8 

600 90 B 9 24 15.36 8.0 
9 

10 

11 

 

表2.4.12 単純梁方式での正負交番載荷結果のまとめ（その 1）（参考） 

 

表2.4.13 試験体No9とNo11の耐力比（中詰めによる影響）（その 1）（参考） 

耐力比 Mcr(kN･m) My(kN･m) Mu(kN･m) 

No11/No9 0.93 1.01 1.01 

 

②  破壊形状をその 1 とその 2 で比べると、その 1（表2.4.12）では軸力が導入されてい

るNo10 のみ、かぶりコンクリートが剥落した。一方で、その 2 の結果（表 2.4.10）は

軸力を導入していないが、かぶりコンクリートが剥落した（破壊時サイクルも 3δy正側

2 回目）。これは、単純梁方式と片持梁方式の載荷方法による相違点と考えられる。 

③  杭頭付近においては、片持梁方式の載荷と同様の状態になっており、その 2 の結果に

相当し、一方、地中部で杭体に曲げが発生する場合には、その 1 の単純梁方式に近い状

態になっていると考えられる。 

 

（2）その 2 の結果と既往研究の比較 

既往研究における降伏曲げモーメントMyは、計算降伏曲げモーメントを採用しているため、

その 2 の実測降伏曲げモーメント（PC 鋼材に貼り付けた引張側のゲージが降伏ひずみに至っ

た時点を 1δyとする）とは異なる。従って、図2.4.10に計算降伏曲げモーメント時の変位を

1δy’とし、モーメントと変位関係を再掲する。 

試験体 

No 
中詰め 

軸力 

(kN) 

スパイラル鉄筋 

仕様 

実測Mcr/ 

計算値 

実測My/ 

計算値 

実測Mu/ 

計算値 
破壊時サイクル 破壊形態 

8 有り なし SD345φ10@70 1.32 1.00 0.98 3δy負側 1回目 PC鋼棒破断 

9 有り なし SD490 φ10@100 1.42 1.07 0.92 3δy正側 1回目 PC鋼棒破断 

10 有り 1200 SD490 φ10@100 1.32 1.07 1.04 3δy正側 1回目 
PC鋼棒破断 
(ｺﾝｸﾘｰﾄ剥落) 

11 無し なし SD490 φ10@100 1.38 1.06 0.98 3δy負側 1回目 PC鋼棒破断 
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・実測降伏曲げモーメント時の載荷点変位 1δy ＝ 11.49mm 

・計算降伏曲げモーメント時の載荷点変位 1δy’＝ 3.87mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4.10 モーメント－変位関係（1δy’を計算降伏曲げモーメント時とする） 

 

1）既往研究における破壊形態は、8δy’載荷時の座屈した PC 鋼材の引張破断（7δy’で圧

縮側の PC 鋼材が座屈）であった。ここで、その 1 の試験結果を計算降伏曲げモーメント

（1δy’）で再掲すると、6δy’～9δy’程度の変形能が確認され、その 2 とほぼ同程度

の試験結果となる。従って、スパイラル鉄筋に SD490 を用いた場合でも同等の変形能は確

認できた。 

2）実測降伏曲げモーメントと計算降伏曲げモーメントが大きく異なるのは、ひび割れ分散 

性が悪く、そのひび割れ箇所の PC 鋼棒にひずみが集中し、ゲージ位置と異なることによ

るものと考えられる。従って、塑性率を小さく評価してしまう傾向にあるため計算降伏曲

げモーメント（1δy’）で評価することも必要である。 

3） 計算降伏曲げモーメント 1δy’に到達する以前に変曲点を迎えるのは（図 2.4.10 赤丸

部）、引張側の PC 鋼棒が先に降伏する場合において、PC 鋼棒の「応力とひずみの関係」

に起因するものであり、降伏以前に弾性限界を超えている事によるものと考えられる。 

 

 

印は剛性変化点 



 37 

２．５ 正負交番曲げ載荷試験のまとめ 

スパイラル鉄筋に従来よりも高強度な異形鋼棒（SD490）を用いた JIS 強化杭の正負交番曲げ載荷

試験を行い、従来と同様の変形能が得られるかの確認を実施した（その 1）。また、杭頭部を模擬し

た正負交番曲げ載荷試験により、変形能の比較を実施した（その 2）。載荷方式はその 1 を単純梁方

式で、その 2 は片持梁方式である。その 1 に関しては、ρs･σy ≧2.45N/mm2となるようにスパイラル

鉄筋を配筋することにより、モーメント－変位関係において SD490 でも SD345 と同等の変形能が得

られることを確認した。また、その 2 に関しては、杭頭部を模擬した片持梁方式では、SD345 を用

いた既往研究と同等の変形能が確認された。 

 

その 1、その 2 より得られた知見を以下に示す。 

 

（１）  その 1 では、ひび割れ曲げモーメント（Mcr）、降伏曲げモーメント（My）の実測値／計

算値に関しては、概ね 1.00 以上となっているが、破壊曲げモーメント（Mu）の実測値／計

算値においては軸力を導入した試験体のみ 1.00 を上回っていることから、圧縮側コンクリ

ートに損傷が認められず、PC 鋼材の破断で決まる場合は平面保持が成り立たなくなること

で、1.00 を割り込んだと考えられる。 

（２）  その1では、中詰めコンクリートの有無による試験体の曲げ耐力比は、0.93～1.01であり、

顕著な差異は認められなかった。一方で、常時荷重程度の軸力が作用した場合には、実測

値と計算値の整合が良い。 

（３）  杭頭付近においては、その 2 の片持梁方式の載荷と同様の状態になっており、一方、地

中部ではその 1 の単純梁方式の載荷に近い状態になっていると想定され、部位によっては

変形能や破壊形態に相違が生ずる可能性も考えられる。 

（４）  試験方式によらず、スパイラル鉄筋に用いた SD490 に関して、SD345 と同等に，スパイ

ラル鉄筋の ρs･σy を道示Ⅳに規定されている 2.45 N/mm2とすることで、同様な変形能が確

認できた。このことから、ρs･σy が概ね同じ値となるように高強度化すれば、降伏強度に応

じて同等の変形能が期待できると考えられる。ただし、SD490 よりも降伏強度が高強度な

鉄筋を用いる場合には、実験等で確認する必要がある。 

（５）  その 2 では，各材料の実測値を用いて計算した計算降伏曲げモーメントでモーメント－

変位関係を再掲すると 6δy’～9δy’程度の大きな変形能が確認され，既往研究と同等の

変形能であることが確認された。 
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【参考資料】M-φの算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(曲げ引張強度は圧縮強度からの計算値とする) 

ro :杭の半径（㎜） 

Ec :コンクリートのヤング係数（N/㎜2） 
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３．せん断耐力推定式の検討 

 

３．１ 概要 

既製コンクリート杭の性能評価手法の高度化に関する共同研究報告書その１1)において、道示式によ

る計算値と既往の試験結果および今回の試験結果での実測値を比較すると、ディープビームの効果を過

小に評価する傾向にあり、実測値が計算値を大きく上回ることを確認した。また、道示式および土木学

会に示すディープビームを考慮したせん断耐力推定式では、スパイラル鉄筋を使用した場合、ディープ

ビーム効果を考慮した式の適合性が高いことが分かった。一方、COPITA 式については、載荷試験結果

等に対する推定精度は高いものの、例えば式中に寸法効果を考慮する項があるが、杭径が大きい条件の

場合の式の適用性に問題を有することが分かった。 

今回は、実際のせん断耐力を精度よく評価できる手法を検討するため、各種せん断耐力推定式の分析

を行い、分析結果を基に精度よく評価できる手法の提案を行う。 

 

３．２ 既往の試験結果および今回の試験結果 

 その１で実施された高強度せん断補強鉄筋のせん断耐力は、既往の JIS 強化杭と同様に十分なせん断

耐力が得られることが分かった。今回実施した丸鋼の高強度鉄筋をせん断補強鉄筋に用いた杭は建築分

野の CPRC 杭、PRC 杭として建築分野では多く使用されている。JIS 強化杭との違いとしては、CPRC

杭、PRC 杭には、PC 鋼棒の間に曲げ耐力の向上を目的として軸方向に異形鉄筋を配筋している。表3.2.1

に今回の試験結果 7 例（No.1～No.7）と、高強度せん断補強鉄筋を用いたCPRC 杭、PRC 杭、PHC 杭で

の既往の試験結果においてせん断耐力を確認できた試験結果を示す。 
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表3.2.1 既往の試験結果および今回の試験結果 

整理番号 
試験体 

No. 

杭体 

試験形式 

試験結果 

備考 
杭種 

外径 
有効プレス 
トレス量 

σce 

コンクリート 
強度 
σcu 

実測せん断耐力 
破壊形状 

(mm) (N/mm2) (N/mm2) (kN) 
1 No.1 JIS強化杭 600 8.00 85 張出はり形式 905 せん断 
2 No.2 JIS強化杭 600 8.00 85 張出はり形式 1883 せん断 中詰めコンクリートあり 
3 No.3 JIS強化杭 600 8.00 85 張出はり形式 1143 曲げ 中詰めコンクリートあり 
4 No.4 JIS強化杭 600 8.00 85 張出はり形式 1001 せん断 
5 No.5 JIS強化杭 600 8.00 85 張出はり形式 891 せん断 
6 No.6 JIS強化杭 600 8.00 85 張出はり形式 899 せん断 
7 No.7 JIS強化杭 1000 8.00 85 張出はり形式 2372 曲げ せん断ひび割れが多数あり採用 
8 N1 CPRC杭 400 6.10 105 張出はり形式 486 せん断 
9 N2 CPRC杭 600 5.80 85 張出はり形式 1055 せん断 
10 ① PRC杭 1100 5.40 105 張出はり形式 2746 せん断 
11 ① PRC杭 1200 5.00 105 張出はり形式 4471 せん断 
12 ① PRC杭 1000 4.80 105 張出はり形式 2785 せん断 
13 ① PRC杭 1000 5.40 105 張出はり形式 2390 せん断 
14 ② CPRC杭 600 5.80 105 張出はり形式 1012.3 せん断 
15 ② CPRC杭 600 5.80 105 張出はり形式 937.7 せん断 
16 ② CPRC杭 600 5.80 105 張出はり形式 950.7 せん断 
17 ③ CPRC杭 600 5.80 105 張出はり形式 958.1 せん断 
18 ④ CPRC杭 600 5.80 105 張出はり形式 1090 せん断 
19 ⑤ CPRC杭 600 5.80 105 張出はり形式 960 せん断 
20 ⑤ CPRC杭 600 5.80 105 張出はり形式 978 せん断 
21 ⑥ CPRC杭 600 5.80 85 張出はり形式 921 せん断 
22 1 CPRC杭 300 6.10 85 単純はり形式 296 せん断 
23 2 CPRC杭 300 6.10 85 単純はり形式 331 せん断 
24 3 CPRC杭 300 6.10 85 単純はり形式 350 せん断 
25 4 CPRC杭 700 5.00 85 単純はり形式 1192 せん断 
26 5 CPRC杭 700 5.00 85 単純はり形式 1225 せん断 
27 6 CPRC杭 700 5.00 85 単純はり形式 1393 せん断 
28 7 CPRC杭 700 5.00 85 単純はり形式 789 曲げ圧潰 せん断ひび割れ状況の報告から採用 

29 1 PHC杭 300 8.00 80 単純はり形式 169.7 せん断 
30 9 JIS強化杭 300 4.00 80 単純はり形式 202.0 せん断 
31 8 PHC杭 300 8.00 80 単純はり形式 219.7 せん断 
32 5 JIS強化杭 300 8.00 80 単純はり形式 245.2 せん断 
33 10 PHC杭 300 8.00 80 単純はり形式 319.7 せん断 
34 6 JIS強化杭 300 8.00 80 単純はり形式 379.5 せん断 
35 15 CPRC杭 600 6.09 85 張出はり形式 870.8 せん断 
36 16 CPRC杭 600 6.09 85 張出はり形式 971.8 せん断 
37 19 CPRC杭 600 6.09 85 張出はり形式 667.8 せん断 
38 20 CPRC杭 600 6.09 85 張出はり形式 696.3 せん断 
39 29 CPRC杭 600 6.09 85 張出はり形式 884.6 せん断 
40 30 CPRC杭 600 6.09 85 張出はり形式 861 せん断 
41 1 CPRC杭 800 4.60 85 張出はり形式 1722 せん断 
42 2 CPRC杭 800 4.60 85 張出はり形式 1707 せん断 
43 4-a CPRC杭 800 4.60 105 張出はり形式 1867 せん断 
44 1 PHC杭 400 4.00 85 張出はり形式 221 せん断 
45 2 PHC杭 400 4.00 85 単純はり形式 191 せん断 
46 3 PHC杭 600 4.00 85 単純はり形式 638 せん断 
47 4 PHC杭 600 4.00 85 単純はり形式 544 せん断 
48 5 PHC杭 600 4.18 85 単純はり形式 507 せん断 
49 6 PHC杭 600 4.18 85 単純はり形式 523 せん断 
50 13 PHC杭 600 8.36 85 単純はり形式 673 せん断 
51 14 PHC杭 600 8.36 85 単純はり形式 655 せん断 
52 22 PHC杭 600 4.00 85 単純はり形式 546 せん断 
53 23 PHC杭 600 4.00 85 単純はり形式 534 せん断 
54 26 PHC杭 800 4.00 85 単純はり形式 731.5 せん断 
55 27 PHC杭 800 4.00 85 単純はり形式 744 せん断 
56 30 PHC杭 800 4.00 85 単純はり形式 830 せん断 
57 31 PHC杭 800 4.00 85 単純はり形式 840 せん断 
58 3 PHC杭 600 4.00 105 張出はり形式 430 せん断 
59 14 PHC杭 800 4.00 105 単純はり形式 910 せん断 
60 15 PHC杭 800 4.00 105 単純はり形式 910 せん断 
61 23 PHC杭 1000 4.00 105 単純はり形式 1025 せん断 
62 26 PHC杭 1000 4.10 105 単純はり形式 1866 せん断 
63 27 PHC杭 1000 4.10 105 単純はり形式 1773 せん断 
64 34 PHC杭 1000 4.10 105 単純はり形式 932.5 せん断 
65 35 PHC杭 1000 4.10 105 単純はり形式 955 せん断 
66 36 PHC杭 1000 4.10 105 単純はり形式 1408 せん断 
67 37 PHC杭 1000 4.10 105 単純はり形式 1387 せん断 
68 49 PHC杭 1200 4.00 105 張出はり形式 1748 せん断 
69 1 CPRC杭 600 5.80 85 張出はり形式 924 せん断 
70 2-1 CPRC杭 600 5.80 105 張出はり形式 1078 せん断 
71 2-2 CPRC杭 600 5.80 105 張出はり形式 984 せん断 
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３．３ 既往のせん断耐力推定式 

 既往のせん断耐力式は道示式、土木学会式、建築分野では岸田式、大野他の式がある。土木、建築分

野ともにせん断耐力式は、RC 部材の柱、梁の式の実験の蓄積から決められてきた。大野他の式は既製

杭のせん断耐力式として提案された。岸田式は大野他式の成果を基に、杭のスパイラル鉄筋量等をパラ

メータとし模型実験から算出している。また、COPITA では岸田式を基に、非超過確率 5％に対応する

低減係数 0.8 を設けて用いている。次に各せん断耐力推定式を示す。 

 

1）COPITA 式（岸田式）2) 

  Q୳ ൌ （τ1 τ2 τ3 τ4）ൈ（be・j） /1000 （kN）              （3.3.1） 

Qu：せん断最終強度（N） 

τ1：コンクリート負担分（N/mm2）荒川式の第１項 

     τ1 ൌ
0.115ku・kp൫σ


 17.7൯

ܯ
ܳ݀  0.115

 

τ2：らせん筋負担分（N/mm2） 

     τ2 ൌ 0.657 ൈ ሺ0.785 ൈ ௪ ௬ｗߪ
） 

τ3：軸力負担分（N/mm2） 

     τ3 ൌ 0.102（σୣ+σ’） 

σ’：軸力 0kN 

τ4：中詰コンクリート負担分（N/mm2）: 鉄筋が配筋されてないので今回は、対象外とする。 

     be ൌ α・
Aୡ
D

：α ൌ െ
1.24t
D

 1.19：d ൌ D െ
t
2
: j ൌ 7/8d 

σB：杭体コンクリート圧縮強度（N/mm2） 
ெ

ொௗ
：計算上のシアスパン比 

M：設計用曲げモーメント（kN･m） 

Q：設計用せん断耐力（kN） 

d：有効せい（mm） 

D：杭径（mm） 

t：壁厚（mm） 

Aୡ:コンクリートの実断面積（mm2） 

σe：有効プレストレス（N/mm2） 

wσy：スパイラル鉄筋の降伏強度（N/mm2） 

ku：断面寸法による補正係数（杭径 450～1000mm）= 0.72 

kp：引張鉄筋比（pt）による補正係数 

     kp ൌ 0.82ሺ100ptሻ.ଶଷ 

pt：pg/4 
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pg：軸方向鉄筋比 pg ൌ
౨౦
ୠୣ・୨

 

A୰୮：軸方向鉄筋断面積（mm2） 

௪：せん断補強筋比 p୵ ൌ

ୠୣ・ୱ

 

A：せん断補強筋の断面積×2（mm2） 

s：せん断補強筋のピッチ（mm） 

 

2）道示式 3) 

 ௌܲଵ ൌ ௌܵ  ܵ                                   （3.3.2） 

   ܵ ൌ ܿ・ܿ・ܿ௧・ܿே・τ
ୡ
・b・d（ただし、ܿ・ܿ・ܿ௧・τ

ୡ
ൌ τ

ୟ
） 

   ܵ：コンクリートが負担するせん断耐力（kN）  

   ௌܵ ൌ
ｓｙ・݀・ሺsinθߪ・ௐܣ cosθሻ

1.15・s
 

   ௌܵ：斜引張鉄筋が負担するせん断耐力（kN）  

ただし、せん断スパン	ܽ	が
ௗ

ଵ.ଵହ
 	ܽ	のとき	ܽ	を使用する。 

D：杭径（mm） 

b：部材断面幅（等積箱形断面の腹部の合計幅とする）（mm） 	b ൌ t・√ߨ 

t：壁厚（mm） 

d：部材断面の有効高（mm） 

     ݀ ൌ
1
2
・h＋

1
π
 ௌݎ・2√・2・

h：等積箱形断面の部材断面の部材高（mm） 

     h ൌ  D・ߨ√・1/2

 ௌ：円中心から軸方向鉄筋重心までの距離（mm）ݎ

ܿே：軸方向圧縮力による補正係数 

     ܿே＝１+
ெబ

ெ
 ただし、1  c  2 

張出しせん断方式では,理論上M=0 なので、c ൌ 2で固定する。 

M：軸方向圧縮力によりコンクリートの応力度が部材引張縁で零となる曲げモーメント（kN・m） 

     M ൌ（ߪ 
N
ｃܣ

）・
I
ｙ

 

M：作用曲げモーメント（終局曲げモーメント）（kN・m） 

N：作用軸力（死荷重作用時）（kN） 

 ୡ：杭の断面積（mm2）ܣ

I：杭の断面二次モーメント（mm4） 

y：杭中心から引張縁までの距離（mm）（=D/2） 
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0.5 1 1.5 2 2.5

6.4 4 2.5 1.6 1

ܽ/݀

ܿ݀ܿ

 ：有効プレストレス（N/mm2）ߪ

τ
ୟ
：許容せん断応力度（=1.5×0.85 とする）（N/mm2） 

 ௐ：斜引張鉄筋の断面積（mm2） ＝斜引張鉄筋の実断面積×2ܣ

s：斜引張鉄筋の間隔（mm） 

 ｓｙ：斜引張鉄筋の降伏強度（規格値 345 N/mm2）ߪ

θ：斜引張鉄筋が部材軸力方向となす角度（90°とする） 

 

3）道示式 ディープビームを考慮 3) 

 

   道示式で算出するせん断スパンܽがフーチングの有効高さ d の 2.5 倍以下の場合、コンクリートの許

容せん断応力度τ
ୟଵ
およびコンクリートの負担するせん断耐力ܵは、それぞれ表3.3.1に示す割増し係

数ܿௗを乗じた値とする。 

 

表3.3.1 せん断スパン比によるコンクリートの負担するせん断耐力の割増係数ܿௗ 

 

 

 

 

 

   ܿௗ：せん断スパン比によるコンクリートの負担するせん断耐力の割増係数 

        ܽ：せん断スパン（mm） 

        ݀：フーチングの有効高ሺmmሻで、柱又は壁前面の位置で求める。 
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4）土木学会式 

    土木学会 棒部材の設計せん断耐力式 

 

 ௬ܸௗ ൌ ܸௗ  ௦ܸௗ                                  （3.3.3） 

 

ܸௗ：せん断補強鋼材を用いない棒部材の設計せん断耐力 

				   ܸௗ ൌ ௗߚ ∙ ߚ ∙ ௩݂ௗ ∙ ܾ௪ ∙  ߛ/݀

			 	 ௩݂ௗ ൌ 0.20ඥ݂′ௗ
య

（N/mm2）  ただし、 ௩݂ௗ  0.72（N/mm2） 

ௗ=ට1000/ｄߚ		 		
ర

 （݀:mm） ただし、ߚௗ＞1.5となる場合は 1.5 とする。 

ｐ=ට100ｐｖߚ 				

య
       ただし、ߚｐ＞1.5となる場合は 1.5 とする。 

ܾ௪ ：腹部の幅（mm） 

݀ ：有効高さ（mm） 

				  ｐ
ｖ
ൌ ｓ/（ܾ௪ܣ ∙ ݀） 

 ｓ ：引張側鋼材の断面積（mm2）ܣ

	݂′ௗ ：コンクリートの設計圧縮強度（N/mm2） 

  ：一般にߛ	 1.3 としてよい。規格値以外は、1.0 とする。 

	 ௦ܸௗ  ：せん断補強鋼材により受け持たれる設計せん断耐力 

      ௦ܸௗ ൌ ௪ܣൣ ௪݂௬ௗሺsinሺߙ௦ሻ  cosሺߙ௦ሻ  ߛ/ݖ௦ሻ൧ݏ/

 ௦におけるせん断補強筋の総断面積（mm2）ݏ：区間		௪ܣ

௪݂௬ௗ：せん断補強鉄筋の設計降伏強度で、25݂′ௗ（N/mm2）と 

800N/mm2のいずれか小さい値を上限とする。 

 ௦：せん断補強鉄筋が部材となす角度ߙ

 ௦：せん断補強鉄筋の配置間隔（mm）ݏ

 。圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で、一般に݀/1.15としてよい：ݖ

										 ｐ
ｗ
ൌ ｗ/（ܾ௪ܣ ∙  （௦ݏ

 ：一般にߛ 1.1 としてよい。規格値以外は、1.0 とする。 
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5）土木学会式 ディープビームを考慮 4) 

 （解 2.4.6）設計せん断圧縮破壊耐力  

 

 ௗܸௗ ൌ ሺߚௗ  ௪ሻߚ ∙ ߚ ∙ ߚ ∙ ߙ ∙ ௗ݂ௗ ∙ ܾ௪ ∙                                              （3.3.4）ߛ/݀

 

ௗܸௗ：設計せん断圧縮破壊耐力（N） 

は݀/ݎの影響を考慮する係数で、以下による。ただし、一般に（ݎ）支圧板の部材軸力方向長さ：ߙ

0.1 としてよい。 

ߙ   ൌ ሺ1  ሻ/ሺ1݀/ݎ3.33  3.33 ∙ 0.05ሻ 

ௗ݂ௗ ൌ 0.19ඥ݂′ௗ（N/mm2） 

ௗ=ඥ1000/݀రߚ	  ただし、ߚௗ＞1.5となる場合は 1.5 とする。 

௪௪=4.2ඥ100ߚ	
య ∙ ሺܽ௩ ݀⁄ െ 0.75ሻ/ඥ݂′ௗ ただし、ߚ௪ ൏ 0となる場合は 0 とする。 

ߚ	 ൌ
ଵାඥଵೡ

ଶ
 ただし、ߚ＞1.5となる場合は 1.5 とする。 

ߚ	 ൌ
ହ

ଵାሺೡ ௗ⁄ ሻమ
  

	ܾ௪ ：腹部の幅（mm） 

	݀ ：単純張りの場合は載荷点、片持ち張りの場合は支持部前面における有効高さ（mm） 

ܽ௩ ：支持部前面から載荷点までの距離（mm） 	ܽ௩ ݀⁄ ：せん断スパン比とする。 

௩ ൌ ௦ܣ ሺ	ܾ௪ ∙ ݀ሻ⁄   

 ௦ ：引張側鋼材の断面積（mm2）ܣ

 ௪：せん断補強鉄筋比

௪		 		 ൌ ｗܣ
ሺ	ܾ௪ ∙ ⁄௦ሻݏ  ただし、		௪ ൏ 0.002となる場合は				௪ ൌ 0とする。 

 ௦における部材軸と直行するせん断補強鉄筋の総断面積（mm2）ݏ：区間		௪ܣ

 ௦ ：部材軸と直行するせん断補強鉄筋の配置間隔（mm）ݏ

݂′ௗ ：コンクリートの設計圧縮強度（N/mm2） 

 ：部材係数で、一般にߛ 1.2 とする。ただし、本計算では 1.0 とする。 
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３．４ 既往のせん断耐力推定式の推定精度の比較 

３．４．１ 既往のせん断耐力推定式の推定精度について 

各せん断耐力推定式において、影響があるパラメータの調査、分析を行うため、標準的な JIS 強化杭

の仕様を用いて、設計上の規格値を用いた推定値（以下、規格値という）を基本とし、各パラメータを

増減させた値（以下、変更値という）を規格値で除して影響度合いを各せん断耐力推定式で求め比較を

行う。なお、着目したパラメータは、影響が大きいと考えられる外径、厚さ、有効プレストレス量、コ

ンクリート強度、PC 鋼材の断面積、スパイラル鉄筋の降伏強度および断面積、せん断スパン比とした。 

標準的な JIS 強化杭の仕様を表3.4.1に示す。各パラメータでの増減の値は次のとおりとし、表3.4.1

に示す各杭径における規格値と変更値の比の平均値を表3.4.2～表3.4.6、図3.4.1～図3.4.5に示す。 

 ① 外径：+2mm、-2mm 

  既往と今回の試験結果での外径測定結果がおおよそ-2mm～+2mm の範囲だったことから、このよう

に設定した。 

 ② 厚さ：+20mm 

  COPITA 会員社における杭製造の規格で、一般的に寸法許容差を 0～+20mm と設定していることか

ら、最大の+20mm とした。 

 ③有効プレストレス量：±2％ 

  COPITA で実施された会員社への調査結果の統計量から設定した。 

 ④コンクリート強度：+10％ 

  COPITA で実施された会員社への調査結果の統計量から設定した。 

 ⑤PC 鋼材：断面積±6％ 

  JIS G 3137：細径異形PC 鋼棒での規定より設定した。 

⑥-1 せん断補強鉄筋：降伏強度+20％ 

  土木研究所資料第 4090 号より、鉄筋の統計量から設定した。 

⑥-2 せん断補強鉄筋：径±0.4mm 

  JIS G 3191：熱間圧延棒鋼およびバーインコイルの形状，寸法，質量およびその許容差での規定より

設定した。 

⑦せん断スパン比：0.5、1.5 

  規格値を 1.0 としたことから、その上下 0.5 の範囲とした。 
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表3.4.1 標準的なJIS強化杭の仕様 

 
 

 1）道示式 

道示式では、ディープビーム効果を考慮できていないことに加えて、せん断スパン比が小さい場

合には、せん断ひび割れを横切る斜引張鉄筋を過大に見積もることのないように計算条件が図られ

ているため、せん断耐力が小さくなる評価となっている。また、コンクリートの設計基準強度によ

らず、許容せん断応力度を 0.85N/mm2とすることから、コンクリート強度の大きさを考慮できてい

ない。 

表3.4.2 標準値と変動値の比 

 
 
 
 
  

図3.4.1 標準値と変動値の比 

杭種 外径 厚さ

コンクリー
ト強度

σcu

配置直径 径 本数 断面積 種類
降伏強

度σsy
径 断面積

ピッチ
s

有効長

－ (mm) (mm) 種別 (N/mm
2
) (N/mm

2
) (mm) (mm) (本) (mm

2
) － (N/mm

2
) (mm) (mm

2
) (mm) (mm) － － －

JIS強化杭 300 60 A 4.00 80.0 240 7.1 6 240.0 SD345 345 6 31.67 70 240 1.0 0.00754 2.60

JIS強化杭 300 60 B 8.00 85.0 240 10.0 6 471.0 SD345 345 6 31.67 70 240 1.0 0.00754 2.60

JIS強化杭 300 60 C 10.00 85.0 240 10.0 8 628.0 SD345 345 6 31.67 70 240 1.0 0.00754 2.60

JIS強化杭 350 60 A 4.00 80.0 290 7.1 7 280.0 SD345 345 6 31.67 55 290 1.0 0.00794 2.74

JIS強化杭 350 60 B 8.00 85.0 290 10.0 7 549.5 SD345 345 6 31.67 55 290 1.0 0.00794 2.74

JIS強化杭 350 60 C 10.00 85.0 290 10.0 9 706.5 SD345 345 6 31.67 55 290 1.0 0.00794 2.74

JIS強化杭 400 65 A 4.00 80.0 330 7.1 10 400.0 SD345 345 6 31.67 50 330 1.0 0.00768 2.65

JIS強化杭 400 65 B 8.00 85.0 330 10.0 10 785.0 SD345 345 6 31.67 50 330 1.0 0.00768 2.65

JIS強化杭 400 65 C 10.00 85.0 330 10.0 12 942.0 SD345 345 6 31.67 50 330 1.0 0.00768 2.65

JIS強化杭 450 70 A 4.00 80.0 380 9.0 7 448.0 SD345 345 10 71.33 100 380 1.0 0.00751 2.59

JIS強化杭 450 70 B 8.00 85.0 380 9.0 14 896.0 SD345 345 10 71.33 100 380 1.0 0.00751 2.59

JIS強化杭 450 70 C 10.00 85.0 380 10.0 14 1099.0 SD345 345 10 71.33 100 380 1.0 0.00751 2.59

JIS強化杭 500 80 A 4.00 80.0 420 9.0 9 576.0 SD345 345 10 71.33 90 420 1.0 0.00755 2.60

JIS強化杭 500 80 B 8.00 85.0 420 9.0 18 1152.0 SD345 345 10 71.33 90 420 1.0 0.00755 2.60

JIS強化杭 500 80 C 10.00 85.0 420 10.0 18 1413.0 SD345 345 10 71.33 90 420 1.0 0.00755 2.60

JIS強化杭 600 90 A 4.00 80.0 520 9.0 12 768.0 SD345 345 10 71.33 70 520 1.0 0.00784 2.70

JIS強化杭 600 90 B 8.00 85.0 520 9.0 24 1536.0 SD345 345 10 71.33 70 520 1.0 0.00784 2.70

JIS強化杭 600 90 C 10.00 85.0 520 10.0 24 1884.0 SD345 345 10 71.33 70 520 1.0 0.00784 2.70

JIS強化杭 700 100 A 4.00 80.0 610 10.0 13 1020.5 SD345 345 10 71.33 60 610 1.0 0.0078 2.69

JIS強化杭 700 100 B 8.00 85.0 610 10.0 26 2041.0 SD345 345 10 71.33 60 610 1.0 0.0078 2.69

JIS強化杭 700 100 C 10.00 85.0 610 11.2 26 2600.0 SD345 345 10 71.33 60 610 1.0 0.0078 2.69

JIS強化杭 800 110 A 4.00 80.0 710 10.0 16 1256.0 SD345 345 10 71.33 50 710 1.0 0.00804 2.77

JIS強化杭 800 110 B 8.00 85.0 710 10.0 32 2512.0 SD345 345 10 71.33 50 710 1.0 0.00804 2.77

JIS強化杭 800 110 C 10.00 85.0 710 11.2 32 3200.0 SD345 345 10 71.33 50 710 1.0 0.00804 2.77

JIS強化杭 900 120 A 4.00 80.0 790 11.2 16 1600.0 SD345 345 13 126.7 80 790 1.0 0.00802 2.77

JIS強化杭 900 120 B 8.00 85.0 790 11.2 32 3200.0 SD345 345 13 126.7 80 790 1.0 0.00802 2.77

JIS強化杭 900 120 C 10.00 85.0 790 12.6 32 4000.0 SD345 345 13 126.7 80 790 1.0 0.00802 2.77

JIS強化杭 1000 130 A 4.00 80.0 880 11.2 19 1900.0 SD345 345 13 126.7 70 880 1.0 0.00823 2.84

JIS強化杭 1000 130 B 8.00 85.0 880 11.2 38 3800.0 SD345 345 13 126.7 70 880 1.0 0.00823 2.84

JIS強化杭 1000 130 C 10.00 85.0 880 12.6 38 4750.0 SD345 345 13 126.7 70 880 1.0 0.00823 2.84

JIS強化杭 1100 140 A 4.00 80.0 980 11.2 22 2200.0 SD345 345 13 126.7 70 980 1.0 0.00739 2.55

JIS強化杭 1100 140 B 8.00 85.0 980 11.2 44 4400.0 SD345 345 13 126.7 70 980 1.0 0.00739 2.55

JIS強化杭 1100 140 C 10.00 85.0 980 12.6 44 5500.0 SD345 345 13 126.7 70 980 1.0 0.00739 2.55

JIS強化杭 1200 150 A 4.00 80.0 1080 11.2 26 2600.0 SD345 345 13 126.7 60 1080 1.0 0.00782 2.70

JIS強化杭 1200 150 B 8.00 85.0 1080 11.2 52 5200.0 SD345 345 13 126.7 60 1080 1.0 0.00782 2.70

JIS強化杭 1200 150 C 10.00 85.0 1080 12.6 52 6500.0 SD345 345 13 126.7 60 1080 1.0 0.00782 2.70

ρs・σsy

杭体 PC鋼材 スパイラル鉄筋（せん断補強鉄筋）

せん断ス
パン比

体積比

ρs
有効プレストレス量

σce

変更パラメータ，変動値 単位 平均値

外径+2 mm 1.002

外径-2 mm 0.999

厚さ+20 mm 1.043

有効プレストレス量+2% N/mm2 1.000

有効プレストレス量-2% N/mm2 1.000

コンクリート強度+10% N/mm2 1.000

ＰＣ鋼材断面積+6% mm2 1.005

ＰＣ鋼材断面積-6% mm2 0.995

せん断補強鉄筋の降伏強度+20% N/mm2 1.147

せん断補強鉄筋径+0.4 mm 1.064

せん断補強鉄筋径-0.4 mm 0.938

せん断スパン比　0.5 － 0.688

せん断スパン比　1.5 － 1.000
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2）道示式（ディープビーム考慮） 

  道示式でディープビーム効果を考慮した場合は、せん断スパン比に応じたせん断耐力を評価できて

いる。ただし、コンクリートの設計基準強度によらず、許容せん断応力度を 0.85N/mm2とすることか

ら、コンクリート強度の大きさを考慮できていない。 

表3.4.3 標準値と変動値の比 

 
 
 
 
  

図3.4.2 標準値と変動値の比 

 

 3）土木学会式 

土木学会式は、ディープビーム効果を考慮できていないため、せん断スパン比が異なってもせん

断耐力が同じ評価となる。また、軸力を考慮する項がないため、軸力に応じたせん断耐力の増加分

を考慮できていない。 

表3.4.4 標準値と変動値の比 

 
 
 
 
  

図3.4.3 標準値と変動値の比 

 

   

変更パラメータ，変動値 単位 平均値
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厚さ+20 mm 1.120

有効プレストレス量+2% N/mm2 1.000

有効プレストレス量-2% N/mm2 1.000

コンクリート強度+10% N/mm2 1.000

ＰＣ鋼材断面積+6% mm2 1.014

ＰＣ鋼材断面積-6% mm2 0.985

せん断補強鉄筋の降伏強度+20% N/mm2 1.045

せん断補強鉄筋径+0.4 mm 1.019

せん断補強鉄筋径-0.4 mm 0.982

せん断スパン比　0.5 － 1.303

せん断スパン比　1.5 － 0.815
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外径+2 mm 1.002
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厚さ+20 mm 1.021
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ＰＣ鋼材断面積+6% mm2 1.003

ＰＣ鋼材断面積-6% mm2 0.997

せん断補強鉄筋の降伏強度+20% N/mm2 1.172

せん断補強鉄筋径+0.4 mm 1.076

せん断補強鉄筋径-0.4 mm 0.927

せん断スパン比　0.5 － 1.000

せん断スパン比　1.5 － 1.000
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4）土木学会式（ディープビーム考慮） 

土木学会式でディープビーム効果を考慮した場合は、せん断スパン比に応じたせん断耐力を評価

できている。ただし、ディープビーム効果を考慮しない場合と同様に、軸力を考慮する項がないた

め、軸力に応じたせん断耐力の増加分を考慮できていない。また、せん断補強鉄筋については、降

伏強度ではなく面積比となっているため、せん断補強鉄筋の引張強度によるせん断耐力の増加分を

考慮できていない。 

表3.4.5 標準値と変動値の比 

 
 
 
 
  

図3.4.4 標準値と変動値の比 

 

5）COPITA 式 

  COPITA 式では、他の式に比べて変動値による影響（感度）が全ての項目でみられた。特にコンク

リートに関わる項の影響度合いは大きい結果となっている。これは、コンクリートが負担するせん断

耐力の項が、算出結果の値に対し占める割合が 75％程度となることから、影響度合いが大きい結果と

なったと推察される。 

表3.4.6 標準値と変動値の比 

 
 
 
 
  

図3.4.5 標準値と変動値の比 

 

  

変更パラメータ，変動値 単位 平均値

外径+2 mm 1.001

外径-2 mm 0.999

厚さ+20 mm 1.172

有効プレストレス量+2% N/mm2 1.000

有効プレストレス量-2% N/mm2 1.000

コンクリート強度+10% N/mm2 1.044

ＰＣ鋼材断面積+6% mm2 1.012

ＰＣ鋼材断面積-6% mm2 0.988

せん断補強鉄筋の降伏強度+20% N/mm2 1.000

せん断補強鉄筋径+0.4 mm 1.003

せん断補強鉄筋径-0.4 mm 0.997

せん断スパン比　0.5 － 1.445

せん断スパン比　1.5 － 0.735
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変更パラメータ，変動値 単位 平均値
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外径-2 mm 0.996
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有効プレストレス量+2% N/mm2 1.002

有効プレストレス量-2% N/mm2 0.998

コンクリート強度+10% N/mm2 1.056

ＰＣ鋼材断面積+6% mm2 1.009

ＰＣ鋼材断面積-6% mm2 0.990

せん断補強鉄筋の降伏強度+20% N/mm2 1.044

せん断補強鉄筋径+0.4 mm 1.019

せん断補強鉄筋径-0.4 mm 0.982

せん断スパン比　0.5 － 1.550

せん断スパン比　1.5 － 0.791
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３．４．２ 既往の試験結果および今回の試験結果と既往のせん断耐力推定式の推定精度の比較 

表3.4.7に計算に使用した杭の諸元を示す。ただし、表3.4.1にある PHC 杭の既往の試験は、普通鉄

線の引張試験結果がほとんどなく、また PHC 杭に用いられる普通鉄線 SWM-B は降伏強度がないため、

本比較においては除外した。 

既往の試験結果では計測結果がないパラメータが多数あったため、推定精度を求めるに当たり、計測

結果がないパラメータの設定条件を次に示す。 

①外径については、３．４．１にて影響は各せん断耐力推定式において 0.5％未満となったため、計測

結果がある場合はその結果を用い、計測結果がない場合は規格値とした。 

②厚さについては、収集したせん断試験データでの測定結果がおおよそ+10mm 程度だったため、計測

結果がない場合は規格値に+10mm した値を用いることとした。 

③コンクリート強度については、COPITA で実施された会員社への調査結果の統計量から、計測結果

がない場合は規格値を 1.1 倍した値を用いることとした。 

④スパイラル鉄筋の径については、製造会社へのヒアリングで、寸法許容は±0.1mm 以内と規定され

ていたため、３．４．１での結果に比べ影響が小さい（-0.1mm で 1％程度以下）と考えられること

から、公称断面積を用いることとした。 

⑤スパイラル鉄筋の降伏強度の記録、測定結果がない試験結果について 

・土木研究所資料第 4090 号より、鉄筋の統計量から異形鉄筋は規格値を 1.2 倍した値を用いること

とした。 

・COPITA で実施された調査結果から、降伏強度 490N/mm2および 785N/mm2の丸鋼のせん断補強

鉄筋は規格値を 1.2 倍した値、降伏強度 685N/mm2の丸鋼のせん断補強鉄筋は規格値を 1.1 倍した

値を用いることとした。 
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表3.4.7 既往および今回の試験での計算に用いた杭の諸元

杭種

有効プレスト
レス量

σce

配置直径 径 本数 断面積 径 本数 断面積 種類 断面積
ピッチ

s
有効長

－ (N/mm
2
) (mm) (mm) (本) (mm

2
) (mm) (本) (mm

2
) － (mm

2
) (mm) (mm) － －

－ 設計値 実測値 設計値 実測値 設計値 設計値 実測値 設計値 設計値 設計値 設計値 設計値 設計値 設計値 － 設計値 実測値 設計値 実測値 設計値 設計値 － － 設計値 実測値

1 No.1 JIS強化杭 600 602.3 90 107 8.00 85 92.4 510 9.0 24 1536.0 0 0 0 SD345 345 413 10 9.53 71.33 70 510 1.00 0.00799 2.76 3.30

2 No.2 JIS強化杭 600 600.0 90 107 8.00 85 112.9 510 9.0 24 1536.0 0 0 0 SD490 490 610 10 9.53 71.33 100 510 0.50 0.00559 2.74 3.41

3 No.3 JIS強化杭 600 600.7 90 101.3 8.00 85 116.2 510 9.0 24 1536.0 0 0 0 SD491 490 610 10 9.53 71.33 100 510 1.00 0.00559 2.74 3.41

4 No.4 JIS強化杭 600 600.5 90 94.8 8.00 85 113.0 510 9.0 24 1536.0 0 0 0 SD492 490 610 10 9.53 71.33 100 510 1.00 0.00559 2.74 3.41

5 No.5 JIS強化杭 600 601.1 90 103.1 8.00 85 100.6 510 9.0 24 1536.0 0 0 0 丸鋼490 490 554 6.5 6.48 33.18 50 510 1.00 0.0052 2.55 2.88

6 No.6 JIS強化杭 600 599.7 90 101.1 8.00 85 104.1 510 9.0 24 1536.0 0 0 0 丸鋼785 785 980 6 6.03 28.27 65 510 1.00 0.00341 2.68 3.34

7 No.7 JIS強化杭 1000 997.3 130 146 8.00 85 106.3 890 10.0 46 3611.0 0 0 0 SD490 490 610 10 9.53 71.33 60 890 1.00 0.00534 2.62 3.26

8 N1 CPRC杭 400 400 65 75 6.10 105 110.6 330 10.0 8 628.0 13 8 1013.6 丸鋼685 685 761 6.5 － 33.18 100 330 1.00 0.00402 2.75 3.06

9 N2 CPRC杭 600 600 90 102 5.80 85 94.9 520 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼685 685 764 6.5 － 33.18 65 520 1.00 0.00393 2.69 3.00

10 ① PRC杭 1100 1100 160 165 5.40 105 112.0 980 12.6 26 3250.0 19 13 3724.5 丸鋼490 490 613 8.5 － 56.75 45 980 1.00 0.00515 2.52 3.16

11 ① PRC杭 1200 1200 190 192 5.00 105 115.0 1080 12.6 30 3750.0 35 30 28698 丸鋼785 785 1000 7.5 － 44.18 40 1080 1.00 0.00409 3.21 4.09

12 ① PRC杭 1000 1000 150 150 4.80 105 120.0 880 11.2 24 2400.0 19 24 6876 丸鋼785 785 1030 7.5 － 44.18 40 880 1.00 0.00502 3.94 5.17

13 ① PRC杭 1000 1000 130 135 5.40 105 114.0 880 11.2 24 2400.0 19 24 6876 丸鋼490 490 615 8.5 － 56.75 50 880 1.00 0.00516 2.53 3.17

14 ② CPRC杭 600 600 90 102 5.80 105 115.2 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 SD345 345 414 10 － 71.33 75 510 1.00 0.00746 2.57 3.09

15 ② CPRC杭 600 600 90 106 5.80 105 118.7 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼490 490 588 6.5 － 33.18 50 510 1.00 0.0052 2.55 3.06

16 ② CPRC杭 600 600 90 90 5.80 105 116.8 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼785 785 981 6 － 28.27 65 510 1.00 0.00341 2.68 3.35

17 ③ CPRC杭 600 600 90 96.3 5.80 105 115.5 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼490 490 618 6.5 － 33.18 50 510 1.00 0.0052 2.55 3.22

18 ④ CPRC杭 600 600 90 99 5.80 105 119.0 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼490 490 608 6.5 － 33.18 50 510 1.00 0.0052 2.55 3.16

19 ⑤ CPRC杭 600 600 90 90 5.80 105 120.2 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼490 490 588 6.5 － 33.18 50 510 1.00 0.0052 2.55 3.06

20 ⑤ CPRC杭 600 600 90 93 5.80 105 110.1 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼490 490 588 6.5 － 33.18 50 510 1.00 0.0052 2.55 3.06

21 ⑥ CPRC杭 600 600 90 99 5.80 85 95.3 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼490 490 575 6.5 － 33.18 50 510 1.00 0.0052 2.55 2.99

22 1 CPRC杭 300 300 60 66 6.10 85 115.4 240 10.0 6 471.0 22 6 2322.6 丸鋼490 490 678 5.5 － 23.76 65 240 2.21 0.00609 2.99 4.13

23 2 CPRC杭 300 300 60 63.5 6.10 85 115.4 240 10.0 6 471.0 22 6 2322.6 丸鋼490 490 678 5.5 － 23.76 65 240 1.91 0.00609 2.99 4.13

24 3 CPRC杭 300 300 60 63 6.10 85 115.4 240 10.0 6 471.0 22 6 2322.6 丸鋼490 490 678 5.5 － 23.76 65 240 1.67 0.00609 2.99 4.13

25 4 CPRC杭 700 700 100 107.8 5.00 85 102.8 610 11.2 16 1600.0 29 16 10278.4 丸鋼685 685 712 6.5 － 33.18 55 610 1.94 0.00396 2.71 2.82

26 5 CPRC杭 700 700 100 105.3 5.00 85 102.6 610 11.2 16 1600.0 29 16 10278.4 丸鋼685 685 712 6.5 － 33.18 55 610 1.63 0.00396 2.71 2.82

27 6 CPRC杭 700 700 100 104.9 5.00 85 102.6 610 11.2 16 1600.0 29 16 10278.4 丸鋼685 685 712 6.5 － 33.18 55 610 1.42 0.00396 2.71 2.82

28 7 CPRC杭 700 700 100 105.8 5.00 85 102.8 610 11.2 16 1600.0 29 16 10278.4 丸鋼685 685 712 6.5 － 33.18 55 610 3.60 0.00396 2.71 2.82

30 9 JIS強化杭 300 300 60 70 4.00 80 81.3 240 7.0 16 615.7 0 0 0 SD295 295 481.41 6 － 31.67 50 240 2.00 0.01056 3.11 5.08

32 5 JIS強化杭 300 300 60 70 8.00 80 81.3 240 7.0 16 615.7 0 0 0 SD295 295 481.41 6 － 31.67 50 240 1.50 0.01056 3.11 5.08

34 6 JIS強化杭 300 300 60 70 8.00 80 81.3 240 7.0 16 615.7 0 0 0 SD295 295 481.41 6 － 31.67 50 240 1.00 0.01056 3.11 5.08

35 15 CPRC杭 600 600 90 100 6.09 85 93.5 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼490 490 588 6.5 － 33.18 50 510 1.00 0.0052 2.55 3.06

36 16 CPRC杭 600 600 90 100 6.09 85 93.5 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼490 490 588 6.5 － 33.18 50 510 1.00 0.0052 2.55 3.06

37 19 CPRC杭 600 600 90 100 6.09 85 93.5 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼490 490 588 6.5 － 33.18 50 510 1.50 0.0052 2.55 3.06

38 20 CPRC杭 600 600 90 100 6.09 85 93.5 510 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼490 490 588 6.5 － 33.18 50 510 1.50 0.0052 2.55 3.06

39 29 CPRC杭 600 600 90 100 6.09 85 93.5 510 10.0 16 1256.0 22 16 6193.6 丸鋼490 490 588 6.5 － 33.18 50 510 1.50 0.0052 2.55 3.06

40 30 CPRC杭 600 600 90 100 6.09 85 93.5 510 10.0 16 1256.0 22 16 6193.6 丸鋼490 490 588 6.5 － 33.18 50 510 1.75 0.0052 2.55 3.06

41 1 CPRC杭 800 800 110 120 4.60 85 92.6 700 11.2 18 1800.0 29 18 11563.2 丸鋼685 685 691 8.5 － 56.75 85 700 1.00 0.00382 2.61 2.64

42 2 CPRC杭 800 800 110 120 4.60 85 92.6 700 11.2 18 1800.0 29 18 11563.2 丸鋼685 685 691 8.5 － 56.75 85 700 1.00 0.00382 2.61 2.64

43 4-a CPRC杭 800 799.8 110 116 4.60 105 118.9 708 11.2 18 1800.0 22 18 6967.8 丸鋼785 785 975 7 － 38.48 65 708 1.00 0.00335 2.63 3.26

69 1 CPRC杭 600 601.5 90 99.6 5.80 85 94.2 520 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼785 785 1111 6 5.98 28.09 65 520 1.00 0.00332 2.61 3.69

70 2-1 CPRC杭 600 601.3 90 106 5.80 105 114.2 520 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼785 785 1004 6 5.99 28.18 65 520 1.00 0.00333 2.62 3.35

71 2-2 CPRC杭 600 602 90 102 5.80 105 117.5 520 10.0 16 1256.0 13 16 2027.2 丸鋼785 785 937 6 5.95 27.81 65 520 1.00 0.00329 2.58 3.08
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表3.4.8に実測せん断耐力と各せん断耐力式での推定値の値、図3.4.6に実測せん断耐力と各せん断

耐力式の推定値の関係を示す。また、表3.4.9に各せん断耐力式における推定比の統計量を示す。 

 

表3.4.8 実測せん断耐力と各せん断耐力式での推定値一覧 

整理 
番号 

杭径 
(mm) 

実測せん断 
耐力(kN) 

道示式 
道示式 

(ﾃﾞｨｰﾌﾟﾋﾞｰﾑ考慮) 
土木学会 

土木学会 
(ﾃﾞｨｰﾌﾟﾋﾞｰﾑ考慮) 

COPITA式 

推定値 実測/推定 推定値 実測/推定 推定値 実測/推定 推定値 実測/推定 推定値 実測/推定 
1 600 905.0 502 1.802 699 1.294 447 2.023 525 1.725 967 0.936 
2 600 1883.0 353 5.334 921 2.045 470 4.010 847 2.223 1718 1.096 
3 600 1143.0 507 2.253 677 1.688 468 2.444 553 2.066 1094 1.044 
4 600 1001.0 501 1.997 653 1.532 465 2.152 519 1.930 1054 0.950 
5 600 891.0 452 1.973 664 1.343 391 2.281 524 1.701 976 0.913 
6 600 899.0 499 1.800 675 1.332 376 2.392 519 1.733 1017 0.884 
7 1000 2372.0 1326 1.789 1475 1.608 1220 1.944 1146 2.070 2669 0.889 
8 400 486.0 228 2.136 394 1.232 203 2.389 342 1.420 544 0.894 
9 600 1055.0 498 2.119 769 1.371 435 2.428 597 1.768 1046 1.009 
10 1100 2746.0 1597 1.719 1890 1.453 1449 1.896 1564 1.756 3506 0.783 
11 1200 4471.0 2423 1.845 2648 1.688 1923 2.325 2756 1.622 5762 0.776 
12 1000 2785.0 1987 1.402 1966 1.417 1489 1.871 1520 1.832 3634 0.766 
13 1000 2390.0 1315 1.818 1588 1.505 1206 1.982 1378 1.734 3059 0.781 
14 600 1012.3 497 2.037 765 1.323 438 2.312 660 1.535 1188 0.852 
15 600 937.7 498 1.882 781 1.201 429 2.186 682 1.375 1224 0.766 
16 600 950.7 510 1.863 717 1.326 387 2.457 595 1.598 1167 0.814 
17 600 958.1 505 1.897 747 1.283 442 2.167 628 1.527 1177 0.814 
18 600 1090.0 502 2.170 756 1.442 437 2.492 649 1.678 1208 0.902 
19 600 960.0 479 2.004 704 1.363 421 2.281 609 1.577 1171 0.820 
20 600 978.0 484 2.020 725 1.349 422 2.315 598 1.634 1117 0.875 
21 600 921.0 484 1.904 749 1.229 418 2.205 586 1.572 1035 0.890 
22 300 296.0 159 1.862 167 1.778 156 1.897 138 2.149 262 1.132 
23 300 331.0 157 2.111 170 1.945 155 2.135 161 2.052 286 1.156 
24 300 350.0 156 2.238 180 1.945 155 2.260 188 1.861 313 1.117 
25 700 1192.0 618 1.930 642 1.857 583 2.043 532 2.241 1074 1.110 
26 700 1225.0 613 1.998 670 1.829 582 2.107 634 1.931 1195 1.025 
27 700 1393.0 613 2.274 713 1.954 581 2.397 728 1.914 1311 1.063 
28 700 789.0 614 1.285 614 1.285 582 1.356 247 3.190 739 1.068 
30 300 202.0 176 1.150 179 1.131 165 1.225 101 1.996 193 1.049 
32 300 245.2 180 1.360 206 1.192 165 1.486 138 1.782 240 1.023 
34 300 379.5 180 2.105 261 1.456 165 2.301 194 1.955 302 1.259 
35 600 870.8 493 1.766 761 1.144 426 2.044 585 1.489 1034 0.842 
36 600 971.8 493 1.970 761 1.277 426 2.281 585 1.661 1034 0.940 
37 600 667.8 493 1.354 587 1.137 426 1.568 415 1.609 798 0.837 
38 600 696.3 493 1.412 587 1.186 426 1.635 415 1.678 798 0.873 
39 600 884.6 490 1.807 578 1.529 449 1.970 518 1.707 907 0.976 
40 600 861.0 490 1.758 537 1.604 449 1.917 442 1.948 821 1.048 
41 800 1722.0 757 2.275 1092 1.577 719 2.394 1129 1.525 1966 0.876 
42 800 1707.0 757 2.255 1092 1.564 719 2.373 1129 1.512 1966 0.868 
43 800 1867.0 893 2.090 1138 1.641 708 2.639 1095 1.705 2209 0.845 
69 600 924.0 574 1.609 791 1.167 393 2.351 582 1.586 1081 0.854 
70 600 1078.0 542 1.989 802 1.344 397 2.715 667 1.616 1218 0.885 
71 600 984.0 508 1.937 773 1.272 391 2.516 657 1.497 1212 0.812 
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（ⅰ）道示式         （ⅱ）道示式（ディープビーム考慮） 

 

  
（ⅲ）土木学会式               （ⅳ）土木学会式（ディープビーム考慮） 

 

 
（ⅴ）COPITA 式 

図3.4.6 実測値と各せん断耐力式における推定値の関係 
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表3.4.9 各種推定式における推定比の統計量 

 道示式 
道示式 

（ﾃﾞｨｰﾌﾟﾋﾞｰﾑ考慮）  
土木学会式 

土木学会式 
（ﾃﾞｨｰﾌﾟﾋﾞｰﾑ考慮）  

COPITA 式 

平均値 1.96 1.46 2.19 1.78 0.93 

標準偏差 0.60 0.25 0.43 0.31 0.12 

変動係数 0.30 0.17 0.20 0.17 0.13 

 

 

道示式および土木学会式は表3.4.9に示されるように推定値に対し実測値は約 2 倍と大きく、安全側

となっている。また、ディープビームを考慮した式では、考慮しない場合と比べて平均値が小さくなり、

推定値が実測値に近づき、変動係数が小さくばらつきが少なくなっているが、推定値に対し実測値は 1.46、

1.78 と大きい。COPITA 式では、推定値に対し実測値は 0.93 と推定値が大きい評価となっている。ただ

し、標準偏差、変動係数は他の式と比べ最も小さい値となっている。なお、COPITA において、CPRC

杭でのせん断耐力では低減係数 0.8 を用いている。これより、建築分野で用いられる CPRC 杭のせん断

耐力の評価は、安全側で精度がよいと考えられる。 
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３．５ 道路橋基礎に用いるせん断耐力推定式の検討 

３．５．１ 既往のせん断耐力推定式の推定精度の分析 

 実測値において、各せん断耐力式で影響が大きいであろうパラメータと、その傾向を分析するため、

縦軸に推定比（実測値/推定値）、横軸に次のパラメータを取り、グラフ化した。 

 ①杭径 

 ②スパイラル鉄筋の降伏強度 

 ③スパイラル鉄筋の体積比 

 ④スパイラル鉄筋の鉄筋量 

 ⑤杭体のコンクリート強度 

 ⑥せん断スパン比 

 また、上記の分布において、次に示す項目で差異などがあるかを表記することとした。 

 ①杭種 

 ②スパイラル鉄筋の種類 

 ③載荷試験方法 

 ④せん断スパン比 

 ⑤杭径 

表3.5.1～表3.5.5に各せん断耐力式での結果を示す。 

道示式および土木学会式、ディープビームを考慮した場合は、下限を狙った式となっている。 

COPITA 式は平均値を狙った式で、推定比 1.0±0.3 程度の範囲でばらつきが収まっている。ただし、

杭径が小さい場合は推定比が大きく、杭径が大きい場合は推定比が小さくなっていることから、寸法効

果の影響を考慮しきれていないことがわかる。 
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表 3.5.1 道示式における推定精度確認結果 
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表 3.5.2 道示式（ディープビーム考慮）における推定精度確認結果 
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表 3.5.3 土木学会式における推定精度確認結果 
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表 3.5.4 土木学会式（ディープビーム考慮）における推定精度確認結果 
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表 3.5.5 COPITA 式における推定精度確認結果 
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３．５．２ せん断耐力推定式の提案 

PHC 杭は、円形で中空の円環断面である。PHC 杭の軸方向鉄筋である PC 鋼棒は壁厚の中心付近に円

周方向へ均等に配置され、スパイラル鉄筋またはせん断補強鉄筋はスパイラル状で全長にわたって配筋

されていることから、PHC 杭は断面において鉄筋による偏りはなく長さ方向においても一様である。な

お、JIS 強化杭では鉄筋量 ρs・σy＝2.45 以上となるようにせん断補強鉄筋が配置されている。 

 
図3.5.1 PHC杭の構造概要 

 

このように、PHC 杭のせん断耐力を精度よく評価するには、円環断面で断面円周方向および軸方向の

鉄筋が一様であることを考慮した式である必要がある。また、ディープビームの効果を考慮する場合、

せん断スパンを考慮した式である必要がある。 

道示式と土木学会式は、矩形断面での梁モデルで、引張が作用する場所に主筋を多く配置した試験体

での結果を基に式が作られている。主筋が均等に配置された柱では、検証実験が行われ、式の適用性が

確認されている。ただし、中空断面でのせん断耐力式は知見が少ない。また、ディープビームの効果を

過小に評価する傾向にある。 

COPITA式は、PRC杭とPHC杭のせん断耐力を評価する式として報告されている 2)。COPITA式では、

道示式や土木学会式と同様に円環断面を矩形換算しているが、杭径に対する壁厚の厚さを考慮した補正

係数を設けている。また、コンクリートが負担するせん断耐力を求める項にせん断スパン比が含まれて

いる。加えて、軸力によるせん断耐力の増加分を求める項の検証も行われている。さらに、3.4.2 で示

したように、道示式と土木学会式に比べ、COPITA 式は実測値に対する推定値の精度がよい。 

よって、PHC 杭のせん断耐力を精度よく評価する既往のせん断耐力式はCOPITA 式と考えられる。た

だし、3.5.1で杭径が小さい場合は推定比が大きく、杭径が大きい場合は推定比が小さくなっているこ

とから、寸法効果の影響を考慮しきれていない。 

COPITA 式における寸法効果の項はコンクリートが負担するせん断耐力を求める項に含まれ、断面寸

法による補正係数 ku として与えられている。これは、荒川式 5)であり、建築での「鉄筋コンクリート構

造計算基準・同解説」にも示され、ku は有効高さが 400mm 以上の場合は一定とされている。ただし、

荒川式では 500mm までの矩形 RC 梁での実験による検証、COPITA 式では杭径 300mm～1200mm に対

し杭径 300mm の縮小モデルでの実験による検証となっているため、実物大での検証は行われていない

といえる。 

そこで、断面寸法による補正係数 ku を式で求めることとし、以下に検討結果を示す。 
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1）断面寸法による補正係数 ku の式 

断面寸法による補正係数 ku を求める式は、土木学会での報告 6)7)を参考に次式とし、乗数 n と係数α

を検討することとした。 

 ݇௨ ൌ ටቀ
ఈ

ௗ
ቁ


  ……（3.5.1） 

ここで、 

d：有効高さ（mm）݀ ൌ ܦ െ ݐ 2⁄  

  D：杭径（mm） 

 t：壁厚（mm） 

 

次のような条件を設け、提案する ku を求める式を検討することとした。 

① ：土木学会での報告 6)7)を参考に n＝4 とし、荒川式 5)の報告において d＝160mm で ku＝1.00、d＝

400mm 以上で ku＝0.72 一定になることに着目して d＝160mm で ku＝1.00、d＝400mmで ku＝0.72

となる α を設定した場合。 

 ݇௨ ൌ ටቀ
ଵହ

ௗ
ቁ

ర
  ……（3.5.2） 

② ：道示における寸法効果の報告 8)を参考に n＝3 とし、①と同様な α を設定した場合。 

 ݇௨ ൌ ටቀ
ଵ

ௗ
ቁ

య
  ……（3.5.3） 

 ③：既往および今回の試験結果から、COPITA 式が正しいと仮定して ku を逆算した結果を基に n と α

を設定した場合。なお、表3.4.7における試験結果の中で、せん断補強鉄筋の降伏強度が不明の

データについては除外して n と α を設定している。 

 ݇௨ ൌ ටቀ
ଶଶ

ௗ
ቁ

మ.యఱ
  ……（3.5.4） 

図3.5.2に既往の断面寸法による補正係数 ku と式（3.5.2）～（3.5.4）の関係を示す。また、試験結果

からCOPITA式での推定値におけるせん断補強鉄筋の負担分τ2と軸力負担分τ3を差引いたコンクリー

ト負担分τ1の値から逆算して求めた ku を合わせて示す。 

 

図3.5.2 既往の断面寸法による補正係数kuと式(3.5.2),(3.5.3),(3.5.4)の関係 
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2）推定精度の比較 

COPITA 式において、現行の ku を用いた場合と ku を求める式（3.5.2）～（3.5.4）を用いた場合で、

既往の試験結果と今回の試験結果を用いた推定精度の比較を行う。 

図3.5.3に実測せん断耐力と各せん断耐力式の推定値の関係を示す。表3.5.6に各せん断耐力式にお

ける推定比の統計量を示す。また、3.5.1での推定精度の分析を式（3.5.2）～（3.5.4）においても行い、

表3.5.7～表3.5.9に結果を示す。 

  
（ⅰ）COPITA 式                  （ⅱ）式（3.5.2） 

  
（ⅲ）式（3.5.3）               （ⅳ）式（3.5.4） 

図3.5.3 実測値と各せん断耐力式における推定値の関係 

 

表3.5.6 各種推定式における推定比の統計量 

 COPITA 式 式（3.5.2） 式（3.5.3） 式（3.5.4） 

平均値 0.93 1.00 1.00 0.98 

標準偏差 0.12 0.11 0.11 0.10 

変動係数 0.13 0.11 0.11 0.10 
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表 3.5.7 式(3.5.2)を用いた COPITA 式における推定精度確認結果 

 

杭体のコンクリート強度 せん断スパン比杭径 スパイラル鉄筋の降伏強度 スパイラル鉄筋の体積比 スパイラル鉄筋の鉄筋量

杭
種

ス
パ
イ
ラ
ル
鉄
筋
の
種
類

載
荷
試
験
方
法

せ
ん
断
ス
パ
ン
比

杭
径

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 200 400 600 800 1000 1200

推
定
比

（
実

測
値
/推

定
値

）
杭径(mm)

JIS強化杭

CPRC杭・PRC杭

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 200 400 600 800 1000 1200

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値

）

杭径(mm)

異形棒鋼

丸鋼

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 200 400 600 800 1000 1200

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値

）

杭径(mm)

張出はり形式

単純はり形式

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 200 400 600 800 1000 1200

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値
）

杭径(mm)

せん断スパン比1.0

せん断スパン比0.5

せん断スパン比‐その他

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 200 400 600 800 1000 1200

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値
）

スパイラル鉄筋の降伏強度(N/mm2)

JIS強化杭

CPRC杭・PRC杭

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 200 400 600 800 1000 1200

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値

）
スパイラル鉄筋の降伏強度（N/mm2）

異形棒鋼

丸鋼

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 200 400 600 800 1000 1200

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値

）

スパイラル鉄筋の降伏強度（N/mm2）

張出はり形式

単純はり形式

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 200 400 600 800 1000 1200

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値
）

スパイラル鉄筋の降伏強度(N/mm2)

せん断スパン比1.0

せん断スパン比0.5

せん断スパン比‐その他

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00.E+00 5.00.E‐03 1.00.E‐02

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値
）

スパイラル鉄筋の体積比

JIS強化杭

CPRC杭・PRC杭

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00.E+00 5.00.E‐03 1.00.E‐02

推
定
比

（
実

測
値
/推

定
値

）

スパイラル鉄筋の体積比

異形棒鋼

丸鋼

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00.E+00 5.00.E‐03 1.00.E‐02

推
定
比

（
実

測
値
/推

定
値

）
スパイラル鉄筋の体積比

張出はり形式

単純はり形式

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00.E+00 5.00.E‐03 1.00.E‐02

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値
）

スパイラル鉄筋の体積比

せん断スパン比1.0

せん断スパン比0.5

せん断スパン比‐その他

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値
）

スパイラル鉄筋の鉄筋量（ρs･σy）

JIS強化杭

CPRC杭・PRC杭

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値
）

スパイラル鉄筋の鉄筋量（ρs･σy）

異形棒鋼

丸鋼

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値
）

スパイラル鉄筋の鉄筋量（ρs･σy）

張出はり形式

単純はり形式

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値
）

スパイラル鉄筋の鉄筋量（ρs・σy）

せん断スパン比1.0

せん断スパン比0.5

せん断スパン比‐その他

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 50 100 150

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値

）

杭体のコンクリート強度(N/mm2)

JIS強化杭

CPRC杭・PRC杭

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 50 100 150

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値
）

杭体のコンクリート強度(N/mm2)

異形棒鋼

丸鋼

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 50 100 150

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値
）

杭体のコンクリート強度(N/mm2)

張出はり形式

単純はり形式

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 50 100 150

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値

）

杭体のコンクリート強度(N/mm2)

せん断スパン比1.0

せん断スパン比0.5

せん断スパン比‐その他

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00

推
定
比

（
実

測
値
/推

定
値

）

せん断スパン比

JIS強化杭

CPRC杭・PRC杭

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00

推
定
比

（
実

測
値
/推

定
値

）

せん断スパン比

異形棒鋼

丸鋼

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00

推
定

比
（
実
測

値
/推

定
値
）

せん断スパン比

張出はり形式

単純はり形式

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00

推
定
比

（
実

測
値
/推

定
値

）

せん断スパン比

せん断スパン比1.0

せん断スパン比0.5

せん断スパン比‐その他

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 200 400 600 800 1000 1200

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値

）

杭径(mm)

φ300 φ400

φ600 φ700

φ800 φ1000

φ1100 φ1200

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 200 400 600 800 1000 1200

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値

）

スパイラル鉄筋の降伏強度(N/mm2)

φ300 φ400

φ600 φ700

φ800 φ1000

φ1100 φ1200

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00.E+00 5.00.E‐03 1.00.E‐02

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値

）

スパイラル鉄筋の体積比

φ300 φ400

φ600 φ700

φ800 φ1000

φ1100 φ1200

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値

）

スパイラル鉄筋の鉄筋量(ρs･σy)

φ300 φ400

φ600 φ700

φ800 φ1000

φ1100 φ1200

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0 50 100 150

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値

）

杭体のコンクリート強度(N/mm2)

φ300 φ400

φ600 φ700

φ800 φ1000

φ1100 φ1200

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00

推
定

比
（
実

測
値
/推

定
値

）

せん断スパン比

φ300 φ400

φ600 φ700

φ800 φ1000

φ1100 φ1200



 66

表 3.5.8 式(3.5.3)を用いた COPITA 式における推定精度確認結果 
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表 3.5.9 式(3.5.4)を用いた COPITA 式における推定精度確認結果
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3）まとめ：推定式の提案 

COPITA 式において、現行の ku を用いた場合と比較し、式（3.5.2）および式（3.5.3）での推定精度は、

平均値が 1.00、変動係数が 0.11 と同じ結果となり、向上した。また、式（3.5.4）での推定精度は、平均

値が 0.98、変動係数が 0.10 と向上したが、平均値が 1 を下回り、推定値が大きくなる結果となった。表

3.5.7～表 3.5.9 の杭径では、杭径が大きい場合の推定精度が 1.00 に近づき、改善されていることが分

かる。 

式（3.5.2）、式（3.5.3）、式（3.5.4）のいずれにおいても、推定精度の改善が見られ、どの ku の式で

も精度よく推定が可能である。 

ここで、提案する式として、条件③の試験結果から求めた ku に基づく式（3.5.4）の乗数 n＝2.35 に近

い乗数は、条件②の式（3.5.3）の乗数 n＝3 であったこと、COPITA 式におけるコンクリートが負担する

せん断耐力の項は荒川式に基づいていること、道示における寸法効果の報告 7）で、寸法効果は有効高さ

の-1/3 乗程度となることなど、総合的に考慮し、式（3.5.3）がよいと考えられる。なお、今後、式（3.5.3）

を用いたCOPITA 式を、修正COPITA 式という。 

ただし、修正COPITA 式を JIS 強化杭ではなく、一般的な PHC 杭に適用する場合は、PHC 杭のスパ

イラル鉄筋は普通鉄線 SWM-B で降伏強度が明確ではないこと、鉄筋量が少ないことなどから、せん断

補強鉄筋が負担するせん断耐力を求める項を 0 として安全側に算出する方法が考えられる（参考資料 1

参照）。今後、実験データの蓄積が望まれる。 
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３．５．３ せん断耐力推定式の修正COPITA式を用いた設計について 

1）概要 

 修正COPITA 式を設計で適用するにあたって、せん断スパンの求め方やせん断スパン比の適用範囲等

課題として考えられる。そこで、これらの課題に対する考え方や設計時の考え方を提案する。 

  

2）梁の一般的な性質 

荷重の強度（分布荷重）q(x)、せん断力 Q(x)、曲げモーメント M(x)の一般的な関係として、梁の微小

区間である座標 x からｘ+Δx までの部分に作用する力のつり合いを図3.5.4に示す。 

 

図3.5.4 梁の微小区間に作用する力のつり合い 

 

Δx → 0 とすると、Q(ݔ) ൌ
dM(x)

dx
 または M(ݔ) ൌ  。dxとなり、次のような関係となる(ݔ)Q

  ・せん断力を x で積分すると曲げモーメントとなる。（面積） 

  ・曲げモーメントを x で微分するとせん断力となる。（傾き） 

M(x)は、
dM(x)

dx
ൌ Q(ݔ) ൌ 0 のとき、傾きが 0 となるため、極値（頂点）となる。なお、Q(x)はQ(x)＝0

を境に符号が逆転する。これより、M(x)が極値（頂点）となった位置を境にQ(x)の符号が逆転する。た

だし、微小変形の仮定は、荷重と反力、せん断力、曲げモーメント等の関係が線形となることが前提で

ある。 

 

3）せん断スパン算出のための杭のモデル化 

杭は杭頭部に鉛直方向力（軸力）、モーメント、水平方向力、地中部では水平方向の地盤ばねからの

反力（分布荷重）を受ける。ここで、PHC 杭は、杭断面において鉄筋による偏りはなく、杭軸方向にお

いても継手間の各杭体では一様であることから、一様断面の梁モデルとして考える。よって、外力作用

方向に対して杭体における曲げ、せん断の抵抗は変わらない。 

せん断スパンは一般的には杭頭部におけるQ，M を用い、M/Q として求める。しかし、深度方向に対

してせん断スパンを算出する場合にはQ，M は深度方向に応じて変化するため、どの深度での値を適用

するべきか明確になっていない。また，せん断スパンを杭頭部に作用する鉛直方向力（軸力）、モーメ

ント、水平方向力、地中部での分布荷重を用いた関数で表現することは困難である。このため、現行設

ΔxQ(x)

M(x) M(x+Δx)

Q(x+Δx)

x x+Δx

q(x)

q(x+Δx)
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計での計算により求められた杭体のモーメント図（以下、M 図という。）を用いてせん断スパンを求め

ることとする。このとき、軸方向押込み力および杭頭モーメントにより求めた杭体各部のM 図において、

杭体は杭頭からM=0 の区間およびM=0 からM=0 の区間を梁と仮定した連続梁する。 

M=0 となる位置では、その位置を境に曲げモーメントの符号が逆転する（反曲点）。また、M が頂点

となる位置では、その位置を境にせん断力の符号は逆転する。よって、せん断スパンはM=0 となる位置

からM が頂点となる位置（せん断力の符号が変化する位置）までの距離とすればよいと考えられる。た

だし、杭頭では杭頭からM の頂点またはM=0 のいずれか近い位置までの距離、次以降はM の頂点から

M=0 となる位置までの距離をせん断スパンとする。図3.5.5にせん断スパンの考え方の例を示す。 

 

 

(ⅰ) 杭頭固定（杭頭曲げモーメントが卓越する場合） 

 

(ⅱ) 杭頭固定（地中部曲げモーメントが卓越する場合） 

図3.5.5 PHC杭におけるせん断スパンの考え方の例 

 

修正 COPITA 式におけるせん断スパン比 a/d は、せん断スパン a と杭の有効高さ d の比で表される。

図3.5.6に各せん断スパンにおけるせん断スパン比の例を示す。このように、杭軸方向の PHC 杭の組合

せを考慮すると、PHC 杭の種類（A 種，B 種，C 種）が変化するところ（継手箇所）で区切ってせん断

耐力を求める必要がある。 

図3.5.7に断面位置での Q，M より求めたせん断スパン比（M/Qd）と今回提案した M 図により求め

たせん断スパン比の比較を示す。せん断力の照査でクリティカルとなる（せん断力が最大となる）区間

a1で、M 図により求めたせん断スパン比（黒線）は断面位置でのQ，M より求めたせん断スパン比（赤

線）よりも大きい値となり、修正COPITA 式より算出されるせん断耐力は小さくなる。このことから今

回提案したM 図により求めたせん断スパン比は安全側にせん断耐力を評価することが分かった。 
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図3.5.6 各せん断スパンにおけるせん断スパン比の例 

 

 

 

 

備考：赤色の点線は曲げモーメントが 0 の位置を示し、青色の点線はせん断力が 0 の位置を示す。 

図3.5.7 求め方の違いによるせん断スパン比の比較 
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4）せん断スパン比の適用範囲 

PHC 杭は、設計を通じて鉄筋量を定める場所打ち杭と異なり規格品であるため、杭種毎（A 種／B 種

／C 種／JIS 強化杭／JIS 杭）に鋼材量が決まっている。このため、曲げ耐力とせん断耐力の関係も杭種

毎に定まっており、あるせん断スパン比を超えると、曲げ破壊しか生じないこととなる。 

せん断耐力式の推定に用いたせん断スパン比は、表3.4.7に示すように JIS 強化杭の他に CPRC 杭、

PRC 杭のせん断載荷試験結果から、0.5～3.6 である。せん断スパン比が 3.6 の試験は、PHC 杭よりも曲

げ耐力を向上させた CPRC 杭のデータであり、曲げ破壊が先行することが確認されている。CPRC 杭の

試験においては、せん断スパン比が 2.0 以上でもせん断破壊となった試験結果も含まれている。修正

COPITA 式の推定精度はせん断スパン比 0.5～3.6 の範囲のデータで確認している。 

せん断破壊と曲げ破壊の境目を検討するために、JIS 強化杭の場合について、表 3.4.1 の構造仕様を

用いて、修正COPITA 式で求めたせん断耐力と JIS A 5373 に記載されている杭体の破壊曲げモーメント

より求めたせん断力が同じ値となるせん断スパン比を表3.5.10に示す。軸力の条件として、軸力がない

場合、軸力が死荷重程度の場合、軸力が許容応力度最大の場合で検討している。図 3.5.8に示すように

設計上の杭体の耐力から見たせん断破壊と曲げ破壊の境目となるせん断スパン比の最大値は 2.00（軸力

が許容応力度最大の場合でφ700C 種、φ900C 種）であった。また、JIS 杭の場合についても同様の方法

で求めたせん断スパン比を表 3.5.11 に示す。なお、修正 COPITA 式ではせん断補強鉄筋が負担するせ

ん断耐力を求める項をτ2＝0 として算出する。図3.5.9に示すように設計上の杭体の耐力から見たせん

断破壊と曲げ破壊の境目となるせん断スパン比の最大値は 4.74（軸力がない場合でφ1000C 種）であっ

た。JIS 杭の場合に修正 COPITA 式で確認したせん断スパン比 0.5～3.6 の範囲を超えるせん断スパン比

となった。これはせん断補強鉄筋が負担するせん断耐力を求める項を考慮できていないためと考えられ

る。 

そこで、せん断破壊と曲げ破壊の境目を既往のせん断試験結果 9)10)11)から検討することとした。既往の

せん断試験結果より得られた JIS 強化杭、PRC 杭、JIS 杭での杭の破壊形態とせん断スパン比の関係を図

3.5.10、図 3.5.11、図 3.5.12 に示す。既往のせん断試験では杭の破壊形態が把握できるようにせん断

スパン比（1～3 程度）を変化させた試験を行っている。各々の試験結果より、JIS 強化杭、PRC 杭では

1.5 より大きくなる場合に、JIS 杭では 2.5 より大きくなる場合には曲げ破壊となることが確認されてい

る。 

以上のことから、修正 COPITA 式のせん断スパン比の適用範囲より小さい 0.5 未満となる場合は 0.5

とし、JIS 強化杭では 1.5 より大きくなる場合で、JIS 杭では 2.5 より大きくなる場合は曲げ破壊となるこ

とからせん断力に対する照査は不要と考えられるが，一律に照査を行うという観点から永続作用支配状

況及び変動作用支配状況では，せん断耐力を下限値に評価するせん断スパン比（JIS 強化杭：1.5，JIS 杭：

2.5）を用いて照査する。なお，レベル 2 地震動の影響を考慮する設計状況では，永続作用支配状況及び

変動作用支配状況と設計計算上の仮定が一部異なり，杭基礎全体としてせん断力に対する照査を行う。

また杭列ごとに杭体に発生する曲げモーメント分布が変化するため，せん断スパンの扱いが十分に明確

になっていない。そこで，せん断耐力を下限値に評価するせん断スパン比を一律に用いて照査すること

とした（JIS 強化杭：1.5，JIS 杭：2.5）。 
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表3.5.10 杭種および杭径におけるせん断耐力と曲げ耐力の関係（JIS強化杭）

 

注 1）Qu：修正COPITA 式により求めたせん断耐力（kN） 
注 2）Q’：M/Q＝a より、Mu / a = Q’として求めたせん断力（kN） 
注 3）Mu：杭体破壊曲げモーメント（kN･m） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図3.5.8 せん断破壊と曲げ破壊の境目となるせん断スパン比（JIS強化杭） 

－ (mm) 種別 (N/mm
2
) a  せん断スパン比 a  せん断スパン比 a  せん断スパン比

JIS強化杭 300 A 4 0.11 0.39 0.18 0.67 0.49 1.82
JIS強化杭 300 B 8 0.31 1.16 0.37 1.37 0.50 1.83
JIS強化杭 300 C 10 0.46 1.69 0.49 1.80 0.51 1.88
JIS強化杭 350 A 4 0.11 0.36 0.20 0.62 0.55 1.72
JIS強化杭 350 B 8 0.33 1.04 0.40 1.25 0.56 1.74
JIS強化杭 350 C 10 0.46 1.44 0.51 1.58 0.57 1.79
JIS強化杭 400 A 4 0.18 0.50 0.29 0.78 0.64 1.74
JIS強化杭 400 B 8 0.50 1.36 0.56 1.52 0.67 1.83
JIS強化杭 400 C 10 0.60 1.64 0.64 1.75 0.69 1.87
JIS強化杭 450 A 4 0.19 0.45 0.31 0.74 0.73 1.75
JIS強化杭 450 B 8 0.53 1.28 0.60 1.46 0.76 1.84
JIS強化杭 450 C 10 0.66 1.60 0.71 1.71 0.78 1.88
JIS強化杭 500 A 4 0.24 0.52 0.38 0.82 0.83 1.81
JIS強化杭 500 B 8 0.65 1.41 0.73 1.58 0.87 1.90
JIS強化杭 500 C 10 0.80 1.73 0.85 1.84 0.90 1.95
JIS強化杭 600 A 4 0.29 0.52 0.45 0.81 0.99 1.78
JIS強化杭 600 B 8 0.77 1.38 0.86 1.55 1.05 1.89
JIS強化杭 600 C 10 0.94 1.69 1.00 1.80 1.08 1.94
JIS強化杭 700 A 4 0.37 0.57 0.56 0.87 1.17 1.80
JIS強化杭 700 B 8 0.95 1.46 1.05 1.61 1.25 1.92
JIS強化杭 700 C 10 1.20 1.84 1.25 1.93 1.30 2.00
JIS強化杭 800 A 4 0.42 0.56 0.63 0.85 1.33 1.78
JIS強化杭 800 B 8 1.05 1.41 1.17 1.57 1.42 1.90
JIS強化杭 800 C 10 1.33 1.78 1.39 1.87 1.47 1.98
JIS強化杭 900 A 4 0.52 0.62 0.77 0.91 1.51 1.80
JIS強化杭 900 B 8 1.27 1.51 1.39 1.65 1.63 1.94
JIS強化杭 900 C 10 1.54 1.84 1.61 1.92 1.68 2.00
JIS強化杭 1000 A 4 0.58 0.62 0.84 0.90 1.67 1.79
JIS強化杭 1000 B 8 1.38 1.48 1.51 1.62 1.80 1.92
JIS強化杭 1000 C 10 1.68 1.80 1.76 1.88 1.86 1.99

相加平均 1.19 相加平均 1.37 相加平均 1.86

杭種 外径 有効プレストレス量
Q '=Q u  となるときのせん断スパンaおよびせん断スパン比

軸力 N=0のとき N/A=2N/mm
2
のとき N/A=23-4,8,10N/mm

2
の場合
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Q
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Q
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せん断スパン比 M/Qd
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表3.5.10 杭種および杭径におけるせん断耐力と曲げ耐力の関係（JIS杭） 

 
注 1）Qu：修正COPITA 式により求めたせん断耐力（kN） 
注 2）Q’：M/Q＝a より、Mu / a = Q’として求めたせん断力（kN） 
注 3）Mu：杭体破壊曲げモーメント（kN･m） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.5.9 せん断破壊と曲げ破壊の境目となるせん断スパン比（JIS杭） 

－ (mm) 種別 (N/mm
2
) a  せん断スパン比 a  せん断スパン比 a  せん断スパン比

JIS強化杭 300 A 4 0.16 0.61 0.35 1.28 0.68 2.53
JIS強化杭 300 B 8 0.65 2.42 0.70 2.59 0.69 2.55
JIS強化杭 300 C 10 0.91 3.36 0.87 3.23 0.70 2.60
JIS強化杭 350 A 4 0.19 0.60 0.42 1.30 0.80 2.51
JIS強化杭 350 B 8 0.33 1.04 0.82 2.57 0.81 2.54
JIS強化杭 350 C 10 0.99 3.10 0.98 3.07 0.84 2.63
JIS強化杭 400 A 4 0.40 1.07 0.68 1.84 0.93 2.54
JIS強化杭 400 B 8 1.20 3.26 1.18 3.22 0.98 2.67
JIS強化杭 400 C 10 1.32 3.58 1.26 3.44 1.01 2.75
JIS強化杭 450 A 4 0.39 0.94 0.73 1.76 1.07 2.58
JIS強化杭 450 B 8 1.29 3.12 1.30 3.14 1.13 2.72
JIS強化杭 450 C 10 1.47 3.55 1.42 3.43 1.17 2.81
JIS強化杭 500 A 4 0.56 1.22 0.93 2.02 1.22 2.65
JIS強化杭 500 B 8 1.59 3.45 1.56 3.39 1.29 2.80
JIS強化杭 500 C 10 1.77 3.84 1.68 3.66 1.33 2.89
JIS強化杭 600 A 4 0.78 1.41 1.23 2.22 1.50 2.70
JIS強化杭 600 B 8 2.02 3.64 1.97 3.55 1.61 2.91
JIS強化杭 600 C 10 2.22 3.99 2.11 3.80 1.67 3.00
JIS強化杭 700 A 4 1.15 1.77 1.62 2.50 1.80 2.77
JIS強化杭 700 B 8 2.58 3.97 2.47 3.80 1.95 3.00
JIS強化杭 700 C 10 2.91 4.48 2.71 4.18 2.04 3.14
JIS強化杭 800 A 4 1.40 1.88 1.93 2.60 2.11 2.84
JIS強化杭 800 B 8 3.02 4.05 2.88 3.86 2.28 3.07
JIS強化杭 800 C 10 3.37 4.53 3.15 4.22 2.39 3.20
JIS強化杭 900 A 4 1.92 2.28 2.42 2.88 2.43 2.89
JIS強化杭 900 B 8 3.68 4.38 3.46 4.12 2.64 3.14
JIS強化杭 900 C 10 3.96 4.71 3.67 4.37 2.74 3.26
JIS強化杭 1000 A 4 2.24 2.39 2.76 2.95 2.74 2.93
JIS強化杭 1000 B 8 4.14 4.43 3.89 4.16 2.97 3.18
JIS強化杭 1000 C 10 4.43 4.74 4.12 4.40 3.09 3.30

相加平均 2.93 相加平均 3.12 相加平均 2.84

杭種 外径 有効プレストレス量
Q '=Q u  となるときのせん断スパンaおよびせん断スパン比

軸力 N=0のとき N/A=2N/mm
2
のとき N/A=23-4,8,10N/mm

2
の場合
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図3.5.10 JIS強化杭およびJIS杭での杭の破壊形式とせん断スパン比の関係9）加筆 

 

１）PRC杭 Ⅰ種                  2）PRC杭 Ⅳ種 

図3.5.11 PRC杭でのせん断力とせん断スパン比の関係10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.5.12 JIS杭での杭の破壊形式とせん断スパン比の関係11）加筆 
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３．６ まとめ 

PHC 杭の実際のせん断耐力を精度よく評価できる手法を検討するため、各種せん断耐力推定式の分析

を行い、分析結果を基に精度よく評価できる手法の提案を行った。結果を以下に示す。 

 

・PHC 杭のせん断耐力を従来の式よりも精度よく推定できる式として、既往のせん断耐力推定式を既往

および今回の試験結果から推定精度の比較を行った。その結果、精度の高い推定式としてCOPITA 式

が挙げられた。また、COPITA 式では寸法効果の影響を考慮しきれていないことから、改善を試み、

修正 COPITA 式を提案した。寸法効果の影響を改善した修正 COPITA 式の推定精度は、平均値 1.00、

変動係数 0.11 と既往の式に比べて大きく向上した。  

 

・以下に示す修正COPITA 式でのせん断スパンおよびせん断スパン比の設定方法を提案した。 

1) PHC 杭は、杭断面において鉄筋による偏りはなく長さ方向においても一様であることから、一様

断面の梁モデルとする。 

2) 求めた曲げモーメント図において、杭は杭頭から M=0 となる位置、M=0 から M=0 となる位置ま

での区間を梁と仮定した連続梁とする。 

3) せん断スパン a は曲げモーメント図において、杭頭では杭頭からM の頂点またはM＝0 のいずれ

か近い位置までの距離、次以降はM の頂点からM＝0 となる位置までの距離とする。 

4) せん断の照査は、せん断スパンの区間および杭種の区間において杭体のせん断耐力を求めて行う。 

 

・精度よくせん断耐力を推定するためには、せん断スパンを求めて、せん断スパン比の適用範囲で照査

することがよいと考えられるが、実務設計を行う上では煩雑となる。せん断スパン比が JIS 強化杭で

1.5 より大きくなる場合に、JIS 杭では 2.5 より大きくなる場合に曲げ破壊型となることが既往の報告

により確認されていることから、設計計算として JIS 強化杭で 1.5 を、JIS 杭で 2.5 を用いればよいと

考えられる。 

  

・レベル 2 地震動の影響を考慮する設計状況では，永続作用支配状況及び変動作用支配状況と設計計

算上の仮定が一部異なり，せん断スパンの扱いが十分に明確になっていない。そこで，せん断耐力を

下限値に評価するせん断スパン比を一律に用いればよいと考えられる。 
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【参考資料 1】 

 

1．一般的なPHC杭のせん断耐力推定について 

 修正COPITA 式で JIS 強化杭ではない一般的な PHC 杭の推定精度の検討を行う。ただし、収集した試

験データにおいて、スパイラル鉄筋の降伏強度の実測値があるものがほとんどないことから、スパイラ

ル鉄筋の降伏強度をJIS G 3532におけるSWM-Bでの引張強さの最小値と仮定して推定精度を比較した。

また、スパイラル鉄筋が負担するせん断耐力を求める項τ2を 0 として求め、その推定精度を比較した。

表.参-1に計算に使用した杭の諸元、図.参-1に実測せん断耐力とせん断耐力式の推定値の関係、表.参

-2に推定比の統計量を示す。 

スパイラル鉄筋が負担するせん断耐力を求める項τ2を除外して推定精度を求めた結果、表.参-2に示

すように、推定精度が改善された。 

一般的な PHC 杭については、JIS の規格試験や建築での杭材評定では、規格値または斜めひび割れま

でのせん断耐力を確認して載荷試験を終了する。そのため、載荷荷重が載荷できなくなる状況まで試験

が行われず、スパイラル鉄筋の耐力の効果を確認できる試験がほとんどない。これにより、収集した既

往の試験結果の PHC 杭のみで推定精度を比較した際、推定値が実験値を上回る結果となったと考えられ

る。 

 

表.参-1 既往の試験での計算に用いたPHC杭の諸元 

 
 

 

  

杭種

有効プレスト
レス量

σce

配置直径 径 本数 断面積 種類 径 断面積
ピッチ

s
有効長

実測せん
断耐力

破壊形状

－ (N/mm
2
) (mm) (mm) (本) (mm

2
) － (mm) (mm

2
) (mm) (mm) － －

設計値 実測値 設計値 実測値 設計値 設計値 実測値 設計値 設計値 設計値 設計値 最小値 最大値 設計値 設計値 設計値 最小値 最大値

29 PHC杭 300 300 60 70 8.00 80 81.3 240 7.0 16 615.7 SWM-B 540 1130 3 7.07 50 240 2.00 0.00236 1.27 2.66 169.7 せん断 単純はり形式

31 PHC杭 300 300 60 70 8.00 80 81.3 240 7.0 16 615.7 SWM-B 540 1130 3 7.07 50 240 1.50 0.00236 1.27 2.66 219.7 せん断 単純はり形式

33 PHC杭 300 300 60 70 8.00 80 81.3 240 7.0 16 615.7 SWM-B 540 1130 3 7.07 50 240 1.00 0.00236 1.27 2.66 319.7 せん断 単純はり形式

44 PHC杭 400 400 65 70 4.00 85 90.0 330 7.1 10 400.0 SWM-B 540 1130 3.2 8.04 100 330 1.00 0.00097 0.53 1.10 221 せん断 張出はり形式

45 PHC杭 400 400 65 69 4.00 85 90.5 336 7.1 10 400.0 SWM-B 540 1130 3.2 8.04 100 336 1.08 0.00096 0.52 1.08 191 せん断 単純はり形式

46 PHC杭 600 600 90 94 4.00 85 93.5 520 7.0 18 692.6 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 520 1.07 0.00097 0.43 1.00 638 せん断 単純はり形式

47 PHC杭 600 600 90 92 4.00 85 93.5 520 7.0 18 692.6 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 520 1.07 0.00097 0.43 1.00 544 せん断 単純はり形式

48 PHC杭 600 600 90 100 4.18 85 93.5 520 9.0 12 768.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 520 1.07 0.00097 0.43 1.00 507 せん断 単純はり形式

49 PHC杭 600 600 90 100 4.18 85 93.5 520 9.0 12 768.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 520 1.07 0.00097 0.43 1.00 523 せん断 単純はり形式

50 PHC杭 600 600 90 100 8.36 85 93.5 520 9.0 24 1536.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 520 1.07 0.00097 0.43 1.00 673 せん断 単純はり形式

51 PHC杭 600 600 90 100 8.36 85 93.5 520 9.0 24 1536.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 520 1.07 0.00097 0.43 1.00 655 せん断 単純はり形式

52 PHC杭 600 600 90 100 4.00 85 93.5 510 9.0 12 768.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 510 1.08 0.00099 0.43 1.02 546 せん断 単純はり形式

53 PHC杭 600 600 90 100 4.00 85 93.5 510 9.0 12 768.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 510 1.08 0.00099 0.43 1.02 534 せん断 単純はり形式

54 PHC杭 800 800 110 120 4.00 85 93.5 690 9.0 20 1280.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 690 1.07 0.00073 0.32 0.75 731.5 せん断 単純はり形式

55 PHC杭 800 800 110 120 4.00 85 93.5 690 9.0 20 1280.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 690 1.07 0.00073 0.32 0.75 744 せん断 単純はり形式

56 PHC杭 800 800 110 120 4.00 85 93.5 690 9.0 20 1280.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 690 1.07 0.00073 0.32 0.75 830 せん断 単純はり形式

57 PHC杭 800 800 110 120 4.00 85 93.5 690 9.0 20 1280.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 690 1.07 0.00073 0.32 0.75 840 せん断 単純はり形式

58 PHC杭 600 600 90 100 4.00 105 115.5 510 9.0 12 768.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 510 1.00 0.00099 0.43 1.02 430 せん断 張出はり形式

59 PHC杭 800 800 1100 125 4.00 105 112.4 720 7.0 32 1231.4 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 720 1.05 0.0007 0.31 0.72 910 せん断 単純はり形式

60 PHC杭 800 800 110 138 4.00 105 113.6 720 7.0 32 1231.4 SWM-B 440 1030 4 12.57 100 720 1.05 0.0007 0.31 0.72 910 せん断 単純はり形式

61 PHC杭 1000 1000 130 140 4.00 105 115.5 880 10.0 24 1884.0 SWM-B 390 930 5 19.63 100 880 0.99 0.00089 0.35 0.83 1025 せん断 単純はり形式

62 PHC杭 1000 1000 130 140 4.10 105 126.0 890 11.2 20 2000.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 50 890 1.00 0.00113 0.50 1.16 1866 せん断 単純はり形式

63 PHC杭 1000 1000 130 140 4.10 105 126.0 890 11.2 20 2000.0 SWM-B 440 1030 4 12.57 50 890 1.00 0.00113 0.50 1.16 1773 せん断 単純はり形式

64 PHC杭 1000 1000 130 140 4.10 105 115.5 880 11.2 19 1900.0 SWM-B 390 930 5 19.63 100 880 1.06 0.00089 0.35 0.83 932.5 せん断 単純はり形式

65 PHC杭 1000 1000 130 140 4.10 105 115.5 880 11.2 19 1900.0 SWM-B 390 930 5 19.63 100 880 1.06 0.00089 0.35 0.83 955 せん断 単純はり形式

66 PHC杭 1000 1000 130 141.3 4.10 105 116.6 880 11.2 19 1900.0 SWM-B 390 930 5 19.63 100 880 1.06 0.00089 0.35 0.83 1408 せん断 単純はり形式

67 PHC杭 1000 1000 130 139.3 4.10 105 116.6 880 11.2 19 1900.0 SWM-B 390 930 5 19.63 100 880 1.06 0.00089 0.35 0.83 1387 せん断 単純はり形式

68 PHC杭 1200 1200 170 200 4.00 105 115.5 1080 11.2 26 2600.0 SWM-B 390 930 6 28.27 100 1080 0.97 0.00105 0.41 0.97 1748 せん断 張出はり形式

ρs・σsy

試験結果

整理
番号

杭体 PC鋼材 スパイラル鉄筋（せん断補強鉄筋）

せん断ス
パン比外径 厚さ

コンクリート強
度

σcu

引張強さ σs

体積比

ρs

(mm) (mm) (N/mm
2
) (N/mm

2
) －

試験形式

(kN) － －
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（ⅰ）JIS 規格最小値                  （ⅱ）τ2＝0 

図.参-1 実測値とせん断耐力式(修正COPITA式)における推定値の関係 

 

 

表.参-2 修正COPITA式での推定比の統計量 

 JIS 規格最小値 τ2＝0 

平均値 0.93 0.99 

標準偏差 0.17 0.19 

変動係数 0.18 0.19 
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４．既設杭の曲げひび割れに関する調査 

４.１ 概説 

既製コンクリート杭の耐久性に関連する報告で、既設の埋設された PC 杭、PHC 杭の撤去・再利用で

の調査報告 1)2)3)では、埋設期間 28～35 年で鋼材に錆が発生していないこと、中性化はないまたは最大

1.7mm であること、目視で確認できないほどの微細なひび割れがあった撤去 PC 杭で杭体耐力は規格値

を満足したとある。しかし既設の既製コンクリート杭で埋設中にひび割れが発生、鋼材まで達した場合

の鋼材腐食に関する報告はない。そこで、橋梁の撤去の際の地中に埋設された既設杭を収集し、ひび割

れと鋼材の腐食状況、コンクリートの中性化状況の調査を実施し、既製コンクリート杭の耐久性につい

て検討する。 

 

４.２ 曲げひび割れに関する既存の研究・報告 

  鉄筋コンクリートのひび割れに関する実験は、ひび割れにより内部の鉄筋が錆を発生する場合のひび

割れ幅、かぶりなどやひび割れの進展状態について調査したものが多い。ただし、その実験環境は、ほ

とんど気中で行われているためPHC杭のように地中に埋め込まれている杭にあてはまるかどうかは不明

である。けれども、地中にあれば気中にあるように乾湿の繰返しや大きな温度変化がなく、まして、PHC

杭は一時的にひび割れが発生してもプレストレスにより口を閉じるため鉄筋の腐食等の耐久性について

は、一般的に気中にある場合と比較して期待できると考えられている。しかし、PHC杭の耐久性に関連

する研究・報告は、ほとんどないのが現状である。ここでは、耐久性についてプレストレスコンクリー

トパイル杭を対象にした数少ない研究・報告である鉄筋およびプレストレスコンクリートパイルの耐久

性試験結果4)と国鉄が電車線路用ポールを採用の際、耐久性を確認するためRC部材で行っている長期暴

露試験結果の報告5)を紹介する。 

 

４．２．１ 鉄筋およびプレストレストコンクリートパイルの耐海水性（材令10年結果報告） 

参考文献4)では、RCおよびPCパイルを用いてそれらを海洋環境に長期間暴露（10年間）を行い、その

長期耐久性を把握するため行った。試験に採用した供試体は8ケースで、杭径300mm、長さ3m、図-4.2.1,

図-4.2.2および表-4.2.1 に示すとおりである。各ケースNo1とNo2の2体製作し、No.1に暴露前に曲げ載

荷により曲げひび割れを生じさせている。なお、Case7および Case8は、練り混ぜ水に塩水を使用したケ

ースである。暴露環境は供試体製造後1ヶ月より鹿児島県鹿児島新港南防波堤背面に設置したコンクリー

トボックス内で暴露を開始した。 
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表-4.2.1 供試体の仕様 

Case 杭種 
杭径 

(mm) 

杭長 

(m) 

壁厚 

(mm) 

かぶり 

(mm) 

コンクリートの

設計基準強度 

(N/mm2) 

有効プレスト

レス(N/mm2) 

1 RC 300 3 60 12 40 無 

2 RC 300 3 60 26.5 40 無 

3 PC 300 3 60 12 50 4.7 

4 PC 300 3 60 26.5 50 4.7 

5 PC 300 3 60 12 80 4.2 

6 PC 300 3 60 26.5 80 4.2 

7 PC 300 3 60 12 80 4.2 

8 PC 300 3 60 26.5 80 4.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2.1 鉄筋コンクリートパイル構造図 

 

 

図-4.2.2 プレストレストコンクリートパイル構造図 
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外観観察および曲げ試験の結果、暴露後の外観性状は、波力等の外力による欠損等は全く認められ

ず、暴露前に発生させておいた曲げひびわれ以外には新たなひび割れは発生していなかった。また、

コンクリート表面は若干のざらつきが確認された。外観性状は、総合的にみて健全であると判断して

いる。 

  曲げ試験は、旧 JIS A 5310「遠心力鉄筋コンクリートくいの曲げ強さ試験方法」および旧 JIS A 5335

「プレテンション方式遠心力プレストレストコンクリートくいの曲げ強さ試験方法」に準じて行い、

載荷方法はひび割れ発生後、一旦除荷し、2 度目に破壊まで行った。曲げ試験の結果を表-4.2.2に示

す。ひび割れ発生荷重は、ほとんどのケースで暴露前の強度より暴露後の強度が大きい。これはコン

クリートの曲げ引張が増加していると考えられる。破壊荷重は破壊暴露開始前の破壊荷重を求めてい

ないため経時的な比較はできていないが、暴露前にひび割れを入れておいた供試体と入れておかなか

った供試体で、その曲げ耐力に差が生じていないことも考慮すると曲げ耐力は低下していないものと

判断している。     

また、表-4.2.3 に有効プレストレスの材令 28 日と暴露後の測定値を示す。データの全体的な傾向

として暴露後の有効プレストレスにおいても低下はみられないことから、パイルの曲げ耐力は低下し

表-4.2.2 ひび割れ発生荷重および破壊荷重 

Case 

※(練混ぜ水

に塩水利用) 

供試体No. 

材令 28 日 暴露 10 年 

ひび割れ有無 ひび割れ発生

(kN) 

ひび割れ発生

(kN) 

破 壊     

(kN) 

1 
KRSA1 35 - 90 有 

KRSA2 - 64 90 無 

2 
KRSB1 34 - 78.5 有 

KRSB2 - 64 115 無 

3 
KPSA1 92.5 - 190 有 

KPSA2 - 82 190 無 

4 
KPSB1 90 - 204 有 

KPSB2 - 112.2 189.8 無 

5 
KPAA1 102 - 190 有 

KPAA2 - 118 190 無 

6 
KPAB1 104.5 - 190 有 

KPAB2 - 118.5 190.3 無 

7 ※ 
KCAA1 88 - 190 有 

KCAA2 - 114 190 無 

8 ※ 
KCAB1 99 - 190 有 

KCAB2 - 128 190 無 
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ていないと判断できるとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  曲げ載荷試験終了後に供試体より取り出した鉄筋の腐食状況を観察した結果は、埋設鉄筋には程度

の差こそあるが、いずれの場合においても発錆が確認された。しかし、いずれの場合も発錆は鉄筋表

面のごく浅い部分に限られており、鉄筋断面を大きく欠損させるような深いものは確認されていなか

った。また、外観観察と発錆面積からコンクリートにひび割れが無い場合は鉄筋の腐食の程度にかぶ

り厚の影響があり、一方ひび割れが有る場合はかぶり厚の影響がないことが確認された。 

  以上から参考文献 4) で大即らは、結論として以下のように報告している。 

  

(1)鉄筋の腐食に関して 

 ・埋設鉄筋は程度の差こそあれいずれの場合も腐食していた。 

 ・コンクリートにひび割れの無い場合は、かぶりの影響が大きい。 

 ・コンクリートにひび割れの有る場合は、かぶりの影響が少ない。 

 

(2)曲げ耐力に関して 

   ・曲げ耐力は、いずれのケースも耐力低下していなかった。 

   ・有効プレストレスについても低下はしていなかった。 

 

４．２．２ 鉄筋コンクリートのひび割れと鉄筋の腐食に関する長期暴露試験 

― 塩沢雪試験場における暴露実験 ― 

  昭和 28 年当時の国鉄は電車線路用のポールの採用にあたり、鉄道電化協会にその検討を依頼した。

検討項目は、ひび割れが発生した場合の凍結融解繰返しによるひび割れの進展、および、ひび割れ幅

と鉄筋の腐食状況を把握する調査が含まれており、昭和 29 年にRC の供試体による長期暴露試験を開

始した。本件は 42 年経過した供試体の調査の結果をとりまとめたものである。 

  本実験に使用した供試体は、2 種類の配合および供試体の組合せ表-4.2.4 に示すとおりである。供

試体形状は、図-4.2.3に示す。なお、供試体表面には幅 0.1mm～0.4mm 程度のひび割れを発生させ、

表-4.2.3 有効プレストレス 

Case 
有効プレストレス（N/mm2） 

計算 暴露前（実測） 暴露後(実測) 

3 4.7 6.63 9.62 

4 4.7 7.41 7.02 

5 4.2 7.67 8.06 

6 4.2 7.93 8.45 

7 4.2 5.72 7.80 

8 4.2 6.76 7.80 
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フラットバーをナットで締め付けてひび割れ幅を保持した。供試体設置場所は、新潟県塩沢町実験所

構内に設けた鋼製の設置台に取付け、実験を開始した。 

     

表-4.2.4 供試体の配合および組合せ 

供試体記号 Ⅰ-A Ⅰ-B Ⅱ-C Ⅱ-D 

粗骨材最大寸法(mm) 10 20 

水セメント比（%） 45 43 

細骨材率(%) 50 50 

単位量 

水 

(kg/m3) 
204 197 

セメント(kg/m3) 453 460 

鉄筋 
主 筋 φ6mm φ13mm 

組立筋 φ3.2mm φ3.2mm 

主筋のかぶり(mm) 13 20 20 25 

  

 

図-4.2.3 供試体の形状寸法 

   

  調査結果から、コンクリートのひび割れ位置と腐食状態の関係は、ほかの供試体も同様に相関が高く、鉄筋

の腐食原因としてひび割れが重要な要因であることが確認された。コンクリートのひび割れと鉄筋腐食に関す

る供試体の一例を図-4.2.4 に示す。 
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        図-4.2.4 鉄筋の腐食状況一例 

 

 ひび割れ幅と鉄筋腐食の程度は、コンクリート表面のひび割れ幅が 0.1mm 以下では鉄筋表面に比較的薄い

腐食が見受けられる程度の軽微な腐食が発生している。ひび割れ幅が 0.15mm 以上になると腐食程度は幾分

増大し、鉄筋表面にはっきりした腐食が確認された。ひび割れ幅と腐食の程度を図-4.2.5 に示す。 

 

 

 

図-4.2.5 ひび割れ幅と鉄筋腐食             図-4.2.6  かぶりと鉄筋腐食 

 

 ひび割れ深さの進行は、ひび割れの多い供試体を 1 体調査し、強制ひび割れ方向および直角方向にカット

し観察した。結果、強制ひび割れ深さは、25mm～40mm の範囲にあり、強制ひび割れは鉄筋に達していた。

一方、強制ひび割れ以外の劣化によるひび割れは、ほとんど鉄筋に達しておらずかぶり内で留まっている。 

 かぶりと鉄筋腐食の関係を図-4.2.6 に示す。かぶりの違いによる鉄筋の腐食状態は、差は少なく、腐食状態

も軽度であることが確認できた。よって、コンクリートのかぶりは 13mm 程度でも十分であると報告している。 

  コンクリートの中性化は、フェノールフタレイン溶液により深さを測定した結果、表面およびひび割れ面から

1mm 程度以下であり、ほとんど中性化していない。 暴露 6 年での測定結果も 1mm 程度であったことから、中

性化の進行はないと考えられる。 

  鉄筋の引張強度（全平均値）は、供試体より取り出した鉄筋の引張試験結果からφ6mm で 736kN/mm2、φ

13mm で 438kN/mm2であった。図-4.2.7 に鉄筋の引張試験結果を示す。鉄筋の引張強度と腐食状態の観察

よりφ13mm 筋は、平均値、ばらつきとも概ね同等である。φ6mm 筋では、鉄筋腐食が進行するにつれ引張強

度は平均値で最大 5%程度低下する。しかし、強度のばらつきが比較的大きかったことから有意な差はないと
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している。また、推定するかぎりφ6mm 筋は普通鉄線相当、φ13mm は SR295 相当である。昭和 29 年当時の

ポールは RC 構造であることから、φ13mm は主鉄筋として使用し、φ6mm 筋は、らせん筋として使用したもの

である。 なお、使用した鉄筋の母材成分分析も行っている。その結果、母材成分は Cu を 0.25%～0.27(wt%)

含む含銅鋼である。日本鉄鋼協会より Cu を 0.32%含む含銅鋼の腐食減損量は、Cu を 0.05%含む鋼材に比べ

て約 5～6 割程度との報告があり、Cu は、耐候性を向上させる元素としている。よって、実験で使用した鉄筋は、

比較的腐食し難い材料であると考えられると推察している。 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

図-4.2.7 ひび割れ幅と鉄筋腐食 

 

 以上から、参考文献 5)で小寺らは、結論として以下のように報告している。 

 

・ひび割れ位置と鉄筋腐食の相関は高かった。 

・強制ひび割れの深さは、鉄筋に達しているが、長期劣化によるひび割れ深さは、ほとんどがかぶりコンクリー

ト範囲で留まっていた。 

・コンクリートのかぶりが 13～25mm の範囲は、鉄筋の腐食状態の差は少なかった。 

・鉄筋の引張強度は主として鉄筋腐食の影響を受けて最大 5%程度低下していた。 

・本試験の供試体は振動締固めしたRC構造である。コンクリートポールは遠心成形で製造されたPC構造であ

り、振動打設したコンクリートと比較して緻密であるので、遠心脱水により水結合比が低下して圧縮強度が高く

なる効果がある。よって、遠心成形の PC 構造であるコンクリートポールは本実験の供試体より優れた耐久性

を持つ構造体と考えられる。 
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４．３ 既設杭の実態調査結果 

４．３．１ 調査概要 

４．２で述べたように、ひび割れを含めて既製コンクリート杭の耐久性に関する研究・報告は気中で

行われたもののみであったことから、橋梁の撤去の際の地中に埋設された既設杭を収集し、ひび割れと

鋼材の腐食状況、コンクリートの中性化状況の調査を実施した。 

 

４．３．２ 調査項目一覧 

主な調査項目は以下の 4 項目とした。 

（1）ひび割れ状況（ひび割れ図、ひび割れ幅） 

（2）杭体の腐食環境の調査（自然電位法） 

（3）鋼材の腐食状況（はつり出しによる目視確認） 

（4）杭体コンクリート断面の中性化状況 

 

４．３．３ 調査対象の既設杭 

調査対象の既設杭の概要を表 4.3.1-1、既設杭の諸元を表 4.3.1-2 に示す。また、調査対象の既設杭

の撤去理由を次に示す。 

（1）No.1 

撤去理由：台風による河川増水で上部構造が流失したことから架け替えとなった。 

杭長 9.5m パイルベント基礎で、杭体の約半分は河川または気中となっていた。 

 

（2）No.2 

撤去理由：東北地方太平洋沖地震で被災し、損傷が著しいことから架け替えとなった。 

・橋脚躯体及び基礎杭の傾斜が確認されていたが、杭頭部には大きな損傷は確認されず。 

・震度 6 強 

気象庁HP 掲載 東北地方太平洋沖地震に関する観測・解析データでの推計震度分布図より 

http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/2011_03_11_tohoku/#0311data 

 

（3）No.3 

撤去理由：河川改修事業に伴う架け替え 

 ・地震は既設中に震度 4 以上を 5 回経験し、そのうち鳥取県西部地震で震度 5 弱がある（気象庁HP

掲載 震度データベース検索より）。ただし、地震による被災の報告はない。 
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表4.3.1-1 既設杭の概要 

No. 
橋梁 杭の埋設期間 

(年) 

杭の埋設環境 

（地中の環境） 

海岸からの距離 

(km) 完成 撤去※1 分類 場所 

1 1955 2015 河川橋 京都府 60 地下水中 約 15 

2 1956 2012 河川橋 茨城県 56 地下水中 約 8 

3 1965 2015 陸橋 島根県 50 不明 約 6 

※1 杭撤去時の西暦 

 

表4.3.1-2 既設杭諸元 

No. 杭種 
杭径 

 
(mm) 

厚さ かぶり 杭長※3 
 

(mm) 

軸方向鉄筋 
スパイラル 

鉄筋 

規格値 

(mm) 
実測値 

(mm) 
規格値※1 

(mm) 
実測値※2 

(mm) 
径 

(mm) 
本数 
(本) 

配置直径 
(mm) 

径 
(mm) 

1 RC 杭 450 80 86.6 30 26.3 4100 18 16 360 6 

2 RC 杭 300 60 59.2 20 15.4 9600 12 8 240 4 

3 RC 杭 300 60 61.3 21 23.1 6750 10 7 240 4 

※1 スパイラル鉄筋からコンクリート外縁までの長さ 
※2 中性化深さ試験を行った部分の軸方向鉄筋からコンクリート外縁までの長さからスパイラル鉄筋径を 

差引いた長さの平均値 
※3 撤去後の杭長 
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４．３．４ 調査方法 

（1）ひび割れ状況 

ひび割れ状況は、杭体表面に格子状の線を罫書き、杭体のひび割れ状況を観察し、ひび割れ図と

して記録した。なお、格子状の線は、杭軸方向の線は軸方向鉄筋の本数に応じて杭周方向に等分、

杭周方向の線は 100mm 間隔となるように罫書きを行った。ただし、杭頭部は撤去時の作業で断面

が一様となっていなかったため、罫書き線が杭周にわたって設けられる位置までの範囲を除外した。 

また、軸方向鉄筋は、杭頭から見て右回りに番号を設けることとした。 

 

（2）杭体の腐食環境の調査（自然電位法） 

測定装置は、照合電極と電位差計で構成され、鉄筋に電位差計のプラス側の端子を取付け、照合

電極をコンクリート表面の測定点に押し当てて測定を行うものである。照合電極は、飽和硫酸銅電

極のものを用いた。 

測定点は、鉄筋のほぼ直上となるように、杭頭部から露出している軸方向鉄筋に添って 100mm

間隔の格子状に測定点を設けた。ただし、杭頭部は撤去時の作業で断面が一様となっていなかった

ため、測定点が杭周にわたって設けられる位置までの範囲を除外した。また、軸方向鉄筋は、杭頭

から見て右回りに番号を設けることとした。コンクリート表面については、湿潤状態となるように

散水を行った。また、湿潤は 30 分程度の間、断続的に散水を行った。なお、測定状況を写真4.3.1

に示す。 

 

 

写真4.3.1 自然電位測定状況 

 

（3）鋼材の腐食状況 

鋼材の腐食状況は、（2）での自然電位の測定結果を踏まえ、試験体において自然電位が最も低い

値を示した範囲で鋼材の腐食状況を観察した。また、はつりは、自然電位が最も低い値を示した付

近を中心に 20cm×20cmの範囲で、かぶりコンクリートを取り除くように行った。 
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（4）杭体コンクリート断面の中性化状況 

中性化試験は、JIS A 1152：コンクリートの中性化深さの測定方法に準拠して測定を行った。また、

切断位置は、深さ方向での中性化の比較を行う目的で杭頭、中央位置、杭先端の 3 箇所を基本とし、

ひび割れ位置をさけるように選定して行った。 

 

４．３．５ 調査結果 

（1）ひび割れ状況 

図4.3.1～図4.3.3にひび割れ図を示す。また、杭体の全長写真を合わせて示す。 

 

 

 

 

 

(a) No.1 杭体写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) No.1 ひび割れ図 

図4.3.1 ひび割れ状況：No.1 
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(a) No.2 杭体写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) No.2 ひび割れ図 

図 4.3.2 ひび割れ状況：No.2 

 

 

 

 

 

(a) No.3 杭体写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) No.3 ひび割れ図 

図 4.3.3 ひび割れ状況：No.3 
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①No.1 のひび割れ状況について 

 ・No.1 は杭周にわたるようなひび割れはみられなかった。 

 ・ひび割れ幅は、0.02～0.05mm の範囲であった。 

 

 ②No.2 のひび割れ状況について 

・全体にわたって、杭周にわたるひび割れが数多く見受けられた。特に図4.3.2中の 4800mm 地点は、

かぶりコンクリートが剥落してスパイラル鉄筋が露出している部分となっている。なお、施工中ま

たは撤去時にかぶりコンクリートが剥落したかは不明である。 

・図4.3.2中の 7300mm 地点から杭先端にかけては、汚れがひどく、高圧洗浄では落とせない範囲で、

その部分に見られたひび割れは、埋設中または撤去時のひび割れかわからないため、調査対象から

除外することとした。 

  

 ③No.3 のひび割れ状況について 

・全体にわたって、杭周にわたるひび割れが見受けられた。ただし、No.2 と比較して数は少ない。 
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（2）杭体の腐食環境の調査（自然電位法） 

図4.3.4～図4.3.6に測定結果を示す。なお、自然電位の測定結果は、換算式を用いて 25℃の飽

和硫酸銅電極基準の電位に補正している。また、表4.3.2に鋼材腐食判定基準を示す。 

 

 
※1 杭頭部から 500mmの範囲は、残置期間中に腐食環境が悪くなったと考えられるため除外。 

図4.3.4 自然電位測定結果と測定位置：No.1 

 

 
※1 4800mm地点は、かぶりコンクリートが剥落してスパイラル鉄筋が露出している部分となるが、施工中にかぶりコンクリートが 

剥落した可能性があり除外。 

図4.3.5 自然電位測定結果と測定位置：No.2 

 

 

図4.3.6 自然電位測定結果と測定位置：No.3 

 

  

@100mm 杭頭部 杭先端 

（mVは25℃に換算） 

（mVは25℃に換算） 

（mVは25℃に換算） 

@100mm 杭頭部 杭先端 

@100mm 杭頭部 杭先端 

※1 

※1 
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表4.3.2 鋼材腐食判定基準6) 

 

 

 ①No.1 の腐食環境について 

 ・杭頭部から 500mm の範囲では自然電位が-200～-400mV という結果から腐食環境にあるといえるが、

No.1 の既設杭は、撤去時に切断され、短くなってしまったものとなり、杭頭部の露出した鉄筋部分

付近において残置している間に腐食環境が悪くなったと考えられ、調査対象範囲から除外する。 

 ・除外した 500mm の地点から杭先端付近まで、自然電位が一部-200mV を超える部分があるが、ほと

んど-100～-200mV という結果となった。また、ひび割れ図の図4.3.1でひび割れは見受けられるが、

その影響はないと考えられる。 

 ・先端部で自然電位が-200～-300mV の部分がある。これについて、No.1 の杭は打撃工法用の杭で、

先端は鉛筆状にとがった仕様となっており、打撃時に先端部のコンクリートが削られ、かぶりが薄

くなり、自然電位が本体部に比べて低い値を示したと考えられる。 

  

 ②No.2 の腐食環境について 

・図4.3.5の 4800mm 地点は、かぶりコンクリートが剥落してスパイラル鉄筋が露出している部分と

なっている。このため、自然電位が低い値を示したと考えられる。ただし、施工中にかぶりコンク

リートが剥落したかは不明であるため調査対象範囲から除外する。 

・最も自然電位が低い値を示したのは、図4.3.5の 2300mm 地点の軸方向鉄筋No.3 およびNo.4 付近

で-500mV となった。また、ひび割れ図の図4.3.2での位置と照らし合わせると、ひび割れ付近で

の測定結果であり、ひび割れによる腐食環境への影響が考えられ、表4.3.2から 90％以上の確率で

鋼材が腐食していることが推定される。 

 

 ③No.3 の腐食環境について 

・No.1、No.2 と比較し、自然電位が-100～-200mV の範囲が少ない結果となっている。これは、表4.3.1-1

に示すようにNo.1、No.2 は河川内に埋設され、常に地下水中にある環境となっているが、No.3 は

陸地と環境が異なるため、特に杭先端付近より上の部分で自然電位が低い値を示していると考えら

れる。 
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（3）鋼材の腐食状況 

鋼材の腐食状況を調査するはつり出しを行う範囲（以下、はつり範囲という。）を図 4.3.1～図

4.3.3でのひび割れ図と図4.3.4～図4.3.6の自然電位の測定結果を合わせた図4.3.7～図4.3.9に

示す。ただし、No.1 については、自然電位が一部-200mV を超える部分があるが、ほとんどが-100

～-200mV を示していること、ひび割れも少なく、これによる腐食環境への影響はみられないこと

から、はつり出しによる鋼材の腐食状況の観察を行わないこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 杭頭部から 500mmの範囲は、残置期間中に腐食環境が悪くなったと考えられるため除外。 

図4.3.7 ひび割れおよび自然電位測定結果：No.1 

 

  

@100mm 杭頭部 杭先端 

（mVは25℃に換算） ※1 
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※1 4800mm 地点は、かぶりコンクリートが剥落してスパイラル鉄筋が露出している部分となるが、施工中にかぶりコンクリートが剥落した可能性があり除外。 

図 4.3.8 ひび割れおよび自然電位測定結果：No.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.9 ひび割れおよび自然電位測定結果：No.3 

 

  

@100mm 杭頭部 杭先端 

（mV は 25℃に換算） 

※1 はつり範囲 

はつり範囲 @100mm 杭頭部 杭先端 

（mV は 25℃に換算） 
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鋼材の腐食状況を調査するはつり出しについて、No.2 は写真4.3.2～写真4.3.4に、No.3 は写真

4.3.5～写真4.3.7に示す。また、はつり範囲（20cm×20cm）におけるひび割れのひび割れ幅を測

定した結果も合わせて示す。 

 

 

写真4.3.2 はつり範囲-はつり前：No.2 

 

 

写真4.3.3 はつり範囲-はつり後：No.2 

  

・ひび割れ幅 

① 2200mm付近 

最大0.50mm 

② 2300mm付近 

最大0.20mm 

① ② 
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(a) 軸方向鉄筋No.3-2200mm 付近     (b) 軸方向鉄筋No.3-2300mm 付近 

 

  

(c) 2200mm 付近-スパイラル鉄筋     (d) 2300mm 付近-スパイラル鉄筋 

 

  

(e) 軸方向鉄筋No.4-2200mm 付近     (f) 軸方向鉄筋No.4-2300mm 付近 

 

写真4.3.4-1 はつり後の鋼材の腐食状況：No.2 

 

  



 99 

 

 

(a) 軸方向鉄筋No.3-2200mm～2300mm 

 

 

(b) 軸方向鉄筋No.4-2200mm～2300mm 

 

写真4.3.4-2 はつり後の鋼材の腐食状況：No.2 

 

 

  

はつり時に 

工具が接触 

した部分 
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写真4.3.5 はつり範囲-はつり前：No.3 

 

 

写真4.3.6 はつり範囲-はつり後：No.3 

 

  

・ひび割れ幅 

① 1700mm付近 

最大0.02mm 

① 
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(a) 軸方向鉄筋No.5-1700mm 付近 

 

  

(b) 軸方向鉄筋No.5-1600mm 付近     (c) 軸方向鉄筋No.5-1800mm 付近 

 

写真4.3.7 はつり後の鋼材の腐食状況：No.2 
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① No.2 の鋼材の腐食状況について 

・2200mm 地点と 2300mm 地点にあったひび割れは、はつり前の写真4.3.2とはつり後の写真4.3.3

をみると、スパイラル鉄筋に添うように発生していた。また、ひび割れはスパイラル鉄筋の位置ま

で達していた。 

・鋼材の腐食状況について、鋼材部分を拡大した写真4.3.4-1をみると、腐食による錆が生じており、

錆はひび割れに添うようにスパイラル鉄筋および軸方向鉄筋で生じている。ただし、ひび割れ間の

軸方向鉄筋部分を拡大した写真4.3.4-2をみると、錆はひび割れ付近のみで、その間の軸方向鉄筋

部分に錆は生じていなかった。 

 

② No.3 の鋼材の腐食状況について 

・1700mm 地点にあったひび割れは、はつり前の写真4.3.5とはつり後の写真4.3.6をみると、スパ

イラル鉄筋に添うように発生していた。また、ひび割れはスパイラル鉄筋の位置まで達していた。 

・鋼材の腐食状況について、鋼材部分を拡大した写真4.3.7をみると、腐食による錆はスパイラル鉄

筋および軸方向鉄筋で発生していなかった。また、ひび割れ内は白い物で埋められたような状態と

なっており、白華現象（エフロレッセンス）がみられた。 

 

以上より、いずれの杭でも錆が生じていないか、生じていたとしても表面にとどまり、断面欠損

等は確認されなかった。なお、確認された表面の錆が供用中に生じたものか、撤去後に生じたもの

かは不明である。 
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（4）杭体コンクリート断面の中性化状況 

中性化試験での中性化試験状況および方法を表4.3.3に示す。なお、切断した断面で、杭頭側を

上側、杭先端側を下側とし、切断面がきれいな方を採用、試験を行うこととした。 

表4.3.3 中性化試験状況および方法 

 

試験体：No.3 

切断位置：杭先端位置 

乾燥時間：切断後、1時間内 

乾燥状態：表面乾燥状態 

撮影：中性化試験前 

備考：切断はカッターを用い、切断時の摩擦熱の影

響を考慮して湿潤状態で行った。また、切断

作業にかかった時間は 20 分程度。切断後は

断面を水でよく洗い（布等で汚れを除去）し、

切断面が乾燥した後はエアーで粉体の除去

を行った。 

 

試験体：No.3 

切断位置：杭先端位置 

乾燥時間：切断後、1時間内 

乾燥状態：表乾湿潤状態 

撮影：1％フェノールフタレイン溶液噴霧直後 

備考：JIS A 1152：2011に準拠し、1％フェノール

フタレイン溶液を切断後、2時間以内に噴霧。

なお、1％フェノールフタレイン溶液は市販品

を使用。 

 

試験体：No.3 

切断位置：杭先端位置 

乾燥時間：試薬噴霧後、5分 

乾燥状態：表面乾燥状態 

撮影：1％フェノールフタレイン溶液噴霧 5分後 

 

 

試験体：No.3 

切断位置：杭先端位置 

乾燥状態：表面乾燥状態 

撮影：中性化深さ測定時 

（約 24 時間後、再度 1％フェノールフタレ

イン溶液を噴霧し、30分程度乾燥後） 

備考：JIS A 1152：2011 に準拠し、中性化深さの

測定を行った。測定は、作業工程と呈色した部

分の安定を考慮し、1％フェノールフタレイン

溶液を噴霧した 1日後とした。また、測定時は

発色が鮮明になるよう1％フェノールフタレイ

ン溶液を再度噴霧し、乾燥後に行った。 
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1）試験体：No.1 

 

 

 

 

 

 

(a) No.1 杭体写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 杭頭部の測定位置 0mm～500mmの範囲は、残置期間中に腐食環境が悪くなったと考えられるため除外。 

 (b) No.1 ひび割れ図および自然電位測定結果 

図4.3.10 切断位置：No.1 

 

No.1の切断位置 

・No.1 は、撤去時に 9m の杭が約半分に切断されている。 

・自然電位測定箇所において、図4.3.10(b)の 500mm の位置までは撤去時の影響がみられる。 

   ・上記ふまえ、ひび割れを回避した①図4.3.10 (b)の 650mm 位置を切断 

   ・杭先端付近は、自然電位を測定している②図4.3.10 (b)の 3300mm 付近を切断 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

@100mm 
杭頭除外区間 

（mVは25℃に換算） ※1 

切断位置① 切断位置② 
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表4.3.4 中性化深さ測定結果：No.1 

切断位置 ① ② 

測定（採用）側 上側 下側 

軸方向鉄筋 

No. 

中性化深さ 
軸方向鉄筋 

かぶり 
中性化深さ 

軸方向鉄筋 

かぶり 

外面 中空部 規格：36mm 外面 中空部 規格：36mm 

(mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) 

1 0.0  0.0  39.7 1.2  0.0  39.8 

1-2 間 1.1  0.0  － 1.4  0.0  － 

2 2.0  0.0  39.7 2.4  0.0  30.8 

2-3 間 1.8  0.0  － 1.5  0.0   

3 2.8  0.0  36.4 2.3  0.0  28.2 

3-4 間 1.8  0.0  － 1.1  0.0   

4 4.7  0.0  32.4 1.3  0.0  24.4 

4-5 間 3.8  0.0  － 1.8  0.0   

5 4.2  0.0  25.9 2.7  0.0  23.7 

5-6 間 3.2  0.0  － 1.7  0.0   

6 3.3  0.0  21.8 2.3  0.0  24.0 

6-7 間 3.6  0.0  － 1.8  0.0   

7 3.8  0.0  21.7 2.8  0.0  25.1 

7-8 間 1.0  0.0  － 0.0  0.0   

8 2.3  0.0  21.2 3.3  0.0  30.5 

8-9 間 1.5  0.0  － 1.1  0.0   

9 2.3  0.0  24.3 2.2  0.0  28.0 

9-10 間 3.9  0.0  － 1.4  0.0   

10 2.7  0.0  29.0 2.7  0.0  30.5 

10-11 間 1.9  0.0  － 2.6  0.0   

11 1.3  0.0  33.8 3.1  0.0  32.2 

11-12 間 1.6  0.0  － 0.8  0.0   

12 2.9  0.0  34.6 2.0  0.0  38.0 

12-13 間 0.6  0.0  － 2.0  0.0   

13 1.0  0.0  37.4 1.2  0.0  40.8 

13-14 間 0.9  0.0  － 1.0  0.0   

14 1.7  0.0  36.0 1.0  0.0  41.5 

14-15 間 1.3  0.0  － 0.8  0.0   

15 1.8  0.0  40.8 0.0  0.0  39.4 

15-16 間 3.1  0.0  － 2.3  0.0   

16 1.8  0.0  41.1 0.0  0.0  40.8 

16-1 間 1.8  0.0  － 3.5  0.0   

平均 2.2  0.0  32.2 1.7  0.0  32.4 

最大 4.7  0.0  41.1 3.5  0.0  41.5 

最小 0.0  0.0  21.2 0.0  0.0  23.7 
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写真4.3.8 中性化状況：No.1-切断位置①（採用；上側） 

 

 

 

 

写真4.3.9 中性化状況：No.1-切断位置②（採用；上側） 

  

中空部に中詰

めコンクリー

トあり 

中空部に木くずと

土砂が詰められて

いた。 

なお、先端部の木

くずと土砂の範囲

は作業上の都合で

調べておらず、不

明。 

1 

7 

6 5 

4 

3 

2 
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11 
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2）試験体：No.2 

 

 

 

 

 (a) No.2 杭体写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 4800mm 地点は、かぶりコンクリートが剥落してスパイラル鉄筋が露出している部分となるが、施工中にかぶりコンクリートが剥落した可能性があり除外。 

 (b) No.2 ひび割れ図および自然電位測定結果 

図 4.3.11 切断位置：No.2 

表 4.3.5 中性化深さ測定結果：No.2 

切断位置 ① ② ③ ④ 

測定（採用）側 上側 上側 上側 下側 

軸方向鉄筋 

No. 

中性化深さ 
軸方向鉄筋 

かぶり 
中性化深さ 

軸方向鉄筋 

かぶり 
中性化深さ 

軸方向鉄筋 

かぶり 
中性化深さ 

軸方向鉄筋 

かぶり 

外面 中空部 規格：24mm 外面 中空部 規格：24mm 外面 中空部 規格：24mm 外面 中空部 規格：24mm 

(mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) 

1 12.1 1.2 20.7 4.2 0.0 25.6 7.7 0.0 21.1 0.5 0.0 18.4 

1-2 間 11.2 0.0 － 0.0 0.0 － 9.6 0.0 － 0.0 2.7 － 

2 10.8 0.0 23.6 0.0 0.0 22.5 4.6 0.0 19.0 0.0 0.0 15.7 

2-3 間 10.5 0.0 － 0.0 0.0 － 0.0 0.0 － 0.0 0.0 － 

3 9.2 0.0 24.3 0.0 0.0 17.8 0.0 3.2 16.5 1.0 0.0 16.5 

3-4 間 7.5 0.0 － 6.4 0.0 － 0.0 5.8 － 5.0 0.0 － 

4 8.3 1.3 25.2 0.0 3.0 15.8 0.0 0.0 15.0 0.0 0.0 18.1 

4-5 間 9.2 1.2 － 0.0 0.0 － 7.4 2.8 － 1.1 1.8 － 

5 11.4 0.0 22.1 5.2 0.0 14.8 7.0 5.4 18.0 0.0 1.2 19.4 

5-6 間 6.2 2.5 － 2.5 4.4 － 8.2 5.3 － 0.0 1.3 － 

6 8.8 0.0 15.9 4.8 4.1 14.3 0.0 3.9 18.6 0.0 1.4 23.0 

6-7 間 8.0 1.5 － 0.0 0.0 － 0.0 2.2 － 0.0 0.0 － 

7 10.2 0.0 11.8 10.3 1.8 18.3 4.9 2.0 22.4 20.0 0.0 22.9 

7-8 間 10.1 1.2 － 0.0 3.0 － 7.8 0.0 － 0.0 1.6 － 

8 7.7 1.8 15.1 0.0 0.0 21.8 2.5 1.1 25.3 0.0 1.8 21.0 

8-1 間 12.1 2.3 － 0.0 2.3 － 5.1 0.0 － 2.3 0.0 － 

平均 9.6 0.8 19.8 2.1 1.2 18.9 4.1 2.0 19.5 1.9 0.7 19.4 

最大 12.1 2.5 25.2 10.3 4.4 25.6 9.6 5.8 25.3 20.0 2.7 23.0 

最小 6.2 0.0 11.8 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 15.0 0.0 0.0 15.7 

汚れがひどく、高圧洗浄では落とせない範囲 

@100mm 

既往または新規のひび割れか不明のため除外 

杭頭除外区間 

かぶりコンクリート剥離部分 

※1 （mV は 25℃に換算） 

はつり範囲 

No.2 の切断位置 

①杭頭部は、自然電位を測定している図 4.3.11(b)の 100mm

付近を切断 

②はつり箇所と同等の自然電位位置と考えられる図 4.3.11 

(b)の 2400mm付近を切断 

③中央位置は、ひび割れを回避した図 4.3.11(b)の 4200mm

付近を切断 

④杭先端付近は、図 4.3.11(b)の 8800mm付近を切断 

切断位置① 切断位置② 切断位置③ 

切断位置④ 
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写真 4.3.10 中性化状況：No.2-切断位置①（採用；上側） 

 

 

写真 4.3.11 中性化状況：No.2-切断位置②（採用；上側） 

 

 

写真 4.3.12 中性化状況：No.2-切断位置③（採用；上側） 

 

 

写真 4.3.13 中性化状況：No.2-切断位置④（採用；下側） 

 

写真 4.3.14 中性化拡大：No.2-切断位置④（採用；下側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.3.15 中性化の詳細状況：No.2-切断位置④（採用；下側） 

3 先端付近で中性化

が極端に深い箇所

あり。 

かぶり：22.9mm 

かぶり部中性化

深さ：20.0mm 

コンクリートがなく、空

洞のような箇所あり 

最大中性化深さ：

31.0mm 

中空部に砂が詰

められていた。 

中空部に砂・砂

利が詰められて

いた。 

3 

2 

1 
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軸方向鉄筋 No.3 

型枠の繋ぎ目部分のジャンカが原因 

・図 4.3.11(b)の 8700mm から 9000mm の位置まで、肉眼で

ジャンカを確認した。また、8700mm より上側と杭断面に

おける対象側（反対側）にジャンカは見られなかった。 

・試験体の杭表面には、型枠（杭軸方向）の繋ぎ目がわか

る凸状の膨らみまたはスジが杭頭から杭先端にかけて見

られた。なお、軸方向鉄筋 No.3 は、型枠の繋ぎ目に添う

ような形で配置されていた。 
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3）試験体：No.3 

 

 

 

 

 

 

(a) No.3 杭体写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) No.3 ひび割れ図および自然電位測定結果 

図 4.3.12 切断位置：No.3 

表 4.3.6 中性化深さ測定結果：No.3 

切断位置 ① ② ③ 

測定（採用）側 上側 上側 下側 

軸方向鉄筋 

No. 

中性化深さ 
軸方向鉄筋 

かぶり 
中性化深さ 

軸方向鉄筋 

かぶり 
中性化深さ 

軸方向鉄筋 

かぶり 

外面 中空部 規格：25mm 外面 中空部 規格：25mm 外面 中空部 規格：25mm 

(mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) 

1 1.3 0.0 19.9 0.0 0.0 19.6 1.0 0.0 31.8 

1-2 間 0.0 0.0 － 8.1 0.0 － 1.2 0.0 － 

2 0.0 0.0 22.1 7.8 0.0 26.5 0.9 0.0 35.3 

2-3 間 0.0 0.0 － 0.0 0.0 － 0.5 0.0 － 

3 3.5 0.0 26.2 0.0 0.0 27.0 0.5 0.0 27.2 

3-4 間 1.0 0.0 － 0.0 0.0 － 1.0 0.0 － 

4 0.0 0.0 27.3 0.0 0.0 25.9 0.5 0.0 26.5 

4-5 間 0.7 0.0 － 0.0 0.0 － 0.0 0.0 － 

5 0.7 0.0 31.0 4.7 0.0 26.9 0.0 0.0 28.0 

5-6 間 1.7 0.0 － 1.0 0.0 － 0.0 0.0 － 

6 0.0 0.0 27.3 0.0 0.0 28.6 0.0 0.0 30.0 

6-7 間 1.0 0.0 － 0.0 0.0 － 0.9 0.0 － 

7 1.2 0.0 20.9 0.0 0.0 24.5 1.1 0.0 36.0 

7-1 間 2.2 0.0 － 0.0 0.0 － 1.0 0.0 － 

平均 1.0 0.0 25.0 1.5 0.0 25.6 0.6 0.0 30.7 

最大 3.5 0.0 31.0 8.1 0.0 28.6 1.2 0.0 36.0 

最小 0.0 0.0 19.9 0.0 0.0 19.6 0.0 0.0 26.5 

@100mm 
杭頭除外区間 

（mV は 25℃に換算） 

はつり範囲 

切断位置① 切断位置② 切断位置③ 

No.3 の切断位置 

①杭頭部は、ひび割れを回避した図

4.3.12(b)の 200mm付近を切断 

②中央位置は、ひび割れを回避した図

4.3.12 (b)の 3050mmmm付近を切断 

③杭先端付近は、図 4.3.12 (b)の

6100mm付近を切断 

 

写真 4.3.16 中性化状況：No.3-切断位置①（採用；上側） 

 

写真 4.3.17 中性化状況：No.3-切断位置②（採用；上側） 

 

写真 4.3.18 中性化状況：No.3-切断位置③（採用；下側） 
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た。 
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①No.1 の中性化状況について 

・杭体の中間付近の中性化深さは 0.0mm～4.7mm、先端付近の中性化深さは 0.0mm～3.5mm で、地盤

深度が深い位置にあった先端付近の方が、中性化深さが小さい結果となった。 

 

 ②No.2 の中性化状況について 

・杭体の杭頭付近の中性化深さは 6.2mm～12.1mm で、内側においても中性化が見られ、最大 2.5mm

の中性化深さがあった。また、かぶりの平均 19.8mm に対し中性化深さ平均 9.6mm と、かぶりの厚

さの約半分が中性化していた。 

・杭体で最も自然電位の計測結果が低い位置での中性化深さは 0.0mm～10.3mm で、内側においても

中性化が見られ、最大 4.4mm の中性化深さがあった。外側の中性化深さの平均は 2.1mm となって

おり、中性化深さが 10.3mm と一部分で中性化が集中した箇所が見られた。この付近の表面を調査

したところ、コンクリート表面が削られたような跡があった。これは、打撃による貫入時に地盤中

の突起物と接触により削れたものと推察された。運搬時の吊りワイヤの削れた跡付近では中性化が

深くなっている傾向は見られなかった。これより、施工時に杭体表面が削れた場合、中性化の進行

が速いことが分かった。 

・杭体の中心付近の中性化深さは 0.0mm～9.6mm で、内側においても中性化が見られ、最大 5.8mm の

中性化深さがあった。また、杭体で最も自然電位の計測結果が低い位置と同様に杭体表面で施工時

の削れ跡付近で中性化が深い結果となった。 

・杭体の先端付近の中性化深さは 0.0mm～20.0mm で、内側においても中性化が見られ、最大 2.7mm

の中性化深さがあった。外側の中性化深さで 20.0mm と深い位置があり、軸方向鉄筋に達するほど

の場所があった。コンクリートがなく、空洞のような箇所が見られ、図 4.3.11(b)の 8700mm から

9000mm の位置まで杭体軸方向に平行な巣が肉眼で確認できた。型枠（杭軸方向）の繋ぎ目と考え

られる凸状の膨らみまたはスジが杭頭から杭先端にかけて見られた後に添って見られ、8700mm よ

り上側と杭断面における対象側（反対側）には見られなかった。この原因として、杭製造時に型枠

の継ぎ目からコンクリートのモルタルが漏れたことによってできたジャンカが原因と考えられる。

ただし、中性化が軸方向鉄筋にまで達していたが、軸方向鉄筋に腐食は見られなかった。 

 

 ③No.3 の中性化状況について 

・杭体の杭頭付近の中性化深さは 0.0mm～3.5mm で、平均 1.0mm であった。 

・杭体の中間付近の中性化深さは 0.0mm～8.1mmで、平均 1.5mm であった。外側の中性化深さにおい

て、中性化深さが一部分で集中した箇所が見られた。この付近の表面を調査したところ、コンクリ

ート表面が削られたような跡の付近でみられたことから、②と同様の傾向が見られた。 

・杭体の先端付近の中性化深さは 0.0mm～1.2mm で、平均 0.6mm であった。 

 

 

  



 111 

４．３．５ 調査結果の考察 

橋梁の撤去の際の地中に埋設された既設杭を収集し、ひび割れと鋼材の腐食状況の調査した結果の考

察を以下に示す。なお、既設杭は 50 年以上地中に埋設されたRC 杭となる。 

 

・No.1 は杭周にわたるようなひび割れはみられず、調査対象区間において自然電位が-100～-200mV

と鋼材が腐食しにくい環境となっている。これは、河川内に埋設された杭であり、埋設期間中は水

中に位置し、かつひび割れが少ないことから、杭体の鋼材が腐食しにくい環境となっていたと考え

られる。 

 

・No.2 は茨城県内にあった橋梁の既設杭であり、撤去は 2012 年に実施されており、東北地方太平洋

沖地震によって震災を受けた杭となる。また、No.2 では、図4.3.2のひび割れ図をみると全体にわ

たって杭周にわたるひび割れが数多く見られ、No.3 とNo.2 を比較すると、No.2 はNo.3 よりもひび

割れが多いことから、地震時の繰返し荷重による影響によって生じたひび割れが多く含まれている

と推察される。 

 

・No.2 で最も自然電位が低い値を示したのは、図4.3.5の 2300mm 地点の軸方向鉄筋No.3、No.4 付

近で-504mV となった。なお、ひび割れ図の図4.3.2での位置とはつり前の写真4.3.2と照らし合

わせると、ひび割れ付近での測定結果となっている。また、ひび割れは、はつり前の写真4.3.2と

はつり後の写真4.3.3をみると、スパイラル鉄筋に添うように入り、スパイラル鉄筋の位置まで達

していた。鋼材の腐食状況については、錆はひび割れに添ようにスパイラル鉄筋および軸方向鉄筋

の表面で生じている。ただし、錆はひび割れ付近のみで、そこより離れた位置に錆は生じていなか

った。 

 

・No.2 では、最も自然電位が低い位置ではつりにより鋼材の腐食状況を観察した結果、ひび割れ付近

で腐食を確認した。なお、ひび割れは埋設期間中いつ生じたものか不明であるが、打撃工法の施工

時または地震により生じた可能性がある。なお、No.2 は河川内に埋設された杭であり、埋設期間中

は水中に位置していた。 

 

・No.2 は 2012 年に撤去され、2016 年に本報告での調査を行っていること、みられた錆は鋼材表面の

みで断面欠損するほどの錆ではなかったことから、撤去後の約 4 年の期間で生じた可能性がある。 

 また、No.2 と同じ撤去時のRC 杭（同フーチング内にあった杭）について、載荷試験が行われた報

告 7）があり、耐力が低下したという記述はないことから、確認された錆は、たとえ 56 年の供用中

に生じていたとしても杭の耐力に影響がないほどであったと考えられる。 

 

・No.3 は杭周にわたるひび割れがいくつか見られ、最も自然電位が低い値を示したのは、図4.3.6の

1700mm 地点の軸方向鉄筋No.5 付近で-391mV となった。なお、ひび割れ図の図4.3.3での位置と



 112 

はつり前の写真4.3.5と照らし合わせると、ひび割れ付近での測定結果となっている。また、ひび

割れは、はつり前の写4.3.5とはつり後の写真4.3.6をみると、スパイラル鉄筋に添うように入り、

スパイラル鉄筋の位置まで達していた。鋼材の腐食状況については、スパイラル鉄筋および軸方向

鉄筋に腐食は生じていないことを確認した。 

 

・No.3 でのひび割れは、白華現象（エフロレッセンス）がみられたことから、埋設される前か埋設さ

れている期間中に発生したひび割れと考えられる。なお、ひび割れはいつ生じたものか不明である

が、打撃工法の施工時または地震により生じた可能性が高いことが推察される。なお、No.3 は鳥取

県西部地震で震度 5 弱を経験していることがわかっているが被災したという報告はない。 

 

・No.3 では、最も自然電位が低い位置ではつりにより鋼材の腐食状況を観察した結果、ひび割れが発

生しているにも関わらず鋼材が腐食していないことを確認した。なお、ひび割れは埋設される前か

埋設されている期間中に発生したひび割れと考えられ、No.3 は陸地に埋設された杭であり、埋設期

間中は常に水中にある環境と異なる状況にも関わらず、鋼材が腐食していないことを確認した。 
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４．４ まとめ 

本章では、橋梁の撤去の際の地中に埋設された既設杭を収集し、ひび割れと鋼材の腐食状況、コンク

リートの中性化状況の調査を実施した。確認できたのはRC 杭についてである。 

鋼材の腐食状況の調査結果としては、ひび割れによって錆が見られたが、表面にとどまり、断面欠損

になるほどの腐食は生じていなかった。なお、この表面の錆が供用中に生じたものか撤去後に生じたも

のかは不明である。コンクリートの中性化状況の調査としては、軸方向鉄筋にまで達する箇所もあった

が、軸方向鉄筋に腐食は生じていなかった。現在、多く用いられている PHC 杭（PC 杭）については、

調査ができなかったが、PHC 杭はプレストレスが導入され、コンクリート強度は高強度の 80N/mm2以

上であることから、RC 杭よりも鋼材の腐食やコンクリートの中性化の影響は軽微であること考えられ

る。 

今後の調査として、異なる環境条件での既設杭や、地中部に埋設された状態での既設杭の調査を行い、

データの蓄積を行っていきたい。 
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５. 杭列数の違いを考慮した部分係数設定のための基礎的な検討 

 

5.1 概説 

 

地震動の評価には依然として非常に大きな不確定性が介在することは避けられず、橋梁構造が

設計地震動以上の地震力を受け、損傷を受ける可能性はゼロではない。当然、設計時には様々な

安全側の配慮がなされており、設計地震力を超える作用を受けても直ちに倒壊などの重大な被害

が生じることはない。一方で、2011年東北地方太平洋沖地震の後、ある特定の地震動や津波に対

して構造物の安全性を満足させることに加えて、それ以上の作用を受けたとしても過酷事故に至

るような事態を回避する、「危機耐性（anti-catastrophe）」の性能を確保することが提案され

ている。また、設計基準力以上の地震や津波による作用を受けて橋梁構造に機能低下が生じたと

きにも、道路や鉄道ネットワークが早期に復旧できる能力を有するように、「レジリエンス

（resilience）」を考慮した構造設計の必要性も指摘されている。 

危機耐性やレジリエンスを有する橋梁構造の設計法の開発は途上であり、今後も様々な観点か

ら検討される必要はあるが、両者に共通しているのは、安全性を確保するために設定された設計

上の終局限界状態を超える応答が生じたとしても、即座に倒壊などの重大な事態に陥らないよう

にする配慮を求めていると言える。このような配慮の例は、リダンダンシーやロバスト性の確保

であるが、従来、構造設計においてそれらが陽に考慮されることはなかった。このため、例えば

静定構造の単柱式橋脚と不静定構造のラーメン橋脚について、設計地震動に対する安全性照査を

満足した場合には、両者は同じ耐震信頼性を有していると評価されることになる。しかし、本来

は、倒壊につながる限界の状態に対しては、ラーメン橋脚の方が高い信頼性を有していると期待

される。本稿では、リダンダンシーに着目し、橋梁杭基礎を対象として、この倒壊につながる限

界状態に対する余裕度の違いを陽に考慮した耐震設計法についての基礎検討を行った結果を報告

する。 

 

5.2 解析対象橋梁 

 

本検討では、標準的な連続鈑桁橋の中間RC橋脚とこれを支持する杭基礎を解析対象橋梁とした。

杭は場所打ち杭であり、RC橋脚は、平成8年道路橋示方書の規定を満足している。本検討では、

場所打ち杭基礎のプッシュオーバー解析および地震時動的解析におけるリダンダンシーの評価を

目的としているため、橋脚は線形挙動するようにモデル化し、支承条件は固定とした。設計振動

単位は1径間分の上部構造とそれを支持する1基の橋脚と見なせる場合を想定した。 

上部構造およびRC橋脚は、上部構造重量Wu=633.0(tf)の橋梁(以下、橋脚1と略す)を準備した。

場所打ち杭基礎については、選択した地盤モデルのもとで試設計した。その杭基礎の試設計には

プッシュオーバー解析の荷重漸増載荷方式を用い、図5.2.1に示す多質点系骨組みモデルにおいて、

フーチング底面底版位置に対して、上部構造、RC橋脚およびフーチングの慣性力に相当する水平

力およびモーメントを道路橋示方書で定義される杭基礎の降伏点に達するまで漸増して作用させ

た。その杭基礎の降伏点とは、道路橋示方書において、以下の2つが定義されている。①全ての杭
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において杭体が降伏する、②1列の杭の杭頭反力が押込み支持力の上限値に達する。この条件下に

おいて、降伏震度の値を調整しながら杭基礎を試設計した。なお、本検討では、杭体は線形挙動

するようにモデル化しており、降伏の定義が混合しないよう、②を杭基礎系全体の降伏と定義し

た。また、地盤モデルの水平地盤反力度の上限値を表5.2.1に示す。 

 

5.3 本検討で用いるリダンダンシー評価 

5.3.1 限界状態 

ここでは、杭基礎の終局限界状態を考慮してリダンダンシーの評価を行う。本検討では、杭基

礎の「降伏状態」および「終局状態」を限界状態として考慮する。「降伏状態」は、上部構造位

置での水平変位が急増する点とされている。その目安として、道路橋示方書においては一列の杭

頭反力が押込み支持力の上限値に達する状態を「降伏状態」の一つとしている。本検討において

も、一列の杭頭反力が押込み支持力の上限値に達する状態を「降伏状態」と定義する。 

「終局状態」は、基礎天端での応答回転角が0.02radとなる状態と定義した。この許容回転角

(0.02rad)は、道路橋示方書において、橋脚基礎に対して復旧に支障となるような過大な変形や損

傷が生じない限界の回転角とされている。杭列数が少ない橋梁の基礎は、比較的回転が生じやす

いと考えられるため、同じ降伏震度の杭基礎であったとしても、4列杭より2列杭の方が地震動作

用時に終局状態に至りやすいことが予想される。 

 

5.3.2 リダンダンシーの定量化 

本検討では確定論的および確率論的アプローチ、レベル2設計法の3つの考え方を踏まえた耐震

設計式における部分係数を杭列数が違う杭基礎で比較することで、杭列数の違いによるリダンダ

ンシー評価を行う。 

a)確定論的リダンダンシー評価 

確定論的リダンダンシー評価は以下の式により評価する。 

 
降

終

P

P
R    (5.3.1) 

ここに、R：降伏状態と崩壊状態の比による確定論的に評価したリダンダンシー係数、P終：プッ

シュオーバー解析において終局状態に達した際に上部工位置に作用する水平荷重(終局荷重)、   

P降：プッシュオーバー解析において降伏状態に達した際に上部工位置に作用する荷重(降伏荷重) 

である。 

以上の式を用いて、解析対象とする橋梁杭基礎の確定論的評価を行う。用いる杭基礎は、杭列

によらず降伏震度が同じ値になるように設計を行っているため、現行の設計において設計基準を

満たし、等しく評価される構造物のリダンダンシーの差異を定量的に評価することになる。 

b)確率論的リダンダンシー評価 

確率論的リダンダンシー評価は次式によって評価する。 

 )0( EZPPf ＜  1
S

R
Z  (5.3.2) 
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ここに、Pf：設定地震動E発生条件下での、終局状態に関する破壊確率(以下、終局確率)、R：終

局状態における基礎天端の回転角、S：動的解析における基礎天端の最大応答回転角、Z：限界状

態関数である。 

上式を用いて解析対象とする橋梁杭基礎の終局限界状態の到達確率を算出して確率論的評価を

行う。前述の通り、用いる橋梁杭基礎は、杭列数によらず降伏震度が同じ値になるように設計を

行っているため、降伏状態に対する損傷確率は同じ外力が作用した場合には大差ない結果となる。

しかしリダンダンシーの差異により、降伏状態を超えた先の終局状態における損傷確率には違い

が現れる。 

 

5.4 解析モデル 

5.4.1 杭軸方向の地盤抵抗特性のモデル化 

5.4.1.1 杭の軸方向バネ定数 

以下に示す 2 式を用いて、杭の軸方向バネ定数の算定を行った。リダンダンシーの解析に加え

て、これらの式による解析結果の違いについて比較を行う。 

a)平成24年度道路橋示方書における現行の推定式（以下、従来推定式） 

場所打ち杭の軸方向バネ定数 Kv の算定に式(5.4.1)を用い、それを「従来推定式」と呼ぶことと

する。式(5.4.1)は平成 24 年度道路橋示方書における現行の設計における推定式である。これは、

杭の軸方向挙動の可逆性が概ね保証される弾性限界状態に着目して導かれたものである。 

 
L

AE

d

L
K pp

p
v  )15.0031.0(  (5.4.1) 

ここに、L：杭長、dp：杭径、Ep：杭体のヤング係数、Ap：杭体の純断面積である。 

b) 信頼性に基づき新たに提案する推定式（以下、新推定式） 

場所打ち杭の軸方向バネ定数Kvの算定に式(5.4.2)を用い、ここではそれを「新推定式」と呼ぶこ

ととする。杭体変形と杭先端変位に寄与する項を分離し、先端地盤の影響を評価できる書式に見

直し、載荷試験データから求められる軸方向バネ定数を精度よく推定できるように杭工法・杭先

端地盤の種類に応じた係数が設定されている。式(5.4)～式(5.7)により軸方向バネ定数Kvを算定す

る。 
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  (5.4.2) 
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10  (5.4.5) 

ここに、 L：杭長、Ep：杭のヤング係数、Ap：杭の純断面積、Dp：杭先端の径、kv：基準変位量
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に対する杭先端の鉛直方向地盤反力係数、E0：基準変形係数、αv：E0から kvに換算する係数(=1.0)、

Bv：換算載荷幅(Bv = Dp)、γy：降伏支持力に達したときの杭頭に作用する荷重の杭先端への伝達率

の推定値(0≦γy≦1)、γ10：極限支持力に達したときの杭頭に作用する荷重の杭先端への伝達率の

推定値、RP：支持力推定式により求まる杭先端支持力、Ru：支持力推定式により求まる杭の極限

支持力、ζ：杭体収縮量算出のための補正係数(=0.19)、ξ：杭の先端変位量算出のための補正係数

(砂質土の場合は 0.26、粘性土の場合は 0.18)である。 

 

5.4.1.2 杭の軸方向押込み支持力の上限値 

杭の軸方向押込み支持力の上限値 Ru は、道路橋示方書の規定を参考に、式(5.4.6)により算出さ

れる値を用いる。 

  iidu fLUAqR ＝  (5.4.6) 

ここに、qd：杭先端における単位面積あたりの極限支持力度、A：杭先端面積、U：杭の周長、Li：

周面摩擦力を考慮する i 層の層厚、fi： i 層の最大周面摩擦力度である。なお、確率論的な取り扱

いを行う必要から、道路橋示方書に規定されるような杭先端の極限支持力および周面摩擦力度の

上限値は設けていない。 

 

5.4.1.3 杭の軸方向引抜き支持力の上限値 

杭の軸方向引抜き支持力の上限値は、地盤から決まる杭の極限引抜き力 PU+Wp と杭の引張耐力

PPU のうち、いずれか小さい値を上限値 Ptu として与えた。杭の引抜き支持力の上限値 Ptu に関し

ては、道路橋示方書の規定を参考に、式(5.4.7)～式(5.4.9)で算定される値を用いる。 

 
),Wmin( p PUUtu PPP   (5.4.7) 

  fiiU NlUP  (5.4.8) 

 pspyPU AP   (5.4.9) 

ここに、Wp：杭および杭内部の土の有効重量、σpy：杭体の軸方向鉄筋の降伏強度、Aps：杭体の軸

方向鉄筋の総断面積である。 

以上のスケルトンカーブに対し、履歴則としては完全弾塑性型を与えた。図5.2.1に用いた杭基

礎－地盤間の鉛直方向(杭軸方向)抵抗特性(非対称型バイリニアモデル)を示した。 

 

5.4.2 杭軸直角方向の地盤抵抗特性のモデル化 

5.4.2.1 水平地盤反力係数 

杭軸直角方向の抵抗特性は、水平方向地盤反力係数と水平地盤反力度の上限値により表される

完全弾塑性型とした。その際、以下に示す 2 式を用いて、水平地盤反力係数の算定を行った。リ

ダンダンシーの解析に加えて、これらの式による解析結果の違いについて比較を行う。 

a)平成 24 年度道路橋示方書における現行の推定式（以下、従来推定式） 
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地震時水平地盤反力係数 kHE の算定に式(5.4.10)を用い、それを「従来推定式」と呼ぶこととす

る。式(5.12)における係数 ηk、αkは、確定的に扱い、表 5.4.1に示す値を用いることとした。 

 hkkHE kk   (5.4.10) 

 

4/3

0 30









 H

Hh

B
kk  (5.4.11) 

 
H

H

D
B   (5.4.12) 
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4EI

Dk Hh  (5.4.13) 

ここに、kH0：直径 30cm の剛体円板による平板載荷試験値に相当する水平方向地盤反力係数、αk：

表 5.4.1 に示す単杭における水平方向地盤反力係数の補正係数、ηk：表 5.4.1 に示す群杭効果を

考慮した水平方向地盤反力係数の補正係数、 HD ：荷重作用方向に直交する杭基礎の載荷幅、EI ：

杭の曲げ剛性である。 

b) 信頼性に基づき新たに提案する推定式（以下、新推定式） 

地震時水平地盤反力係数khの算定に式(5.4.14)を用い、それを「新推定式」と呼ぶこととする。

式(5.4.15)、式(5.4.16)は、標準貫入試験により地盤調査を行った場合における変形係数E0の推定式

である。式(5.4.15)は粘性土、式(5.4.16)は砂質土における推定式である。 

 
1

0
 HHh BEαk  (5.4.14) 

 
2/1

0 4000NE   (5.4.15) 

 
4/3

0 2700NE   (5.4.16) 

ここに、E0：変形係数、αH：E0からkHに換算する係数(αH =2.6)、BH：換算載荷幅(BH = D)、D：杭

径、E0：基準変形係数(軸ひずみ1%相当)、N：標準貫入試験のN値である。 

 

5.4.2.2 水平地盤反力度の上限値 

水平地盤反力度の上限値 pHU は、道路橋示方書の規定を参考に、式(5.4.17)により算出される値

を用いる。 

 UppHU pp   (5.4.17) 

ここに pU：受働土圧強度、αp：表 5.4.1に示す単杭における水平地盤反力度の上限値の補正係数、

ηp：表 5.4.1 に示す群杭効果を考慮した水平地盤反力度の上限値の補正係数である。ただし、砂

質地盤における中央杭の水平地盤反力度の上限値 pHU は、式(5.4.17)により算出される値の 1/2 を

用いている。 

なお、フーチング前面地盤の取扱については、長期的に安定して存在しており、良質で設計上
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水平抵抗を期待できるような場合には、その地盤反力を考慮できると考えられるが、特定の橋梁

架設地点や地盤条件を対象としていないため、全ての地盤モデルにおいて、フーチング前面地盤

の抵抗を無視することとした。 

 

5.4.3 考慮する不確定性の一覧 

確率論的手法により解析を行う際に、モンテカルロ・シミュレーション法(MCS)を用いる。そ

の際、杭基礎－地盤間の杭軸方向および杭軸直角方向の抵抗特性には、大きな推定誤差が含まれ

ている。本検討で用いる確率変数と統計量を表 5.4.2、表 5.4.3 に示す。表 5.4.2 は、従来推定

式に対して得られる統計量であり、表 5.4.3 は、新推定式に対して得られる統計量である。信頼

性の評価などを行う際は、材料強度に関する確率変数は正規分布、推定式に関する確率変数は対

数正規分布として扱った。 

 

5.4.4 入力地震動 

先に示した解析対象橋梁杭基礎に対して提案手法を用いた信頼性評価を試みる際には、地震動

の生起確率を考慮せずに、与えられた地震動による橋梁杭基礎の応答値を用いて各種計算を行い、

各検討ケースにおいて比較検討する事とした。入力地震動の 1 つに設計地震動として、道路橋示

法書に規定されるレベル 2 地震動のうち TypeⅡ地震動を選定した。用いる解析対象橋梁の杭基礎

は、表 5.4.4、表 5.4.5 に示すように各杭列および降伏震度による固有周期はそれぞれ異なって

いるが、1 次固有周期における標準加速度応答スペクトルが同程度の値が代入される、つまり杭

列によらず橋梁杭基礎に対して同程度の外力が作用するように、Ⅲ種地盤における TypeⅡ地震動

を入力地震動として用いることとした。 

また、用いる橋梁杭基礎は現行の耐震設計を満たすように設計されているため、設計地震動を

入力地震動として用いた動的解析を行った場合には、ほとんどの試行において終局状態に達さな

いことが推測される。そのため、入力地震動として設計地震動以外に、設計地震動の加速度を 1.5

倍にした地震動を与えることとした。図 5.4.1および図 5.4.2に、使用するⅢ種地盤における Type

Ⅱ地震動の時刻歴波形と標準加速度応答スペクトルを示した。 

 

5.5 解析対象橋梁杭基礎のリダンダンシー評価 

5.5.1 確定論的手法(プッシュオーバー解析)による統計 

確定論的手法によるリダンダンシー評価は、以下の手順により行う。 

 

ⅰ)解析対象橋梁杭基礎に対して、プッシュオーバー解析を行い、降伏状態において上部工位置

に作用する荷重(降伏荷重)、終局状態における上部工位置に作用する荷重(終局荷重)を求める。 

ⅱ)プッシュオーバー解析により得られた降伏荷重および終局荷重を用いて、以下の式からそれ

ぞれ解析対象橋梁杭基礎の確定論的リダンダンシーの評価を行う。 

 
降

終

P

P
R    (5.5.1) 
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ここに、R：降伏状態と終局状態の比による確定論的に評価したリダンダンシー係数、P終：プッ

シュオーバー解析において終局状態に達した際に上部工位置に作用する水平荷重(終局荷重)、  

P降：プッシュオーバー解析において降伏状態に達した際に上部工位置に作用する荷重(降伏荷重) 

である。 

式(5.5.1)により算出されるリダンダンシー係数Rは降伏状態および終局状態における荷重の比

を表しており、値が大きいほど降伏状態から終局状態に至るまでに余裕があるといえる。つまり、

リダンダンシー係数Rが大きければ大きいほど、静的解析上でのリダンダンシーは大きいといえる。 

以上の手順に従い、式(5.5.1)を用いてリダンダンシー係数Rを計算した結果を表5.5.1および表

5.5.2に示す。また、荷重漸増解析により得られた上部工位置における水平荷重－変位関係を図

5.5.1に示す。また、上部工位置における水平荷重－変位関係の推定式による違いの比較を図5.5.2

に示す。 

表5.5.1、表5.5.2をみると、杭列数の多い橋梁の方が終局荷重・リダンダンシー係数Rが大きく

なっており、リダンダンシーに優れた構造であると評価できる。また、図5.5.1をみると、2列杭

は特に降伏後の剛性・荷重増分が小さく、リダンダンシーに乏しい構造であるといえる。杭列数

が多くなると降伏後の剛性・荷重増分が大きくなり、それに伴ってリダンダンシーも大きくなる。

また、上部工位置の水平変位が大きくなれば大きくなるほど、杭列数によるリダンダンシーの差

が大きくなることが分かる。 

また、推定式の違いによる解析結果の比較について考察する。表5.5.1、表5.5.2をみると、従

来推定式よりも新推定式を用いた場合の方がリダンダンシー係数Rが大きくなっている。それは、

新推定式により再計算をした際、降伏荷重が小さくなったからだと考えられる。そのため、降伏

荷重と終局荷重の差が大きくなり、リダンダンシー係数Rが大きくなったと考察できる。また、図

5.5.2をみると、4列杭は推定式による違いがあまりないが、2列杭は新推定式を用いた場合の方が

初期の剛性がやや大きくなることが分かる。それは、新推定式における鉛直ばねの剛性Kvは、主

に杭径などの諸元により大きく影響を受けるため、杭一本あたりの径が大きい2列杭が強く影響を

受けたと考えられる。 

以上により、解析対象とする橋梁杭基礎は杭列数が増えるほど冗長性に優れる構造となってい

ることが確定論的手法から確認された。 

  

5.5.2 確率論的手法(動的解析)による統計 

確率論的手法によるリダンダンシー評価は、以下のように行う。図5.2.1に示す動的解析モデル

において、杭軸方向および杭軸直角方向の各バネ値にばらつきを与えてMCS法を行い、得られた

構造物の基礎天端における最大応答回転角と許容回転角(0.02rad)を比較して、終局状態における

破壊確率Pfを式(5.3.2)により算出する。 

各杭列における降伏震度を合わせているため、降伏状態を考慮した場合の損傷確率には差が出

ない構造物でも、終局状態までのリダンダンシーの程度の差により、終局確率には差が出るもの

と思われる。動的解析で用いる入力地震動は、Type2-3-1の地震動およびType2-3-1の地震加速度を

1.5倍とした地震動を用いた、また、MCS法を行う際の水平地盤バネ定数の推定法は表5.4.2、表
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5.4.3に示す水平載荷試験より推定した値を用いた。以上の解析条件のもとで、各杭列における橋

梁杭基礎に対する動的解析を行い、破壊確率を算出した。 

Type2-3-1の地震動を作用させた際の破壊確率Pfの値を表5.5.3、表5.5.4に、その分布を図5.5.3

に示す。Type2-3-1の1.5倍の地震動を作用させた際の破壊確率Pfの値を表5.5.5、表5.5.6に、その

分布を図5.5.4に示す。Type2-3-1の地震動を作用させた際の基礎天端における応答回転角に関する

確率密度関数を図5.5.5に、その推定式による違いの比較を図5.5.6に示す。Type2-3-1の1.5倍の地

震動を作用させた際の基礎天端における応答回転角に関する確率密度関数を図5.5.7に、その推定

式による違いの比較を図5.5.8に示す。 

表5.5.3、表5.5.4および図5.5.3をみると、Type2-3-1の地震動を作用させた際は、各杭列数にお

ける破壊確率は小さく、地盤抵抗特性に対して特に小さい乱数が入力された場合のみに終局する

ことが分かる。一方、表5.5.5、表5.5.6および図5.5.4をみると、Type2-3-1の1.5倍の地震動を作

用させた際は、特に2列杭の場合における破壊確率が大きくなっている。この結果から、杭列数が

少ない場合、強い地震動を入力した際に、基礎天端の応答回転角が大きくなりやすいといえる。

また、図5.5.5をみると、Type2-3-1の地震動を作用させた際の基礎天端における応答回転角は、杭

列数が大きくなるほど平均値・ばらつきが小さくなることが分かる。図5.5.7をみると、Type2-3-1

の1.5倍の地震動を作用させた際の基礎天端における応答回転角は、分布形状から、よりばらつき

の影響を受けやすいことが分かる。 

また、推定式の違いによる解析結果の比較について考察する。図5.5.6、図5.5.8をみると、従

来推定式よりも新推定式を用いた場合の方が応答回転角の確率密度関数は平均値・ばらつきが小

さくなっていることが分かる。この理由は、新推定式は従来推定式を用いる場合よりも、水平地

盤反力係数に与える乱数の変動係数が小さいからだと考えられる。 

以上により、杭列数が増えるほど、破壊確率が小さくなっていることが確認され、確率論的に

リダンダンシーに差があることが確認された。 
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表 5.2.1 地盤モデル 

 
地盤の種

類 
層厚(m) 

水平地盤反力度の上限値 

橋軸方向 橋軸直角方向 

PHu(tf/m
2) PHu(tf/m

2) 

1 列目 2 列目以降 1 列目 2 列目以降 

第 1 層 粘性土 2.50 
15.89 

18.89 

15.89 

18.89 

15.89 

18.89 

15.89 

18.89 

第 2 層 砂質土 4.00 
50.85 

75.54 

25.42 

37.77 

50.85 

75.54 

25.42 

37.77 

第 3 層 粘性土 3.50 
23.69 

27.89 

23.69 

27.89 

23.69 

27.89 

23.69 

27.89 

第 4 層 砂質土 3.50 
112.18 

143.36 

56.09 

71.68 

112.18 

143.36 

56.09 

71.68 

第 5 層 砂質土 1.40 
245.24 

266.58 

122.62 

133.29 

245.24 

266.58 

122.62 

133.29 

 

注)フーチング底面までの土被りは 2.7m である。 
 

表 5.4.1 適合性が得られた係数 p 、 k 3.6) 

 p  k  k  p  

砂質地盤 1.5 3.0 2/3 
pp 杭載荷直角方向の

杭の中心間隔/杭径( p ) 

粘性土地盤 1.5 1.5 2/3 1.0 
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表 5.4.2 モデル誤差に関する統計量（従来推定式） 

 特性値 平均ν 変動係数 COV 

杭
の
軸
方
向 

ば
ね
定
数 

場所打ち工法 Kv 1.14 0.60 

水
平
地
盤
ば
ね
定
数 

水平載荷試験から推定した場合 

kh 

1.00 0.25 

地盤の変形係数を直接的に推定した場

合 
1.00 0.45 

N 値から推定した場合（砂質土 N≧5) 1.00 0.60 

N 値から推定した場合（粘性土 N≧5) 1.00 0.70 

N 値から推定した場合（N＜5) 1.00 1.00 

 

 

表 5.4.3 モデル誤差に関する統計量（新推定式） 

 特性値 平均ν 変動係数 COV 

杭
の
軸
方
向 

ば
ね
定
数 

場所打ち工法 Kv 1.11 0.58 

水
平
地
盤
ば
ね
定
数 

粘性土(標準貫入試験) 

kh 

1.00 0.47 

砂質土(標準貫入試験) 1.00 0.41 

 

表 5.4.4 杭基礎の降伏震度および固有周期(従来推定式) 

杭列数 杭基礎の降伏震度 固有周期(s) 

2×3 0.664 0.723 

3×3 0.664 0.602 

4×3 0.664 0.529 
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表 5.4.5 杭基礎の降伏震度および固有周期(新推定式) 

杭列数 杭基礎の降伏震度 固有周期(s) 

2×3 0.634 0.656 

3×3 0.647 0.559 

4×3 0.658 0.501 

 

 

表 5.5.1 確定論的リダンダンシー評価(従来推定式) 

杭列数 降伏震度 P 降 P 終 
降

終

P

P
R   

2 列 0.664 420.3 507.7 1.208 

3 列 0.664 420.3 545.6 1.298 

4 列 0.664 420.3 560.2 1.333 

 

 

表 5.5.2 確定論的リダンダンシー評価(新推定式) 

杭列数 降伏震度 P 降 P 終 

降

終

P

P
R   

2 列 0.634 401.3 502.6 1.252 

3 列 0.647 409.6 542.5 1.325 

4 列 0.658 416.5 559.6 1.343 

 

  

表 5.5.3 確率論的リダンダンシー評価 Type2-3-1(従来推定式) 

杭列数 地震動 降伏震度 破壊確率Pf 

2列 Type2-3-1 0.664 0.022 

3列 Type2-3-1 0.664 0.003 

4列 Type2-3-1 0.664 0.001 
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表 5.5.4 確率論的リダンダンシー評価 Type2-3-1(新推定式) 

杭列数 地震動 降伏震度 破壊確率Pf 

2列 Type2-3-1 0.634 0.008 

3列 Type2-3-1 0.647 0.002 

4列 Type2-3-1 0.658 0.000 

 

 

表 5.5.5 確率論的リダンダンシー評価 Type2-3-1×1.5(従来推定式) 

杭列数 地震動 降伏震度 破壊確率Pf 

2列 Type2-3-1 ×1.5 0.664 0.428 

3列 Type2-3-1 ×1.5 0.664 0.170 

4列 Type2-3-1 ×1.5 0.664 0.041 

 

 

表 5.5.6 確率論的リダンダンシー評価 Type2-3-1×1.5(新推定式) 

杭列数 地震動 降伏震度 破壊確率Pf 

2列 Type2-3-1 ×1.5 0.634 0.301 

3列 Type2-3-1 ×1.5 0.647 0.102 

4列 Type2-3-1 ×1.5 0.658 0.019 
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水平変位 鉛直変位 

鉛直力 水平力 

履歴則：バイリニアモデル 履歴則：バイリニアモデル 
(スケルトンカーブ：非対称) 

杭－地盤間 
杭軸直角方向非線形モデル 

杭－地盤間 
杭軸方向非線形モデル 

 

耐震設計上の 
基盤面 

自由地盤系の 
応答変位入力 

剛体部 

非線形はり要素 

 
図 5.2.1 解析対象橋梁の多質点系骨組みモデル 
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図 5.4.2 道路橋示方書 TypeⅡ地震動標準加速度応答スペクトルと適

合加速度波形の応答スペクトルの比較(Ⅲ種地盤) 

図 5.4.1 道路橋示方書 TypeⅡ地震動の標準加速度応答スペクトルに 

適合させた加速度波形(Ⅲ種地盤) 
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(a)従来推定式の場合 

 

 

(b)新推定式の場合 

 

図 5.5.1 荷重漸増解析における上部工位置の水平荷重－水平変位関係 
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(a)2 列杭 

 

 

(b)3 列杭 

 

 

(c)4 列杭 

 

図 5.5.2 上部工位置の水平荷重－水平変位関係の推定式による比較 
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(a)従来推定式の場合 

 

 
(b)新推定式の場合 

 

図 5.5.3 確率論的リダンダンシー評価における各杭列数での破壊確率 Pf 

(Type2-3-1 の地震波を使用) 

 

 

 

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

2列杭 3列杭 4列杭

破
壊
確
率

杭列数

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

2列杭 3列杭 4列杭

破
壊

確
率

杭列数



131 

 

 

(a)従来推定式の場合 

 

 
(b)新推定式の場合 

 

図 5.5.4 確率論的リダンダンシー評価における各杭列数での破壊確率 Pf 

(Type2-3-1 を 1.5 倍にした地震波を使用) 
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(a)従来推定式の場合 

 

 

(b)新推定式の場合 

 

図 5.5.5 基礎天端における応答回転角に関する確率密度関数 Type2-3-1 

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05

確
率

密
度

関
数

応答回転角(rad)

2列杭

3列杭

4列杭

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05

確
率

密
度

関
数

応答回転角(rad)

2列杭

3列杭

4列杭



133 

 

 
(a)2 列杭 

 

 
(b)3 列杭 

 

 
(c)4 列杭 

 

図 5.5.6 基礎天端における応答回転角に関する確率密度関数の 

推定式による比較 Type2-3-1 
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(a)従来推定式の場合 

 

 

(b)新推定式の場合 

 

図 5.5.7 基礎天端における応答回転角に関する確率密度関数 Type2-3-1×1.5 
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(a)2 列杭 

 

 
(b)3 列杭 

 

 
(c)4 列杭 

 

図 5.5.8 基礎天端における応答回転角に関する確率密度関数の 

推定式による比較 Type2-3-1×1.5 
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5.6 リダンダンシーを考慮した橋梁杭基礎の耐震設計の提案 

5.6.1 概説 

ここでは、前節までの確定論的視点および確率論的視点を踏まえた上で、リダンダンシーを考

慮した耐震設計式の提案を行う。また、ケーススタディを通して、本提案の耐震設計式における

部分係数の算定・評価を行う。 

 

5.6.2 提案する耐震設計式 

5.6.2.1 リダンダンシー係数を取り入れた耐震設計式の提案 

 リダンダンシー評価のためにレベル 2 の信頼性設計法に基づいた耐震設計式を提案する。レベ

ル 2 の信頼性設計法とは、破壊可能性を確率論に基づく手法によって制御する方法であり、信頼

性指標 βをその制御パラメータとする。式(5.6.1)の部分係数式を用いることで、リダンダンシーの

違いを考慮する。本耐震設計式により、地震後の供用性に影響するような基礎の回転が生じない

ことを照査できる。 

 ru     (5.6.1) 

ここに、θu：基礎天端の許容回転角(0.02rad)、θr：基礎天端の応答回転角、：リダンダンシーを

考慮するための部分係数である。部分係数の算定式は、抵抗および作用の確率変数が従う確率分

布により異なる。本検討では、動的解析により得られる最大応答回転角の確率密度関数が、対数

正規分布により概ね近似できたことから、次式により部分係数を算定する。 

 



   (5.6.2) 
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   (5.6.5) 

ここに、および ：部分係数、VRおよび VS：許容回転角および応答回転角の変動係数、Rnおよ

び Sn：許容回転角および応答回転角の特性値、μRおよび μS：許容回転角および応答回転角の平均

値、ζRおよび ζS：許容回転角および応答回転角の対数標準偏差、αRおよび αS：感度係数である。 

この設計式における部分係数により、リダンダンシーの差異を考慮した優劣性を表すことが

できる。部分係数が大きいほど式(5.6.1)の照査を満足させることが容易となり、リダンダンシー
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に優れているといえる。ここでは、同じ解析条件における各杭列数での部分係数の値を比較す

ることで、杭基礎のリダンダンシーを評価する。 

 

5.6.2.2 部分係数の定め方 

部分係数は、以下のステップにより算出される。 

 

a) ステップ 1：解析条件設定 

 地盤条件、杭列数、入力地震動、終局条件の定義など、解析条件の設定を行う。 

b) ステップ 2：解析対象橋梁における MCS 法を用いた動的解析 

ステップ 1 にて設定した解析対象橋梁杭基礎に対して動的解析を行い、設定地震動 E 発

生条件下での基礎天端の最大応答回転角 θrを求めて、許容回転角 θuとの比較から以下の計

算式により破壊確率を算出する。最大応答回転角 θr のばらつきの要因としては、前節に示

したように、地盤ばねの抵抗特性の推定に関する不確定性を考慮している。最大応答回転

角 θrの統計量の算定には 1000 回のモンテカルロシミュレーションを用いた。  

 )0( EZPPf ＜  1
r

uZ



  (5.6.7) 

0Z ：安全状態 

0Z ：限界状態 

0Z ：損傷状態 

ここに、Pf：崩壊確率、θu：許容回転角(=0.02rad)、θr：動的解析における基礎天端の最大

応答回転角、Z：限界状態関数である。 

 

c) ステップ 3：解析対象橋梁の信頼性指標 βの評価 

 解析対象橋梁の信頼性指標 βは、レベル 2 の信頼性設計法に基づき、以下のような式を

用いて算出する。ここでは、式(5.6.8)のような限界状態関数 Z を仮定し、信頼性指標 β を

算出する。 

 1
S

R
Z   (5.6.8) 

 22
SR

SR











  (5.6.9) 

ここに、R：許容回転角(=0.02rad)、S：動的解析における基礎天端の最大応答回転角、λR

および λS：許容回転角および応答回転角の対数平均、ζR および ζS：許容回転角および応答

回転角の対数標準偏差である。 

 

d) ステップ 4：目標信頼性指標 βTの設定 

 ステップ 3 において算出した解析対象橋梁の信頼性指標 βを踏まえた上で、目標信頼性

指標 βTを設定する。目標信頼性 βTの値は、部分係数との関係を検討するため、0.5、1.0、
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1.5、2.0、2.5、3.0、3.5、4.0、4.5、5.0 の 10 パターンおよび算出された 3 列杭の信頼性指

標 βを扱うものとする。 

 

e) ステップ 5：耐震設計式における部分係数の算定 

終局限界状態に至る確率を目標信頼性 βTにより調節し、杭基礎が満たすべき耐震設計式

および部分係数の値を算定する。 

 ru     (5.6.10) 

ここに、θu：基礎天端の許容回転角(0.02rad)、θr：基礎天端の応答回転角、：リダンダン

シーを考慮するための部分係数である。 

 

以上 a)～e)による計算フローを図 5.6.1にまとめて示す。 

 

5.6.3 ケーススタディ 

5.6.3.1 解析条件 

 解析条件を以下に示す。 

a)杭列数 

杭列数に関しては 2×3、3×3、4×3 列の 3 種類に設定し、杭列数の違いにより構造システムの違

い、不静定次数の違いを定義して、部分係数によってリダンダンシーの程度を検討する。その際、

杭体の断面積を調節して杭列数の違いによらず降伏震度を同一に設定することで、各杭列数にお

いて杭基礎が同じ強さをもつように設定する。つまり、杭列数が少ない杭基礎の方が一本当たり

の杭が強くなるように試設計した。 

b)地盤条件 

杭軸方向バネ定数および杭軸直角方向バネ定数に関しては、従来推定式と新推定式の 2 パター

ンを扱う。なお、杭軸方向バネ定数および鉛直地盤の極限値、杭軸直角方向バネ定数および水平

地盤反力度上限値に対して、対数正規分布に従う乱数を各々1000 個発生させて、各抵抗特性にそ

れぞれ割り当てた。杭軸直角方向に関しては、各地層間に独立な乱数を用いてバネ定数および水

平地盤反力度の上限値を算出した。なお、同一地層内においては、各抵抗特性の空間的なばらつ

きは考慮せず、完全相関の関係にあり、また各地層間毎の相関性はないと仮定している。そして、

一様乱数から対数正規分布に従う乱数に変換する際の平均値は前記した値であり、変動係数は、

表 5.4.2、表 5.4.3の値を用いている。  

c)目標破壊確率 

目標破壊確率は、前述のとおり設定した目標信頼性指標 βTにより目標破壊確率を調節する。な

お、前述のとおり、目標信頼性 βT の値は、部分係数との関係を検討するため、0.5、1.0、1.5、

2.0、2.5、3.0、3.5、4.0、4.5、5.0 の 10 パターンおよび算出された 3 列杭の信頼性指標 βを扱うも

のとする。 

d)入力地震動 

Type2-3-1 の設計地震動、設計地震動の波形を 1.5 倍した地震動を使用した。 
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e)終局状態の定義 

終局状態の定義は前記した通り、基礎天端での応答回転角が 0.02rad となる状態と定義した。 

 

以上より、解析条件は、目標信頼性指標の 10 パターンを除くと杭列毎に 4 パターンあり、それ

ぞれの動的解析結果からリダンダンシーを考慮した部分係数が算出される。解析条件の一覧を表

5.6.1に示す。 

 

5.6.3.2 解析結果 

5.6.3.2.1 信頼性指標 βの計算・評価 

基礎天端における最大応答回転角の MCS による動的解析結果を用い、各解析条件における信頼

性指標 βを計算した。表 5.6.2、表 5.6.3に計算結果の一覧を示す。また、図 5.6.2～図 5.6.7に、

信頼性指標 β を算定する過程で得られた杭基礎の解析結果のうち、地盤バネ値を従来推定式で求

めた場合の各杭列数における基礎天端の最大応答回転角のヒストグラムを示す。 

表 5.6.2、表 5.6.3 をみると、杭列数が多い解析条件の方が、信頼性指標 β が大きくなってい

ることが分かる。このことから、杭列数が多い方が破壊確率は小さくなっている。また、Type2-3-1

の地震動を入力した場合よりも、Type2-3-1 の 1.5 倍の地震動を入力した場合の方が、当然のこと

ながら信頼性指標 β は小さい。地盤バネ値の計算には、新推定式を用いた場合の方が、従来推定

式を用いた場合よりも信頼性指標 β が大きい。これは、新推定式を用いた場合の方が水平地盤反

力係数などに与えるばらつきが小さいため、過大な応答を取るケースが減り、信頼性指標 β が大

きくなったと考えられる。 

 

5.6.3.2.2 杭列数による部分係数の違い 

前述した部分係数算出手順に従い計算した結果を表 5.6.4～表 5.6.19に示す。これらは、信頼

性指標 βが 1.0、2.0、3.0 の場合および算出された 3 列杭の信頼性指標 β(3 列杭の部分係数を 1.00

に設定するため)とした場合の計算結果である。計算結果からわかるように、杭列が多くなるにつ

れて、部分係数の値が大きくなり、設計式において耐力が割り増して見積もれるため、優位性

を示す結果となった。これは杭列数が多い場合の方が少ない場合に比べ、降伏状態から終局状態

にかけての余剰耐力が大きいことを示している。現行の設計では等しく評価される構造物であっ

ても、降伏状態から終局状態に至るまでの余剰耐力としてのリダンダンシーには違いがあり、部

分係数はそれを定量化している。 

 

5.6.3.2.3 地盤特性の推定式の違いが部分係数に及ぼす影響 

 地盤特性の推定式の違いが部分係数に及ぼす影響について考察する。解析結果から、従来推

定式を用いた場合よりも新推定式を用いた場合の方が、部分係数が全体的に大きくなる傾向に

あることが分かる。この理由としては、新推定式を用いた場合の方が、鉛直地盤バネ値 Kvが大き

いため、応答値が小さくなったことや、地盤バネの変動係数が小さいために、応答値のばらつき

が抑えられたからだと考えられる。なお、部分係数の値にあまり変化は無いため、推定式の違

いによってリダンダンシーの差には大きな影響は与えないと考えられる。その理由としては、新
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推定式を用いることにより、どの杭列数における応答値も小さくなり、杭列数における違いが大

きく生じなかったと考えられる。 

 

5.6.3.2.4 目標信頼性指標が部分係数に及ぼす影響 

 目標信頼性指標の違いが部分係数に及ぼす影響について考察する。図 5.6.8、図 5.6.9 に部分

係数と信頼性指標 βTの関係を示す。図5.6.8は Type2-3-1の地震動を作用させた場合で、図5.6.9

は Type2-3-1 の 1.5 倍の地震動を作用させた場合である。この結果から、目標信頼性指標 βTが小さ

いほど各杭列数における部分係数の大きさに差が生じることが分かる。また、目標信頼性指標 βT

がある程度の大きさになると、ほぼ破壊確率は 0 に近づくため、抵抗係数もある一定のところ

に収束していくという結果が得られた。両図において、目標信頼性指標 βT が 5.0 のとき、各杭列

数における部分係数は概ね等しくなっている。 

 

5.6.3.2.5 入力地震動が部分係数に及ぼす影響 

 入力地震動の違いが部分係数に及ぼす影響について考察する。表 5.6.4～表 5.6.19 より、

Type2-3-1 地震動を用いた解析条件の方が Type2-3-1 地震動の波形を 1.5 倍した地震動を用いた解

析条件よりも部分係数が全体的に大きくなる。それは、限界状態の定義がどの解析条件におい

ても同一であるため、Type2-3-1 地震動の波形を 1.5 倍した地震動を作用させた場合の方が終局す

る確率が高く、部分係数が小さくなったと考えられる。各表を見ると、これら 2 つの地震動に

よる杭列数の違いはあまり現れていない。今後、Type2-3-1 地震動以外の地震動においても解析を

行い、リダンダンシーに関する感度分析を行う必要があると考えられる。 
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表 5.6.1 解析条件一覧 

降伏震度 0.664* 

地震動 Type2-3-1 Type2-3-1 ×1.5 

地盤バネの推定式 従来推定式 新推定式 従来推定式 新推定式 

目標崩壊確率 目標信頼性βT 目標信頼性βT 目標信頼性 βT 目標信頼性 βT 

終局状態の定義 
回転角より定

義 

回転角より定

義 

回転角より定

義 

回転角より定

義 

 *従来推定式を用いた場合に降伏震度が 0.664 となるように設計を行ったため、 

新推定式を用いて再計算した場合、やや降伏震度が異なる。 

 

 

 

表 5.6.2 信頼性指標 βの計算結果(Type2-3-1) 

杭列数 
信頼性指標β 

従来推定式 新推定式 

2列 1.847 2.184 

3列 2.457 2.785 

4列 3.065 3.402 

 

 

 

表 5.6.3 信頼性指標 βの計算結果(Type2-3-1 ×1.5) 

解析条件 
信頼性指標β 

従来推定式 新推定式 

2列 0.311 0.635 

3列 1.055 1.297 

4列 1.735 2.028 

 

 

 

 



142 

 

表 5.6.4 部分係数計算結果(βT=1.000、Type2-3-1、従来推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 1.000 0.000 0.339 0.000 0.349 1.000 0.750 1.333 

3列 1.000 0.000 0.424 0.000 0.443 1.000 0.539 1.854 

4列 1.000 0.000 0.446 0.000 0.469 1.000 0.398 2.510 

 

 

表 5.6.5 部分係数計算結果(βT=2.000、Type2-3-1、従来推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 2.000 0.000 0.339 0.000 0.349 1.000 1.053 0.949 

3列 2.000 0.000 0.424 0.000 0.443 1.000 0.824 1.214 

4列 2.000 0.000 0.446 0.000 0.469 1.000 0.622 1.608 

 

 

表 5.6.6 部分係数計算結果(βT=3.000、Type2-3-1、従来推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 3.000 0.000 0.339 0.000 0.349 1.000 1.479 0.676 

3列 3.000 0.000 0.424 0.000 0.443 1.000 1.258 0.795 

4列 3.000 0.000 0.446 0.000 0.469 1.000 0.971 1.030 

 

 

表 5.6.7 部分係数計算結果 3 列杭基準(βT=2.457、Type2-3-1、従来推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 2.457 0.000 0.339 0.000 0.349 1.000 1.230 0.813 

3列 2.457 0.000 0.424 0.000 0.443 1.000 1.000 1.000 

4列 2.457 0.000 0.446 0.000 0.469 1.000 0.763 1.311 
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表 5.6.8 部分係数計算結果(βT=1.000、Type2-3-1、新推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 1.000 0.000 0.355 0.000 0.366 1.000 0.657 1.521 

3列 1.000 0.000 0.422 0.000 0.441 1.000 0.471 2.124 

4列 1.000 0.000 0.435 0.000 0.457 1.000 0.352 2.844 

 

 

表 5.6.9 部分係数計算結果(βT=2.000、Type2-3-1、新推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 2.000 0.000 0.355 0.000 0.366 1.000 0.937 1.067 

3列 2.000 0.000 0.422 0.000 0.441 1.000 0.718 1.393 

4列 2.000 0.000 0.435 0.000 0.457 1.000 0.543 1.840 

 

 

表 5.6.10 部分係数計算結果(βT=3.000、Type2-3-1、新推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 3.000 0.000 0.355 0.000 0.366 1.000 1.336 0.749 

3列 3.000 0.000 0.422 0.000 0.441 1.000 1.095 0.913 

4列 3.000 0.000 0.435 0.000 0.457 1.000 0.840 1.191 

 

 

表 5.6.11 部分係数計算結果 3 列杭基準(βT=2.785、Type2-3-1、新推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 2.785 0.000 0.355 0.000 0.366 1.000 1.238 0.808 

3列 2.785 0.000 0.422 0.000 0.441 1.000 1.000 1.000 

4列 2.785 0.000 0.435 0.000 0.457 1.000 0.765 1.308 
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表 5.6.12 部分係数計算結果(βT=1.000、Type2-3-1 ×1.5、従来推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 1.000 0.000 0.264 0.000 0.269 1.000 1.200 0.833 

3列 1.000 0.000 0.335 0.000 0.344 1.000 0.982 1.019 

4列 1.000 0.000 0.392 0.000 0.408 1.000 0.750 1.334 

 

 

表 5.6.13 部分係数計算結果(βT=2.000、Type2-3-1 ×1.5、従来推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 2.000 0.000 0.264 0.000 0.269 1.000 1.563 0.640 

3列 2.000 0.000 0.335 0.000 0.344 1.000 1.372 0.729 

4列 2.000 0.000 0.392 0.000 0.408 1.000 1.110 0.901 

 

 

表 5.6.14 部分係数計算結果(βT=3.000、Type2-3-1 ×1.5、従来推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 3.000 0.000 0.264 0.000 0.269 1.000 2.036 0.491 

3列 3.000 0.000 0.335 0.000 0.344 1.000 1.917 0.522 

4列 3.000 0.000 0.392 0.000 0.408 1.000 1.643 0.609 

 

 

表 5.6.15 部分係数計算結果 3 列杭基準(βT=1.055、Type2-3-1 ×1.5、従来推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 1.055 0.000 0.264 0.000 0.269 1.000 1.217 0.821 

3列 1.055 0.000 0.335 0.000 0.344 1.000 1.000 1.000 

4列 1.055 0.000 0.392 0.000 0.408 1.000 0.766 1.306 
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表 5.6.16 部分係数計算結果(βT=1.000、Type2-3-1 ×1.5、新推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 1.000 0.000 0.284 0.000 0.289 1.000 1.109 0.902 

3列 1.000 0.000 0.339 0.000 0.350 1.000 0.904 1.106 

4列 1.000 0.000 0.374 0.000 0.389 1.000 0.680 1.470 

 

 

表 5.6.17 部分係数計算結果(βT=2.000、Type2-3-1 ×1.5、新推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 2.000 0.000 0.284 0.000 0.289 1.000 1.473 0.679 

3列 2.000 0.000 0.339 0.000 0.350 1.000 1.270 0.788 

4列 2.000 0.000 0.374 0.000 0.389 1.000 0.989 1.011 

 

 

表 5.6.18 部分係数計算結果(βT=3.000、Type2-3-1 ×1.5、新推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 3.000 0.000 0.284 0.000 0.289 1.000 1.956 0.511 

3列 3.000 0.000 0.339 0.000 0.350 1.000 1.783 0.561 

4列 3.000 0.000 0.374 0.000 0.389 1.000 1.439 0.695 

 

 

表 5.6.19 部分係数計算結果 3 列杭基準(βT=1.297、Type2-3-1 ×1.5、新推定式) 

杭列数 βT ζR ζS VR VS   γ )(




　　  

2列 1.297 0.000 0.284 0.000 0.289 1.000 1.207 0.829 

3列 1.297 0.000 0.339 0.000 0.350 1.000 1.000 1.000 

4列 1.297 0.000 0.374 0.000 0.389 1.000 0.760 1.315 
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解析条件設定 

(地盤条件、杭列数、入力地震動、崩壊条件定義) 

動的解析 

(最大応答変位 S の分布を算出) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 5.6.1 リダンダンシー評価のための部分係数算出フロー 

解析対象橋梁の信頼性指標 βの計算・評価 

目標信頼性指標 βTの設定 

終局状態における耐震設計式算定 

ru    
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(a)2 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

 

 

 

(b) 2 列杭における基礎天端の応答回転角に関する確率密度関数 

 

図 5.6.2 2 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

(Type2-3-1、従来推定式) 
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(a)3 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

 

 

 

(b) 3 列杭における基礎天端の応答回転角に関する確率密度関数 

 

図 5.6.3 3 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

(Type2-3-1、従来推定式) 
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(a)4 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

 

 

 

(b) 4 列杭における基礎天端の応答回転角に関する確率密度関数 

 

図 5.6.4 4 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

(Type2-3-1、従来推定式) 
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(a)2 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

 

 

 

(b) 2 列杭における基礎天端の応答回転角に関する確率密度関数 

 

図 5.6.5 2 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

(Type2-3-1×1.5、従来推定式) 
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(a)3 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

 

 

 

(b) 3 列杭における基礎天端の応答回転角に関する確率密度関数 

 

図 5.6.6 3 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

(Type2-3-1×1.5、従来推定式) 

 

 

 

0.000

0.002

0.004

0.006

0.008

0.010

0.012

0.014

0-
0.

00
00

5
0.

00
14

5-
0.

00
15

0.
00

29
-0

.0
02

95
0.

00
43

5-
0.

00
44

0.
00

58
-0

.0
05

85
0.

00
72

5-
0.

00
73

0.
00

87
-0

.0
08

75
0.

01
01

5-
0.

01
02

0.
01

16
-0

.0
11

65
0.

01
30

5-
0.

01
31

0.
01

45
-0

.0
14

55
0.

01
59

5-
0.

01
6

0.
01

74
-0

.0
17

45
0.

01
88

5-
0.

01
89

0.
02

03
-0

.0
20

35
0.

02
17

5-
0.

02
18

0.
02

32
-0

.0
23

25
0.

02
46

5-
0.

02
47

0.
02

61
-0

.0
26

15
0.

02
75

5-
0.

02
76

0.
02

9-
0.

02
90

5
0.

03
04

5-
0.

03
05

0.
03

19
-0

.0
31

95
0.

03
33

5-
0.

03
34

0.
03

48
-0

.0
34

85
0.

03
62

5-
0.

03
63

0.
03

77
-0

.0
37

75
0.

03
91

5-
0.

03
92

0.
04

06
-0

.0
40

65
0.

04
20

5-
0.

04
21

0.
04

35
-0

.0
43

55
0.

04
49

5-
0.

04
5

0.
04

64
-0

.0
46

45
0.

04
78

5-
0.

04
79

0.
04

93
-0

.0
49

35

頻
度
(
個

/1
00

0)

応答回転角(rad)

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05

確
率

密
度

関
数

応答回転角(rad)



152 

 

 

(a)4 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

 

 

 

(b) 4 列杭における基礎天端の応答回転角に関する確率密度関数 

 

図 5.6.7 4 列杭における基礎天端の応答回転角分布 

(Type2-3-1×1.5、従来推定式) 
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(a)従来推定式 

 

 

(b)新推定式 

 

図 5.6.8  部分係数と信頼性指標 βTの関係(Type2-3-1) 
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(a)従来推定式 

 

 

(b)新推定式 

 

図 5.6.9  部分係数と信頼性指標 βTの関係(Type2-3-1 ×1.5) 
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5.7 まとめ 

 橋梁杭基礎における杭列数の違いによるリダンダンシーの違いの定量的評価を可能にし、杭列

数が多い杭基礎に対して設計時に優位性が与えられる耐震設計式の提案を目的とした検討を行っ

た。現在設計時に明確に考慮されていない終局状態までの余剰耐力としてのリダンダンシーの定

量化、およびリダンダントな視点を考慮したレベル 2 信頼性評価における耐震設計式での部分係

数の算定について検討を行った。 

 本検討により以下の知見を得た。 

 

1. 既往のリダンダンシーの研究に関する、確定論的および確率論的手法にて杭列数の違いによ

りリダンダンシーが現れることを確認した。 

2. 本検討で用いたレベル 2 信頼性評価による耐震設計式を用いることで、現行の設計式では差

異が現れない構造においてもリダンダンシーの違いを定量的に表すことができ、提案する耐

震設計式を用いることで冗長性に優れる杭基礎の設計が可能となる。 

3. 本検討で提案した耐震設計式を用いることで、冗長性に優れる杭基礎の設計を促すことがで

きる。 

 

 一方、本検討には、主に以下のような課題点がある。 

1. 限界状態の定義の追及 

今回は終局状態を基礎天端の応答回転角が 0.02rad に達する際と定義したが、合理性の検証が

満足でないため、今後も限界状態の定義やその根拠の検証が必要である。 

2. ケーススタディの追加 

今後「地盤条件が異なるケース」、「杭長が異なるケース」、あるいは「地震動が異なるケー

ス」など、より多くのパターンにて解析を行い、部分係数との関係性をさらに考察する。 

3. 解析モデルの精緻化 

本検討では、地震ハザードを用いない条件付きの信頼性解析を行っており、また、降伏限界

状態が混在しないように橋脚や杭体を弾性挙動させるなど、解析を簡易化している部分があ

る。それらをより精緻化していくことで、解析の妥当性を向上させる。 

4. 感度解析の実施 

杭列数の違いによるリダンダンシーが生じる力学的な根拠も含め、どのようなパラメータが

リダンダンシーに影響を与えているのかを静的・動的解析を用いて検証する。 
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６．まとめ 

 今回の共同研究で以下の事項が明らかになった。 

 

(1) 高強度鉄筋の丸鋼をせん断補強鉄筋に用いた既製コンクリート杭の載荷試験結果 

・ せん断載荷試験結果より、高強度鉄筋の SD490、丸鋼 490、丸鋼 785 をスパイラル鉄筋として用い

た場合においても、SD345 をスパイラル鉄筋として用いた場合と同様に、斜めひび割れ後にスパイ

ラル鉄筋のひずみの増加が確認され、SD345 を用いた場合と同等のせん断耐力が確認できた。この

ことから、ρs・σyが 2.45 以上を確保し、スパイラル鉄筋の中心間隔 100mm 以下となるように、スパ

イラル鉄筋を配筋することで、降伏強度に応じたせん断抵抗が期待できることが分かった。ただし、

本実験は ρs・σyが 2.45 以上を確保した条件で行っており、それを下回る場合に、この考察が成り立つ

のかは別途検証が必要である。 

 

・ 正負交番曲げ載荷試験結果より、試験方式（単純梁方式、片持梁方式）の違いによらず、高強度鉄

筋の SD490 をスパイラル鉄筋として用いた場合、SD345 をスパイラル鉄筋として用いた場合と同様

な変形能が期待できることが確認された。このことから、ρs・σyが 2.45 以上を確保し、スパイラル鉄

筋の中心間隔100mm以下となるようにすれば、SD345と同等の変形能が期待できることが分かった。

ただし、丸鋼 490、丸鋼 785 をせん断補強鉄筋として用いる場合には、実験等で確認する必要がある。 

 

(2)せん断耐力推定式の検討 

・ PHC 杭のせん断耐力を従来の式よりも精度よく推定できる修正 COPITA 式を提案した。修正

COPITA 式ではディープビームの効果と寸法効果による影響を改善した。修正 COPITA 式の推定精

度は、平均値 1.00、変動係数 0.11 と既往の式に比べて大幅に向上した。  

 

・ 修正COPITA 式でのせん断スパンおよびせん断スパン比の設定方法を提案した。 

 

・ 精度よくせん断耐力を推定するためには、せん断スパンを求めて、せん断スパン比の適用範囲で照

査することがよいと考えられるが、実務設計を行う上では煩雑となる。せん断スパン比がJIS強化杭

で1.5より大きくなる場合に、JIS杭では2.5より大きくなる場合に曲げ破壊型となることが既往の報告

により確認されていることから、設計計算としてJIS強化杭で1.5を、JIS杭で2.5を用いればよいと考え

られる。 

 

・レベル 2 地震動の影響を考慮する設計状況では，永続作用支配状況及び変動作用支配状況と設計計

算上の仮定が一部異なり，せん断スパンの扱いが十分に明確になっていない。そこで，せん断耐力を

下限値に評価するせん断スパン比を一律に用いればよいと考えられる。 
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 (3) 既設杭の曲げひび割れに関する検討 

・ 橋梁の撤去の際の地中に埋設された既設のRC 杭を収集し、ひび割れと鋼材の腐食状況、コンク

リートの中性化状況の調査を実施した。鋼材の腐食状況の調査結果としては、ひび割れによって錆

が見られたが、表面にとどまり、断面欠損になるほどの腐食は生じていなかった。なお、この表面

の錆が供用中に生じたものか撤去後に生じたものかは不明である。コンクリートの中性化状況の調

査としては、軸方向鉄筋にまで達する箇所もあったが、軸方向鉄筋に腐食は生じていなかった。現

在、多く用いられている PHC 杭（PC 杭）については、調査ができなかったが、PHC 杭はプレスト

レスが導入され、コンクリート強度は高強度の 80N/mm2以上であることから、RC 杭よりも鋼材の

腐食やコンクリートの中性化の影響は軽微であること考えられる。 

 

・ 今後の調査として、異なる環境条件での既設杭や、地中部に埋設された状態での既設杭の調査を

行い、データの蓄積を行っていきたい。 

 

(4)杭列数の違いを考慮した部分係数設定のための基礎的な検討 

橋梁杭基礎における杭列数の違いによるリダンダンシーの違いの定量的評価を可能にし、杭列数が

多い杭基礎に対して設計時に優位性が与えられる耐震設計式の提案を目的とした検討を行った。現在

設計時に明確に考慮されていない終局状態までの余剰耐力としてのリダンダンシーの定量化、および

リダンダントな視点を考慮したレベル 2信頼性評価における耐震設計式での部分係数の算定について 

検討を行った。本検討により以下の知見を得た。 

 

1）既往のリダンダンシーの研究に関する、確定論的および確率論的手法にて杭列数の違いによりリダ

ンダンシーが現れることを確認した。 

2）本検討で用いたレベル 2信頼性評価による耐震設計式を用いることで、現行の設計式では差異が現

れない構造においてもリダンダンシーの違いを定量的に表すことができ、提案する耐震設計式を用

いることで冗長性に優れる杭基礎の設計が可能となる。 

3）本検討で提案した耐震設計式を用いることで、冗長性に優れる杭基礎の設計を促すことができる。 

  

一方、本検討には、主に以下のような課題点がある。 

・限界状態の定義の追及 

今回は終局状態を基礎天端の応答回転角が 0.02rad に達する際と定義したが、合理性の検証が満足

でないため、今後も限界状態の定義やその根拠の検証が必要である。 

・ケーススタディの追加 

今後「地盤条件が異なるケース」、「杭長が異なるケース」、あるいは「地震動が異なるケース」

など、より多くのパターンにて解析を行い、部分係数 との関係性をさらに考察する。 

・解析モデルの精緻化 

本検討では、地震ハザードを用いない条件付きの信頼性解析を行っており、また、降伏限界状態
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が混在しないように橋脚や杭体を弾性挙動させるなど、解析を簡易化している部分がある。それら

をより精緻化していくことで、解析の妥当性を向上させる。 

・感度解析の実施 

杭列数の違いによるリダンダンシーが生じる力学的な根拠も含め、どのようなパラメータがリダ

ンダンシーに影響を与えているのかを静的・動的解析を用いて検証する。 
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【参考資料】 

 

１．材料試験データ 

１．１ 試験体の仕様と実測寸法 

   せん断試験および曲げ試験に用いた試験体の仕様と実測寸法を表1.1、表1.2に示す。 

 

表 1.1 試験体の仕様一覧 

試験体 スパイラル鉄筋 

線径–ピッチ 
中詰め 杭製造日 中詰め施工日 

No 名称* 

1 S600-SD345 10-70 － H26/6/2 － 

2 

S600-SD490 10-100 

○ H26/1/15 H26/1/17 

3 ○ H26/1/16 H26/1/17 

4 － H26/1/16 － 

5 S600-丸鋼490 6.5-50 － H27/5/26 － 

6 S600-丸鋼785 6.0-65 － H27/5/25 － 

7 S600-SD490 10-70 － H26/1/29 － 

8 M600-SD345 10-70 ○ H26/1/23 H26/1/30 

9 

M600-SD490 10-100 

○ H26/1/23 H26/1/30 

10 ○ H26/1/28 H26/1/30 

11 － H26/1/28 － 

12 M500-SD490 10-130 ○ H27/5/19 H27/6/10 

※試験体 No.1~7 はせん断試験、No.8~12 は正負交番曲げ試験に用いた。 
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表 1.2 試験体の実測寸法一覧 

試験体

No 
外観 

寸法 

杭径 

（mm） 

壁厚 

（mm） 

長さ 

（mm） 

1 良好 602.3 107 5003 

2 〃 600.0 107 4999 

3 〃 600.7 101 5002 

4 〃 600.5 94 5003 

5 〃 601.1 103 5000 

6 〃 599.7 101 5002 

7 〃 997.3 146 7005 

8 〃 599.7 104 5000 

9 〃 599.9 105 5000 

10 〃 599.7 103 4999 

11 〃 600.2 105 5000 

12 〃 500.1 85 6000 

※試験体 No.1~7 はせん断試験、No.8~12 は正負交番曲げ試験に用いた。 
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１．２ 材料試験結果 

試験に用いた杭体のコンクリートの材料試験結果を表 1.3、中詰めコンクリートの材

料試験結果を表 1.4、PC 鋼棒の材料試験結果を表 1.5、スパイラル鉄筋の材料試験結

果を表 1.6に示す。 

 

表 1.3 杭体のコンクリートの材料試験結果結果（遠心：３体の平均値） 

試験体 No 
圧縮強度

（N/mm2） 

ヤング率

（N/mm2） 
ポアソン比 

引張強度 

（N/mm2） 

材令 

（日） 

1 92.4 44030 0.21 5.6 15 

2 112.9 43733 0.20 5.8 84 

3 116.2 44233 0.20 5.9 56 

4 113.0 44233 0.21 5.8 57 

5 100.6 43533 0.22 6.0 36 

6 104.1 44167 0.22 6.1 28 

7 106.3 42933 0.22 5.6 71 

8 106.8 43900 0.21 5.6 27 

9 102.6 42300 0.23 5.8 29 

10 93.7 40800 0.24 5.7 36 

11 95.1 40300 0.21 5.6 29 

12 106.4 45700 0.22 5.0 49 

 ※試験体 No.1~7 はせん断試験、No.8~12 は正負交番曲げ試験に用いた。 

 

表 1.4 中詰めコンクリートの材料試験結果（円柱：３体の平均値） 

試験体 No 
圧縮強度

（N/mm2） 

ヤング率

（N/mm2） 
ポアソン比 

引張強度 

（N/mm2） 

材令 

（日） 

2 39.2 24300 0.18 2.6 57 

3 38.3 25767 0.19 2.4 58 

8 31.5 26400 0.19 2.9 20 

9 34.3 24700 0.16 2.8 22 

10 37.0 25800 0.18 3.1 34 

12 24.4 26500 - - 27 

 ※試験体 No.2,3 はせん断試験、No.8~12 は正負交番曲げ試験に用いた。 
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表 1.5  PC 鋼棒の材料試験結果（３本の平均値） 

PC 鋼棒 
0.2％耐力

（N/mm2） 

引張強さ

（N/mm2） 

伸び 

（％） 

ヤング率 

（N/mm2） 

PC 鋼棒φ9.0mm 1469 1492 8.0 188179 

PC 鋼棒φ10.0mm 1439 1499 9.4 204148 

※ヤング係数以外は、材料メーカーのミルシートによる。 

 

 

表 1.6 スパイラル鉄筋の材料試験結果（３本の平均値） 

スパイラル鉄筋 
0.2％耐力 

（N/mm2） 

引張強さ

（N/mm2） 

伸び 

（％） 

ヤング率 

（N/mm2） 

スパイラル鉄筋 SD345 D10 413 556 21.2 147194 

スパイラル鉄筋 SD490 D10 694 737 6.8 133864 

スパイラル鉄筋 丸鋼490 D6.5 554 611 10.0 187231 

スパイラル鉄筋 丸鋼785 D6.0 980 1093 8.0 199685 

※ヤング係数以外は、材料メーカーのミルシートによる。 
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【材料ミルシート】 
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２．せん断補強鉄筋に用いた高強度強筋について 

２．１ 高強度強筋の分類 

   せん断試験および曲げ試験での試験体のせん断補強筋に用いた高強度鉄筋の分類を

表 2.1に示す。なお、日本工業規格に適合した製品を JIS 規格品、日本工業規格外の製

品で国土交通大臣の認定を受けた製品を大臣認定品という。 

 

表 2.1 高強度鉄筋の分類 

JIS G 3112： 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ用棒鋼 試験体に用いた鋼材 備 考 

区 分 種類の記号 

異形棒鋼 

SD295A 

SD295B 

SD345 

SD390 

SD490 

 

 

SD345 （JIS 規格品） 

 

FSD490（大臣認定品）※ 

 

 

 

 

JIS 規格品の入手困難 

※ 製造メーカーは第一線材鋼業株式会社（商品名：First Steel Deformed の略）。 

 

２．２ 国土交通大臣認定 

建築基準法第 37 条を抜粋し下記に示す。 

 

（建築材料の品質） 

第 37 条 建築物の基礎、主要構造部その他安全上、防火上又は衛生上重要である政

令で定める部分に使用する木材、鋼材、コンクリートその他の建築材料として国土

交通大臣が定めるもの（以下この条において「指定建築材料」という。）は、次の各

号の一に該当するものでなければならない。 

一 その品質が、指定建築材料ごとに国土交通大臣の指定する日本工業規格又は日

本農業規格に適合するもの 

二 前号に掲げるもののほか、指定建築材料ごとに国土交通大臣が定める安全上、

防火上又は衛生上必要な品質に関する技術的基準に適合するものであることについ

て国土交通大臣の認定を受けたもの 

 

このように、一に適合しない指定建築材料は、二の国土交通大臣の認定が必要とな

る。 
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２．３ JIS 規格品と大臣認定品との相違点 

1）製造方法 

・JIS G 3112 により、使用した SD345 は、熱間圧延によって製造された製品。 

・大臣認定品である使用した FSD490 は、冷間圧延によって製造された製品。 

 

2）化学成分 

 

表 2.2 化学成分 

種類の記号 
化学成分（％） 

C Si Mn P S Ceq 
SD490 
（JIS 規格値） 

0.32 以下 0.55 以下 1.80 以下 0.040 以下 0.040 以下 0.60 以下 

FSD490 
（認定規格値） 

0.09～0.32 0.30 以下 0.43～0.80 0.040 以下 0.040 以下 0.18～0.45 

FSD490 
（試験値） 

0.16 0.20 0.64 0.028 0.015 0.28 

 

3）機械的性質 

 

表 2.3 機械的性質 

種類の記号 
降伏点又は

0.2％耐力 
（N/mm2） 

引張強さ 
 

（N/mm2） 

降伏比 
 

（％） 

伸び 
 

（％） 

曲げ

性能 

SD490 
（JIS 規格値） 

490～625 620 以上 － 
12 以上(2 号) 

13 以上(14A 号) 
90° 

FSD490 
（認定規格値） 

490 以上 620 以上 95 以下 4.5 以上 180° 

FSD490 
（試験値） 

694 737 94.1 6.8 合格 

 

4）形状及び寸法 

 

表 2.4 寸法、質量及び節の許容限度 

呼び名 

公称 
直径 

 
(mm) 

公称 
周長 

 
(cm) 

公称 
断面積 

 
(cm2) 

単位 
質量 

 
(kg/m) 

節の平

均間隔 
 

(mm) 

節の高さ 節の幅 
節のすき 
間の和の 
最大値 
(mm) 

節と軸線 
との角度 

 
(度) 

最小 
(mm) 

最大 
(mm) 

最小 
(mm) 

最大 
(mm) 

D10 
（JIS 規格値） 

9.53 3.0 0.7133 0.560 6.7 0.4 0.8 － － 7.5 
45 度 
以上 

F10 
（認定規格値） 

9.53 3.0 0.7133 0.560 6.7 0.4 0.8 1.3 1.7 7.5 － 
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【認定書】 
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